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第 21回医療経済実態調査（医療機関等調査）の実施案 

 

第 21回医療経済実態調査（医療機関等調査）については、前回調査をベースとしつ

つ、次の基本的な考え方に沿って実施する。 

 

１ 調査日程及び調査対象時期 

（１）調査日程 

① 調査票の配布 

  平成 29年５月末 

② 調査の回答期限 

  平成 29年７月中旬とするが、柔軟に対応する。 

  ③ 報告時期 

    調査結果の報告時期については、前回同様を目標とする。 

（参考）第 20回調査 平成 27年 11月４日（中医協総会・調査実施小委） 

 

（２）調査対象時期 

   平成 29年３月末までに終了する直近２事業年（度）とする。 

 

２ 調査対象及び抽出率 

（１）調査対象 

前回と同様とする。 

（参考）第 20回調査 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診

療所及び１月間の調剤報酬明細書の取扱件数が 300 件以上の保険薬局を対象

とする。 

ただし、開設者が医育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）であ

るもの、特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有

する病院、結核療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院並びに刑務所、

船内等に設置される一般診療所及び歯科診療所は除外する。 

また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療

所及び１月間の診療時間が 100 時間未満であると推定された医療機関は除外

する。 

 

（２）抽出率 

前回と同様とする。 

  （参考）第 20回調査 

病   院  １／３ 

（※特定機能病院、歯科大学病院、こども病院は１／１） 

一般診療所  １／20 

歯科診療所  １／50 

保険薬局   １／25 

 

中 医 協 実 － ２ 

２ ８ ． １ １ ． ３ ０ 

中 医 協 実－１－１ 

２ ９ ． １ ． １ １ 
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３ 調査項目の主な変更点 

（１）病院、一般診療所の「病床数」、歯科診療所の「ユニット数」、保険薬局の「処

方せん枚数」について、１病床当たりの収益等をより詳細に把握するため、調査

対象を直近２事業年度分に変更。 

 

（２）保険薬局について、調剤基本料別、立地別の経営状況等を把握するため、「調剤

基本料等の状況」及び「立地状況」を追加。 

 

（３）軽減税率制度の導入への対応として、有床診療所の給食用材料費を把握するた

め、一般診療所に「給食用材料費」を追加。 

 

（４）回答に係る負担を軽減するため、未活用の調査項目を削除・統合。 

 

４ 集計項目 

（１）基本集計 

① 病院 

・ 集計１（医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の施設） 

・ 集計２（調査に回答した全ての施設） 

② 一般診療所・歯科診療所・保険薬局 

・ 集計２（調査に回答した全ての施設） 
 

（２）機能別集計等 

・ 一般病院 加重平均による損益状況 

・ 病院機能別の損益状況 

・ 入院基本料別の損益状況 

・ 一般病院 病床規模別の損益状況 

・ 一般病院 100床当たりの損益状況 

・ 療養病床 60％以上の一般病院の損益状況 

・ 療養病床を有しない病院の損益状況 

・ 在宅療養支援病院の損益状況 

・ 一般診療所 主たる診療科別の損益状況 

・ 在宅療養支援診療所の損益状況 

・ 在宅療養支援歯科診療所の損益状況 

・ 保険薬局 後発医薬品割合別の損益状況 

・ 保険薬局 調剤報酬等の算定状況別の損益状況 

・ 保険薬局 店舗数別の損益状況 

・ 保険薬局 調剤基本料等別の損益状況【新規】 

・ 保険薬局 立地別の損益状況【新規】 

・ 院外処方率別の損益状況 

・ 地域別の損益状況 

・ 損益差額階級別施設数 

・ 最頻損益差額階級の損益状況 
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・ 損益差額及び損益率の状況 

・ 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 

・ 資産・負債の状況 

・ キャッシュ・フローの状況 

・ 設備投資額の状況 

・ 税金の状況 

・ 損益率等の分布 

・ 収益と費用の 45度分析 

・ 事業年（度）の分布 
 
（３）青色申告者（省略方式）の調査 

前回同様、調査票記入上の負担への配慮が必要と考えられる一般診療所及び歯

科診療所（ただし、個人立であって青色申告を行っているものに限る。）について、

青色申告決算書、付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、

調査票の記入項目を一部省略できる（回答者において選択する）こととし、別途

参考として集計する。 

ただし、全項目の記入が可能な場合には、できるだけ全項目の記入を促すこと

とする。 

 

５ その他 

（１）有効回答率の向上策 

① 回答意欲の喚起 

・ 診療側関係団体への協力依頼を引き続き実施。 

 

・ 厚生労働省が実施する公的な調査であることをさらに強調するため、医療

機関等あての発送用封筒等を工夫。 

 

・ 回答のインセンティブを与えるため、電子調査票を利用して、回答施設に

対して当該施設の経営状況を分かりやすくフィードバック。 

 

② 回答負担の軽減 

・ 回答に係る負担を軽減するため、未活用の調査項目を削除・統合。 

 

・ 資産・負債、税金等について施設単位での算出が困難、収益・費用の内訳

を区分していないために記入が困難な場合があるとの意見があることから、

以下の取組を実施。 

○ 記入要領に按分の例を分かりやすく記載。 

○ 電子調査票に、法人全体の金額と按分の基礎となる数値（病床数、面

積、従事者数、利益等）を入力すれば、自動的に施設単位で算出できる

機能等を追加。 

○ 調査票等にコールセンターへの積極的な案内を記載。 
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③ その他 

・ 電子調査票の活用促進を図るため、電子調査票の利用を基本とし、電子調

査票の利用が難しい場合のみ紙調査票を利用していただきたい旨を案内。 

 

・ 今後の有効回答率向上策の検討に資するよう、非回答・非有効回答理由や

非回答・非有効回答施設の傾向等について、より詳細に把握。 

 



新設（疑義照会の効率化）

中医協 実－３

２８．１１．３０

医療経済実態調査における調査項目の変更点

新設（疑義照会の効率化）

新設

新設（疑義照会の効率化）

1

○：設問あり －：設問なし

（１）基本データ

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ ○ － －

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ －

○ － － －

－ ○ － －

－ － ○ －

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

○ ○ ○ ○

調査項目数 17 9 8 15

前回（第20回）

開設者（開設主体）

病床の
状況

一般病床数

療養病床数

介護療養型医療施設分

精神科病床数

介護療養型医療施設分

結核病床数

感染症病床数

許可病床数合計

介護療養型医療施設分

処方の
状況

処方せん料の算定（院外処方）の回数

処方料の算定（院内処方）の回数

直近の２
事業年
（度）

平成27年３月末までに終了した事業年（度）

平成26年３月末までに終了した事業年（度）

届け出ている在宅療養支援病院等の区分

入院基本料等の状況

主たる診療科目

ユニット数

同一法人の保険調剤を行っている店舗数

保険調剤
の状況

処方せん枚数

後発医薬品割合

調剤用備
蓄医薬品
品目数

内用薬

後発医薬品品目数

外用薬

後発医薬品品目数

注射薬

後発医薬品品目数

薬学管理
等の状況

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数

消費税の経理方式

○：設問あり －：設問なし

（１）基本データ

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ ○ － －

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ －

○ － － －

－ ○ － －

－ － ○ －

○ ○ ○ －

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

○ ○ ○ ○

－ ○ ○ －

調査項目数 19 12 11 18

後発医薬品品目数

薬学管理
等の状況

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数

ユニット数

保険調剤
の状況

処方せん枚数

後発医薬品割合

届け出ている在宅療養支援病院等の区分

入院基本料等の状況

主たる診療科目

立地状況

調剤基本料等の状況

複数の病院、診療所等の保有の有無

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数

調剤用備
蓄医薬品
品目数

内用薬

後発医薬品品目数

外用薬

後発医薬品品目数

注射薬

直近の２
事業年
（度） 平成28年３月末までに終了した事業年（度）

休廃止等の状況

平成29年３月末までに終了した事業年（度）

処方せん料の算定（院外処方）の回数
処方の
状況

処方料の算定（院内処方）の回数

開設者（開設主体）

一般病床数

介護療養型医療施設分

介護療養型医療施設分

記入項目の一部省略の有無（青色申告者）

病床の
状況

療養病床数

精神科病床数

結核病床数

感染症病床数

許可病床数合計

介護療養型医療施設分

消費税の経理方式

同一法人の保険調剤を行っている店舗数

今回（第21回）案

直近２事業年度分に変更

直近２事業年度分に変更

直近２事業年度分に変更

中医協 実－１－２

２ ９ ． １ ． １ １



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ － － －

調査項目数 17 13 8 7

前回（第20回）

その他の診療収益
（保険薬局においては「その他の薬局事業収益」）

○ ○

医
業
収
益

（

保

険

薬

局

に

お

い

て

は
「

収

益
」

）

保険診療収益（患者負担含む）
（保険薬局においては「保険調剤収益」）

特別の療養環境収益

その他の医業収益

医業収益合計

○ ○

公害等診療収益
（歯科診療所においては「労災等診療収益」、

保険薬局においては「公害等調剤収益」）

○ ○

介
護
収
益

短期入所療養介護分

その他の介護収益

介護収益合計

そ
の
他
の

収
益

その他の収益合計

施設サービス収益

居宅サービス収益

受取利息及び配当金

その他の収益

○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

調査項目数 14 13 8 7

今回（第21回）案

医
業
収
益

（

保

険

薬

局

に

お

い

て

は
「

収

益
」

）

保険診療収益（患者負担含む）
（保険薬局においては「保険調剤収益」）

○ ○

公害等診療収益
（歯科診療所においては「労災等診療収益」、

保険薬局においては「公害等調剤収益」）

○ ○

その他の診療収益
（保険薬局においては「その他の薬局事業収益」）

○ ○

特別の療養環境収益

その他の医業収益

医業収益合計

介
護
収
益

施設サービス収益

居宅サービス収益

短期入所療養介護分

その他の介護収益

介護収益合計

2

「その他の収益」として統合
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未活用のため「診療材料費・医
療消耗器具備品費」に統合

未活用のため削除

未活用のため削除

未活用のため削除

「その他の費用」として統合

「人件費補助・運営費補助」
として統合

「（６）租税公課等」から移動

「（６）租税公課等」から移動

新設（セルフチェック項目）

「その他の収益」、「補助金・負担
金等」を統合

「支払利息」、「その他の費用」を
統合

新設（セルフチェック項目）

「（６）租税公課等」から移動

新設（セルフチェック項目）未活用のため削除

○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

調査項目数 38

前回（第20回）

医
業
・
介
護
費
用

賞与

給料

給与費

土地賃借料

医療機器賃借料

設備機器賃借料

医療機器減価償却費

建物減価償却費

減価償却費

設備関係費

歯科材料費

診療材料費・医療消耗器具備品費
材料費

医薬品費

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

福利厚生費のうち消費税非課税費用

経費

法定福利費

賞与引当金繰入額

給食料材料費

補
助
金
・

負
担
金
等

そ
の
他
の
費
用

特
別
損
益

設備費補助

運営費補助

人件費補助

特別損失

その他の費用合計のうち消費税課税対象費用

退職給付費用
退職金支払額

退職給付引当金繰入額

特別損失のうち消費税課税対象費用

その他の費用

支払利息

特別利益

その他の費用合計

委託費

医業・介護費用合計

本部費配賦額のうち消費税非課税費用

研究費・研修費のうち消費税非課税費用

その他の医業・介護費用

貸倒引当金繰入額

医業貸倒損失

○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

調査項目数 31

今回（第21回）案

医
業
・
介
護
費
用

材料費

医薬品費

診療材料費・医療消耗器具備品費

給食料材料費

給与費

通勤手当

委託費

設備関係費

減価償却費

建物減価償却費

医療機器減価償却費

その他の医業・介護費用

設備機器賃借料

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

その他の費用

税引後の総損益差額（総損益差額－税金）

総損益差額（損益差額＋その他の収益－その他の費用＋特別利益－特別損失）

住民税

法人税

税
金

事業税

特別
損益

特別利益

特別損失

法定福利費

医療機器賃借料

経費

医業・介護費用合計

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

控除対象外消費税等負担額

土地賃借料

その他の収益

補助金・
負担金等 設備費補助

人件費補助・運営費補助 「人件費補助」、「運営費補助」を
統合
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未活用のため削除

未活用のため削除

「（６）租税公課等」から移動

新設

「（６）租税公課等」から移動

新設（セルフチェック項目）

「（６）租税公課等」から移動

新設（セルフチェック項目）

○：設問あり －：設問なし

（２）損益

一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

退職給付引当金繰入額 ○ ○ ○

退職金支払額 ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ －

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

調査項目数 25 25 24

医業・介護費用合計

支払利息
（保険薬局においては「利子割引料」）

本部費配賦額のうち消費税非課税費用

研究費・研修費のうち消費税非課税費用

設備機器賃借料

土地賃借料

貸倒引当金繰入額

医
業
・
介
護
費
用
（

保

険

薬

局

に
お

い

て

は
「

費

用
」

）

退職給付費用

賞与引当金繰入額

賞与

給料

給与費

委託費

その他の医業・介護費用
（保険薬局においては「その他の経費」）

医療機器減価償却費
（保険薬局においては「調剤用機器減価償却費」）

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

減価償却費

前回（第20回）

医療機器賃借料
（保険薬局においては「調剤用機器賃借料」）

医業貸倒損失

材料費
（歯科診療所においては「歯科材料費」）

医薬品費
（保険薬局においては「医薬品等費」）

法定福利費

建物減価償却費

福利厚生費のうち消費税非課税費用

○：設問あり －：設問なし

（２）損益

一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ －

○ － －

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

調査項目数 22 21 20

税
金

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

医薬品費
（保険薬局においては「医薬品等費」）

材料費
（歯科診療所においては「歯科材料費」）

土地賃借料

法定福利費

医療機器減価償却費
（保険薬局においては「調剤用機器減価償却費」）

その他の医業・介護費用
（保険薬局においては「その他の経費」）

今回（第21回）案

税引後の総損益差額（総損益差額－税金）

住民税

法人税

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

給食用材料費

医業・介護費用合計

設備機器賃借料

医療機器賃借料
（保険薬局においては「調剤用機器賃借料」）

控除対象外消費税等負担額

医
業
・
介
護
費
用
（

保

険

薬

局
に

お

い

て

は
「

費

用
」
）

給与費

通勤手当

委託費

減価償却費

建物減価償却費

事業税



5

○：設問あり －：設問なし

（３）給与

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

病院長
（一般診療所、歯科診療所においては「院長」、

保険薬局においては「管理薬剤師」）

○ ○ ○ ○

医師 ○ ○ － －

歯科医師 ○ ○ ○ －

薬剤師 ○ ○ ○ ○

看護職員 ○ ○ － －

看護補助職員 ○ ○ － －

医療技術員 ○ ○ － －

歯科衛生士 ○ － ○ －

歯科技工士 ○ － ○ －

事務職員 ○ ○ ○ ○

技能労務員・労務員 ○ ○ ○ ○

その他の職員 ○ ○ ○ ○

役員 ○ ○ ○ ○

合計 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

調査項目数 17 15 13 10

前回（第20回）

賞与合計

給料合計

延
べ
人
員
、

給
料
合
計
、

賞
与
合
計

常
勤
職
員

非
常
勤
職
員 合計

○：設問あり －：設問なし

（３）給与

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

病院長
（一般診療所、歯科診療所においては「院長」、

保険薬局においては「管理薬剤師」）

○ ○ ○ ○

医師 ○ ○ － －

歯科医師 ○ ○ ○ －

薬剤師 ○ ○ ○ ○

看護職員 ○ ○ － －

看護補助職員 ○ ○ － －

医療技術員 ○ ○ － －

歯科衛生士 ○ － ○ －

歯科技工士 ○ － ○ －

事務職員 ○ ○ ○ ○

技能労務員・労務員 ○ ○ ○ ○

その他の職員 ○ ○ ○ ○

役員 ○ ○ ○ ○

合計 ○ ○ ○ ○

調査項目数 14 12 10 7

今回（第21回）案

常
勤
職
員

延
べ
人
員
、

給
料
合
計
、

賞
与
合
計

未活用のため削除
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○：設問あり －：設問なし

（４）資産・負債

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

長期借入金 ○ － － －

○ ○ ○ ○

（５）キャッシュ・フロー

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

業務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

投資活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

現金等の増加額（又は減少額） ○ － － －

現金等の期首残高 ○ － － －

現金等の期末残高 ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

調査項目数 18(12) 7 7 7

前回（第20回）

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ
ー

計
算
書
」

を

作
成
し
て
い
る
場
合

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算
書
」

を
作

成
し
て
い
な
い
場
合

資
産

負
債

負債合計

固定負債

流動負債

資産合計

繰延資産

固定資産

流動資産

○：設問あり －：設問なし

（４）資産・負債

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

長期借入金 ○ － － －

○ ○ ○ ○

（５）キャッシュ・フロー

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

業務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

投資活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

現金等の増加額（又は減少額） ○ － － －

現金等の期首残高 ○ － － －

現金等の期末残高 ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

調査項目数 18(12) 7 7 7

今回（第21回）案

資
産

流動資産

固定資産

繰延資産

資産合計

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ
ー

計
算
書
」

を

作
成
し
て
い
る
場
合

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算
書
」

を
作

成
し
て
い
な
い
場
合

負
債

流動負債

固定負債

負債合計

※変更点なし
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○：設問あり －：設問なし

（６）租税公課等

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

法人税 ○ ○ ○ ○

住民税 ○ ○ ○ ○

事業税 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

（７）設備投資額

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

調査項目数 17 17 17 17

調査項目合計 124 86 78 80

前回（第20回）

税
金

租
税
公
課
等

寄付金

損害保険料

控除対象外消費税額等

租税公課

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

建物（建物附属設備を含む）

通勤手当

調剤用機器

医療情報システム用機器

医療機器

設備投資額

未活用のため削除

未活用のため削除

「（２）損益」に移動

「（２）損益」に移動

○：設問あり －：設問なし

（６）設備投資額

病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

うちリース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

調査項目数 9 9 9 9

調査項目合計 105 75 66 68

前回比 84.7% 87.2% 84.6% 85.0%

今回（第21回）案

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

設備投資額

建物（建物附属設備を含む）

医療機器

調剤用機器

医療情報システム用機器
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第 21回医療経済実態調査（医療機関等調査）要綱 

 

 

１ 調査の目的 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局における医業経営等の実態を明らか

にし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とする。 

 

２ 調査の内容 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局について、施設の概要、損益の状況、

従事者の人員及び給与の状況等の調査を行う。 

 

３ 調査の対象 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及

び 1月間の調剤報酬明細書の取扱件数が 300件以上の保険薬局を対象とする。 

ただし、開設者が医育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）であるもの、

特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有する病院、結核

療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院、刑務所・船内等に設置される一般

診療所及び歯科診療所は除外する。 

また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療所及び

１月間の診療時間が 100時間未満であると推定された医療機関は調査対象から除外

する。 

 

４ 調査の客体及び抽出方法 

調査対象となる医療機関等から、それぞれ次の方法によって抽出した施設を調査

客体とする。 

 

(1) 病院 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、ＤＰＣ対象病院の指定を受けている病院と指定を受けていな

い病院に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2の層化は、介護療養施設サービス事業を行っている病院と行っていない

病院に分類し、この区分によって行う。 

エ 第 3 の層化は、病床数が 200 床以上、200 床未満に分類し、この区分によっ

て行う。 

オ 第 4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

中  医  協  実－１－３ 

２ ９ ． １ ． １ １ 
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カ 第 5の層化は、全国の都道府県を次の 9の地域に分類し、この区分によって

行う。 

 

地 域 都  道  府  県 

北 海 道 

東   北 

関   東 

 

東   海 

北   陸 

近   畿 

中   国 

四   国 

九   州 

北海道 

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、

新潟、山梨、長野 

岐阜、静岡、愛知、三重 

富山、石川、福井 

滋賀、京都、奈良、大阪、兵庫、和歌山 

鳥取、島根、岡山、広島、山口 

徳島、香川、愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、

沖縄 

キ 第 6 の層化は、全国を国家公務員の地域手当における級地区分の 7 区分とそ

の他の地域に分類し、この区分によって行う。 

ク 第 7 の層化は、一般病院（特定機能病院、歯科大学病院及び子ども病院を除

く）、精神科病院（許可病床のすべてが精神病床であるもの）別に開設者（国立、

公立、公的、医療法人、社会保険関係法人、その他法人、個人）ごとに分類し、

この区分によって行う。 

ケ 抽出率は、特定機能病院、歯科大学病院及び子ども病院については 1／1、そ

の他については 1／3とする。 

 

(2) 一般診療所 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、入院患者の有無別に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2の層化は、主たる診療科別に分類し、この区分によって行う。 

エ 第 3の層化は、介護療養施設サービス事業を行っている一般診療所と行って

いない一般診療所に分類し、この区分によって行う。 

オ 第 4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

カ 第 5、第 6の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

キ 抽出率は 1／20とする。 
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(3) 歯科診療所 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2、第 3の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

エ 第 4 の層化は、常勤の歯科医師数を、1 人、2 人以上の区分に分類し、この

区分によって行う。 

オ 抽出率は 1／50とする。 

 

(4) 保険薬局 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1、第 2の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

ウ 第 3の層化は、開設者（個人、法人）の別に分類し、この区分によって行う。 

エ 抽出率は 1／25とする。 

 

５ 調査主体 

中央社会保険医療協議会 

 

６ 調査の時期 

平成 29年 3月末までに終了する直近 2事業年（度）の 2年間について実施する。 

 

７ 調査の事項 

調査票に掲げる事項とする。 

 

８ 調査の方法 

(1) 調査は、郵送方式及びホームページを利用した電子調査方式により行う。 

(2) 調査票の記入は、医療機関等管理者の自計申告の方法による。 

 

９ 結果の公表 

調査の結果については、中央社会保険医療協議会の議を経て、速やかに公表する。 

 



 

第 21回医療経済実態調査（医療機関等調査）調査票（案） 

 
 
 

○病院調査票 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ページ 

 
 

○一般診療所調査票 ・・・・・・・・・・・・・ １４ページ 

 
 

○歯科診療所調査票 ・・・・・・・・・・・・・ ２５ページ 

 
 

○保険薬局調査票 ・・・・・・・・・・・・・・ ３６ページ 

 
 
 
 
 

※赤字は主な修正箇所 

中 医 協 実－１－４ 

２ ９ ． １ ． １ １ 
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必ずご記入ください。

－ － ）

－ －

ご記入にあたり、公認会計士又は税理士に外部委託している場合に限りご記入ください。

－ － ）

□

※よい場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。

Ｈ医

連絡先

記入者氏名

連絡先

e-mail

ＦＡＸ番号

電話番号
市外局番

e-mail

電話番号

公認会計士又は税理士　氏名

市外局番

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

部署

（内線

（内線

直接の疑義照会の可否 疑義照会の必要がある場合は、直接連絡をとってよい。

＠

※電子調査票をご利用できない場合のみ、本調査票をご利用ください。電子調査票のご利用につい
ては、別添の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。
　なお、ご記入いただきました内容をご確認させていただく可能性がございますので、ご記入後の
電子調査票又は本調査票は、必ず原本の複写を１部お取り置きください。

平成２９年

＜お問い合わせ先＞
　厚生労働省　医療経済実態調査事務局
　　フリーダイヤル　　　　 ０１２０－XXX－XXX
　　フリーダイヤルＦＡＸ 　０１２０－XXX－XXX
　　ホームページ　　　　  　https://www.XXXXXX/
　　受付時間　　　　　　　 ○○：○○～○○：○○

※医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが
困難な場合や、資産・負債、税金等を病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当
たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、上記までご相談ください。

（宛名ラベル貼付位置）

医 療 経 済 実 態 調 査
（病院調査票）

（提出期限　平成２９年７月１４日）

＠

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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 １　貴院の開設者 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立（独立行政法人含む） ２　公立（地方独立行政法人含む） ３　公的 ４　社会保険関係

５　医療法人 ６　個人 ７　その他の法人

 ２　直近の２事業年（度） （個人立以外の病院のみ記入してください。）

　平成２８年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　平成２９年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ３　貴院の活動状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　直近の２事業年（度）の間及び現在、活動している

２　直近の２事業年（度）の間に休止したことがある

３　現在、休止している

４　現在までに廃止している（病院から診療所等への変更を含む）

※回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了となります。このまま本調査票をご返送ください。

 ４　貴院の開設者が保有する施設の状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　調査対象病院のみ保有している　　　　　 

２　調査対象病院以外の施設（病院、診療所、介護保険施設等）も保有している　　　　　 

 ５　病床の状況 （許可病床数を記入してください。０の場合は０を記入してください。）

床 床 床 床 床 床

床 床 床

床 床 床 床 床 床

床 床 床

 ６　処方の状況 （平成２９年５月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 回

処方料の算定（院内処方）の回数 回

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点

平成２９年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点

（うち）介護療養型医療施設分

（うち）介護療養型医療施設分

結核病床 感染症病床 合　　計

平成

第１　基本データ

※個人立の場合は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで
　 の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

一般病床 療養病床

平成

～

～

平成

平成

精神科病床

1

25

24

4

2

3

5

11

14

1098

13

7

12

6

20

23

191817

22

16

21

15
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 ７　届け出ている在宅療養支援病院の区分 （該当する番号を記入してください。）

1　届出なし　

２　「第１４の２」の（１）　（機能強化型在宅療養支援病院（単独型））

３　「第１４の２」の（２）　（機能強化型在宅療養支援病院（連携型））

４　「第１４の２」の（３）　（在宅療養支援病院）

 ８　入院基本料等の状況

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４．１５対１ ５．特別入院基本料 ６．該当なし

　７．病棟ごと
番
号

月
数

　１．療養病棟入院基本料１ ２．療養病棟入院基本料２

　３．特別入院基本料 ４．該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４．１５対１ ５．１８対１ ６．２０対１

　７．特別入院基本料 ８．該当なし
番
号

月
数

　１．１０対１ ２　１３対１ ３．１５対１

　４．１８対１ ５．２０対１ ６．特別入院基本料

　７．該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４．１５対１ ５．該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４．１５対１ ５．該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４　該当なし
番
号

月
数

　１．７対１ ２．１０対１ ３．１３対１

　４．１５対１ ５．該当なし
番
号

月
数

　１．特殊疾患病棟入院料１ ２．特殊疾患病棟入院料２

　３．該当なし
番
号

月
数

　１．特定一般病棟入院料１ ２．特定一般病棟入院料２

　３．該当なし
番
号

月
数

 ９　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

1　税込　 ２　税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

（精神病棟）

（結核病棟）

（直近の２事業年（度）において、１～９それぞれで算定月数が最も多い入院基本料について該当
する番号及び２事業年（度）における算定月数を記入してください。）

（一般病棟）

９　特定一般病棟入院料

８　特殊疾患病棟入院料

７　障害者施設等入院基本料

６　専門病院入院基本料

１　一般病棟入院基本料

２　療養病棟入院基本料

４　精神病棟入院基本料

３　結核病棟入院基本料

５　特定機能病院
　　入院基本料

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38
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○

○

○

○

 Ⅰ　医業収益

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　介護収益

□ 病院として介護保険事業を実施していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 ４　その他の医業収益

（うち）短期入所療養介護分

 ２　居宅サービス収益

 １　施設サービス収益

金額 （平成28年3月末までの事業年（度））

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

病院として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。
この場合、「Ⅱ　介護収益」の記入の必要はありません。

科　　　目

科　　　目

医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが困難な場合や、税金等
を病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コール
センター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

 ２　特別の療養環境収益

介護収益合計

 ３　その他の介護収益

医業収益合計

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））金額 （平成28年3月末までの事業年（度））

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

第２　損　　益

 ３　外来診療
　　 収益

 １　入院診療
　　 収益

（３）その他の診療収益

（２）公害等診療収益

（１）保険診療収益（患者負担含む）

（３）その他の診療収益

（２）公害等診療収益

（１）保険診療収益（患者負担含む）

直近の２事業年（度）それぞれの収益及び費用の額を記入してください。
個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１
日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった病院分のみを推計して記入してくださ
い。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28
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 Ⅲ　医業・介護費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

 Ⅳ　損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 損益差額 （医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））金額 （平成28年3月末までの事業年（度））科　　　目

（うち）通勤手当

 １　材料費

 ３　委託費

 医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

医業・介護費用合計

（うち）控除対象外消費税等負担額　（※）

 ６　その他の医業・介護費用

 ５　経費（光熱水費、医業貸倒損失等）

（うち）医療機器賃借料

 ４　設備関係費

（うち）設備機器賃借料

（うち）医療機器減価償却費

（うち）建物減価償却費

（うち）減価償却費

（うち）土地賃借料

（うち）法定福利費

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））科　　　目

 ２　給与費

（３）給食用材料費

（２）診療材料費・医療消耗器具備品費

（１）医薬品費

金額 （平成28年3月末までの事業年（度））

29

30

31

32

36

37

38

39

40

41

43

44

46

47

48

49

50

54

55

56

57

58

59

60

62

63

65

66

35

51

33 52

45 64

67 68

34 53

42 61
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 Ⅴ　その他の収益・その他の費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※

 Ⅵ　特別利益・特別損失

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅶ　総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅷ　税金

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立病院については記入の必要はありません。

 Ⅸ　税引後の総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立病院については記入の必要はありません。

 総損益差額
 （損益差額＋その他の収益－その他の費用
　＋特別利益－特別損失）

 税引後の総損益差額 （総損益差額－税金）

（うち）補助金・負担金等のうち設備費補助

 １　その他の収益

 ２　特別損失

科　　　目

科　　　目

科　　　目

科　　　目

 ３　事業税

科　　　目

 ２　住民税

 １　法人税

（うち）補助金・負担金等のうち人件費補助・運営費補助

金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 ２　その他の費用

 １　特別利益

長期前受金戻入による収益は「（うち）補助金・負担金等のうち設備費補助」の欄に含めて記入してください。

78 80

83

84

86

87

69 73

71 75

81 82

89 90

85 88

70 74

72 76

77 79
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○

○

○

１　平成28年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

常　勤　職　員 （平成28年3月末までの事業年（度））

合　　　計

　医   師

　その他の職員

　医療技術員

　看護補助職員

　看護職員

　薬剤師

　歯科医師

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　技能労務員・労務員

　歯科技工士

第３　給　　与

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

直近の２事業年（度）における、調査対象となった病院で直接業務に従事する常勤職員に対して支払った給与
の状況について、職種別に記入してください。
個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月
３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

各事業年（度）の「延べ人員（人月）」欄に記入する人月数は、各事業年（度）における月別給与支給人員の年
（度）間合計です。例えば、２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１２ヶ月）従事しており、もう１人が半
年間（６ヶ月）だけ従事していた場合には、「延べ従事人月」は１８人月となります。

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

賞　　　与給　　　料延べ人員（人月）職　　　種

　病院長
（個人立の開設者本人を除く）

　歯科衛生士

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

- 6 - 8



２　平成29年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

人月

合　　　計 人月

常　勤　職　員 （平成29年3月末までの事業年（度））

給　　　料 賞　　　与

　医   師

　歯科衛生士

　歯科医師

　薬剤師

　看護職員

　看護補助職員

　医療技術員

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

職　　　種 延べ人員（人月）

　歯科技工士

　技能労務員・労務員

　その他の職員

　病院長
（個人立の開設者本人を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84
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○

○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

負　債　合　計

（うち）長期借入金

 Ⅴ　固定負債

 Ⅳ　流動負債

病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセ
ンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

 Ⅲ　繰延資産

 負　債　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

資　産　合　計

第４　資 産 ・ 負 債

直近の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
個人立病院は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日となります。

法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、病床数、従事者数の割合など、調査対
象となった病院分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象となった病院分の金額を
記入してください。

 Ⅱ　固定資産

 Ⅰ　流動資産

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

資　産　の　部

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））金額  （平成28年3月末までの事業年（度））科　　　目

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16
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○

○

○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

○

○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 ４　長期借入金の返済による支出

（うち）短期借入金の返済による支出

（うち）長期借入れによる収入

（うち）短期借入れによる収入

 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

 ２　長期借入れによる収入

 ３　短期借入金の返済による支出

 １　短期借入れによる収入

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 ６　現金等の期末残高

 ５　現金等の期首残高

 ４　現金等の増加額（又は減少額）

（うち）長期借入金の返済による支出

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度））

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

個人立病院については記入の必要はありません。

第５　キャッシュ・フロー

直近の２事業年（度）それぞれのキャッシュ・フローの額を記入してください。
個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１
日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

Ⅰ　「キャッシュ・フロー計算書」を作成している病院

Ⅱ　「キャッシュ・フロー計算書」を作成していない病院

直近の２事業年（度）それぞれの金額を記入してください。

「キャッシュ・フロー計算書」を作成している病院は記入してください。

「キャッシュ・フロー計算書」を作成していない病院は下記の項目のみ記入してください。

法人全体で包括してキャッシュ・フロー計算書が作成されているような場合には、収益額、面積、病床数、従事者
数の割合など、調査対象となった病院分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象と
なった病院分の金額を記入してください。

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））金額  （平成28年3月末までの事業年（度））科　　　目

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。
金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。

 １　業務活動によるキャッシュ・フロー

 ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセ
ンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

1

2

3

4

7

8

9

10

11

12

13

14

17

18

19

20

21 25

6 16

5 15

24 28

22 26

23 27
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○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

（うち）医療機器

（うち）リース分

（うち）調剤用機器

（うち）リース分

（うち）医療情報システム用機器

（うち）リース分

 設備投資額（土地を含む）

第６　設備投資額

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。
個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１
日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結した場合には、当該設備の取得価額（リー
ス期間中のリース料総額）を「（うち）リース分」の欄に記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに
限ります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

設備投資額

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

10

11

12

13

5

6

7

8

14

15

16

17

9 18
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自由記載欄

お手数ですが、本調査票の複写を１部お取り置きください。
調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。

　このたびは、「平成２９年医療経済実態調査（医療機関等調査）」
にご協力いただきありがとうございます。本調査の改善に役立てる
ため、本調査に関するご意見等ございましたら、以下にご記入くだ
さい。（任意提出）

医療経済実態調査（医療機関等調査）に対するご意見

- 11 - 13



必ずご記入ください。

－ － ）

－ －

ご記入にあたり、公認会計士又は税理士に外部委託している場合に限りご記入ください。

－ － ）

□

※よい場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。

※電子調査票をご利用できない場合のみ、本調査票をご利用ください。電子調査票のご利用につい
ては、別添の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。
　なお、ご記入いただきました内容をご確認させていただく可能性がございますので、ご記入後の
電子調査票又は本調査票は、必ず原本の複写を１部お取り置きください。

＜お問い合わせ先＞
　厚生労働省　医療経済実態調査事務局
　　フリーダイヤル　　　　 ０１２０－XXX－XXX
　　フリーダイヤルＦＡＸ 　０１２０－XXX－XXX
　　ホームページ　　　　  　https://www.XXXXXX/
　　受付時間　　　　　　　 ○○：○○～○○：○○

※医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが
困難な場合や、資産・負債、税金等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に
当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、上記までご相談ください。

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

（内線

e-mail ＠

直接の疑義照会の可否 疑義照会の必要がある場合は、直接連絡をとってよい。

e-mail ＠

公認会計士又は税理士　氏名

連絡先
電話番号

市外局番

連絡先

（内線

ＦＡＸ番号

電話番号
市外局番

記入者氏名 部署

（宛名ラベル貼付位置）

Ｃ医

平成２９年

医 療 経 済 実 態 調 査
（一般診療所調査票）

（提出期限　平成２９年７月１４日）

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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 １　貴院の開設者 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

　 　１　個人　　　　　　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　　　　　　３　その他

 ２　直近の２事業年（度） （個人立以外の診療所のみ記入してください。）

　平成２８年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　平成２９年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ３　貴院の活動状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　直近の２事業年（度）の間及び現在、活動している

２　直近の２事業年（度）の間に休止したことがある

３　現在、休止している

４　現在までに廃止している

※回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了となります。このまま本調査票をご返送ください。

 ４　貴院の開設者が保有する施設の状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　調査対象診療所のみ保有している　　　　　 

２　調査対象診療所以外の施設（病院、診療所、介護保険施設等）も保有している　　　　　 

 ５　主たる診療科目

 ６　病床の状況 （許可病床数を記入してください。無床の場合は０を記入してください。）

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点 床

平成２９年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点 床

 ７　処方の状況 （平成２９年５月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 回

処方料の算定（院内処方）の回数 回

第１　基本データ

（平成２９年５月３１日現在、主たる診療科目の番号  （別添「記入要領」４頁参照）を記入してください。）

平成 ～ 平成

※個人立の場合は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで
　 の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

平成 ～ 平成

1

10

9

4

2

3

6

5

8

7
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 ８　届け出ている在宅療養支援診療所の区分 （該当する番号を記入してください。）

1　届出なし　

２　「第９の１」の（１）　（機能強化型在宅療養支援診療所（単独型））

３　「第９の１」の（２）　（機能強化型在宅療養支援診療所（連携型））

４　「第９の１」の（３）　（在宅療養支援診療所）

 ９　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

1　税込　 ２　税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

 10　記入項目の一部省略の有無 （該当する番号を記入してください。）

1　全項目に記入する

２　青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、
　　調査票の記入項目を一部省略する

（全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の税務申告において青色申告を行った個人立の診療
所については、当該年の青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、調査票の記入
項目を一部省略する形式にて提出することができます。
　ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考として集計されますので、できる限り全項目の記入をお
願いします。）

※記入を省略できるのは３、４、８頁の「*」を付した項目です。

11

12

13
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○

○

○

○

○

 Ⅰ　医業収益

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　介護収益

□  診療所として介護保険事業を実施していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

第２　損　　益

金額（平成29年3月末までの事業年（度））金額（平成28年3月末までの事業年（度））

科　　　目

 ３　その他の医業収益　*

医業収益合計

診療所として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。
この場合、「Ⅱ　介護収益」の記入の必要はありません。

金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

（うち）短期入所療養介護分　*

 ３　その他の介護収益　*

介護収益合計

 １　施設サービス収益　*

 ２　居宅サービス収益　*

科　　　目

直近の２事業年（度）それぞれの収益及び費用の額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２
月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった診療所分のみを推計して記入してくだ
さい。

医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが困難な場合や、税金
等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、
コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

２頁の「10　記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付した項目は記入を省略できます。

 １　入院診療
　　 収益

 ２　外来診療
　　 収益

（３）その他の診療収益　*

（２）公害等診療収益　*

（１）保険診療収益（患者負担含む）

（３）その他の診療収益　*

（２）公害等診療収益　*

（１）保険診療収益（患者負担含む） 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26
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 Ⅲ　医業・介護費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

 Ⅳ　損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

（うち）土地賃借料

（うち）医療機器減価償却費　*

（うち）建物減価償却費　*

（うち）設備機器賃借料

 ７　その他の医業・介護費用

科　　　目

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

医業・介護費用合計

（うち）控除対象外消費税等負担額　（※）

（うち）医療機器賃借料

 ６　減価償却費

 損益差額 （医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

 １　給与費

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

（うち）通勤手当

 ２　医薬品費

 ５　委託費

 ４　給食用材料費

 ３　診療材料費・医療消耗器具備品費

（うち）法定福利費

27

29

30

31

33

34

35

36

37

39

40

42

43

44

46

47

48

50

51

52

53

54

56

57

59

60

41 58

32 49

61 62

28 45

38 55
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 Ⅴ　税金

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立診療所については記入の必要はありません。

 Ⅵ　税引後の総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立診療所については記入の必要はありません。

金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 税引後の総損益差額 （損益差額－税金）

科　　　目

科　　　目

 １　法人税

 ２　住民税

 ３　事業税

63

64

66

67

69 70

65 68
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○

○

○

１　平成28年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　医   師 人月

　歯科医師 人月

　薬剤師 人月

　看護職員 人月

　看護補助職員 人月

　医療技術員 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

人月

第３　給　　与

合　　　計

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

直近の２事業年（度）における、調査対象となった診療所で直接業務に従事する常勤職員に対して支払った
給与の状況について、職種別に記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１
２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

各事業年（度）の「延べ人員（人月）」欄に記入する人月数は、各事業年（度）における月別給与支給人員の年
（度）間合計です。例えば、２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１２ヶ月）従事しており、もう１人が
半年間（６ヶ月）だけ従事していた場合には、「延べ従事人月」は１８人月となります。

賞　　　与給　　　料延べ人員（人月）職　　　種

常　勤　職　員 （平成28年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36
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２　平成29年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　医   師 人月

　歯科医師 人月

　薬剤師 人月

　看護職員 人月

　看護補助職員 人月

　医療技術員 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

合　　　計 人月

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

職　　　種 延べ人員（人月） 給　　　料 賞　　　与

常　勤　職　員 （平成29年3月末までの事業年（度））

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72
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○

○

○

○

○

□  個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債　*

負　債　合　計

 Ⅳ　流動負債　*

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度））

 負　債　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 Ⅰ　流動資産　*

 Ⅱ　固定資産　*

 Ⅲ　繰延資産　*

資　産　合　計

資　産　の　部

第４　資 産 ・ 負 債

直近の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日となります。

法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合など、調査対象と
なった診療所分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象となった診療所分の金額
を記入してください。

診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コー
ルセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場合は、チェック欄“□”に“レ”
を書き込んでください。この場合、「第４　資産・負債」の記入の必要はありません。

２頁の「10　記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付した項目は記入を省略できます。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

- 8 - 22



○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

 設備投資額（土地を含む）

第５　設備投資額

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月
３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結した場合には、当該設備の取得価額
（リース期間中のリース料総額）を「（うち）リース分」の欄に記入してください。ただし、固定資産に計上されている
ものに限ります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

設備投資額

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（うち）医療機器

（うち）リース分

（うち）調剤用機器

（うち）リース分

（うち）医療情報システム用機器

（うち）リース分

1

2

3

4

10

11

12

13

5

6

7

8

14

15

16

17

9 18
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お手数ですが、本調査票の複写を１部お取り置きください。

自由記載欄

医療経済実態調査（医療機関等調査）に対するご意見

　このたびは、「平成２９年医療経済実態調査（医療機関等調査）」
にご協力いただきありがとうございます。本調査の改善に役立てる
ため、本調査に関するご意見等ございましたら、以下にご記入くだ
さい。（任意提出）

調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。
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必ずご記入ください。

－ － ）

－ －

ご記入にあたり、公認会計士又は税理士に外部委託している場合に限りご記入ください。

－ － ）

□

※よい場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。

※電子調査票をご利用できない場合のみ、本調査票をご利用ください。電子調査票のご利用につい
ては、別添の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。
　なお、ご記入いただきました内容をご確認させていただく可能性がございますので、ご記入後の
電子調査票又は本調査票は、必ず原本の複写を１部お取り置きください。

＜お問い合わせ先＞
　厚生労働省　医療経済実態調査事務局
　　フリーダイヤル　　　　 ０１２０－XXX－XXX
　　フリーダイヤルＦＡＸ 　０１２０－XXX－XXX
　　ホームページ　　　　  　https://www.XXXXXX/
　　受付時間　　　　　　　 ○○：○○～○○：○○

※医薬品費と歯科材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが
困難な場合や、資産・負債、税金等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に
当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、上記までご相談ください。

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

（内線

e-mail ＠

直接の疑義照会の可否 疑義照会の必要がある場合は、直接連絡をとってよい。

e-mail ＠

公認会計士又は税理士　氏名

連絡先
電話番号

市外局番

連絡先

（内線

ＦＡＸ番号

電話番号
市外局番

記入者氏名 部署

（宛名ラベル貼付位置）

Ｄ医

平成２９年

医 療 経 済 実 態 調 査
（歯科診療所調査票）

（提出期限　平成２９年７月１４日）

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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 １　貴院の開設者 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

　 　１　個人　　　　　　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　　　　　　３　その他

 ２　直近の２事業年（度） （個人立以外の歯科診療所のみ記入してください。）

　平成２８年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　平成２９年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ３　貴院の活動状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　直近の２事業年（度）の間及び現在、活動している

２　直近の２事業年（度）の間に休止したことがある

３　現在、休止している

４　現在までに廃止している

※回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了となります。このまま本調査票をご返送ください。

 ４　貴院の開設者が保有する施設の状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　調査対象診療所のみ保有している　　　　　 

２　調査対象診療所以外の施設（病院、診療所、介護保険施設等）を保有している

 ５　ユニット数

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点 ユニット

平成２９年３月末までに終了した事業年（度）の末日時点 ユニット

 ６　処方の状況 （平成２９年５月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 回

処方料の算定（院内処方）の回数 回

 ７　在宅療養支援歯科診療所の施設基準の届出 （該当する番号を記入してください。）

1　届出なし　 ２　届出あり　

平成 ～ 平成

第１　基本データ

平成 ～ 平成

※個人立の場合は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで
　 の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

1

9

8

4

2

3

10

5

6

7
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 ８　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

1　税込　 ２　税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

 ９　記入項目の一部省略の有無 （該当する番号を記入してください。）

1　全項目に記入する

※記入を省略できるのは３、４、８頁の「*」を付した項目です。

２　青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、
　　調査票の記入項目を一部省略する

（全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の税務申告において青色申告を行った個人立の診療
所については、当該年の青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、調査票の記入
項目を一部省略する形式にて提出することができます。
　ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考として集計されますので、できる限り全項目の記入をお
願いします。）

11

12
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○

○

○

○

○

 Ⅰ　医業収益

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　介護収益

□  診療所として介護保険事業を実施していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 ３　その他の診療収益　*

介護収益合計

医業収益合計

 ４　その他の医業収益　*

 １　居宅サービス収益　*

 ２　その他の介護収益　*

診療所として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。
この場合、「Ⅱ　介護収益」の記入の必要はありません。

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

第２　損　　益

 ２　労災等診療収益　*

 １　保険診療収益（患者負担含む）

直近の２事業年（度）それぞれの収益及び費用の額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２
月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった診療所分のみを推計して記入してくだ
さい。

医薬品費と歯科材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが困難な場合や、税金
等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、
コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

２頁の「９　記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付した項目は記入を省略できます。

2

3

4

5

7

8

9

10
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- 3 - 28



 Ⅲ　医業・介護費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

 Ⅳ　損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 ４　委託費

金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 ５　減価償却費

（うち）建物減価償却費　*

（うち）医療機器減価償却費　*

 ６　その他の医業・介護費用

（うち）設備機器賃借料

（うち）医療機器賃借料

（うち）控除対象外消費税等負担額　（※）

（うち）土地賃借料

医業・介護費用合計

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度））

 損益差額 （医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

 ２　医薬品費

 ３　歯科材料費

科　　　目 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

（うち）法定福利費

金額（平成28年3月末までの事業年（度））

 １　給与費

（うち）通勤手当

17

18

20

21

22

23

24

25

26

28

29

31

32

33

34

36

37

38

39

40

41

42

44

45

47

48

30 46

49 50

19 35

27 43
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 Ⅴ　税金

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立診療所については記入の必要はありません。

 Ⅵ　税引後の総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人立診療所については記入の必要はありません。

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 税引後の総損益差額 （損益差額－税金）

金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 １　法人税

 ２　住民税

 ３　事業税

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度））

51

52

54

55

57 58

53 56
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○

○

○

１　平成28年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　歯科医師 人月

　歯科衛生士 人月

　歯科技工士 人月

　薬剤師 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

人月

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

合　　　計

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

第３　給　　与

職　　　種 延べ人員（人月） 給　　　料 賞　　　与

直近の２事業年（度）における、調査対象となった診療所で直接業務に従事する常勤職員に対して支払った
給与の状況について、職種別に記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１
２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

各事業年（度）の「延べ人員（人月）」欄に記入する人月数は、各事業年（度）における月別給与支給人員の年
（度）間合計です。例えば、２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１２ヶ月）従事しており、もう１人が
半年間（６ヶ月）だけ従事していた場合には、「延べ従事人月」は１８人月となります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

常　勤　職　員 （平成28年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30
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２　平成29年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　歯科医師 人月

　歯科衛生士 人月

　歯科技工士 人月

　薬剤師 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

合　　　計 人月

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

職　　　種 延べ人員（人月） 給　　　料 賞　　　与

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

常　勤　職　員 （平成29年3月末までの事業年（度））

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60
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○

○

○

○

○

□  個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅳ　流動負債　*

 Ⅴ　固定負債　*

負　債　合　計

 Ⅲ　繰延資産　*

資　産　合　計

 負　債　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 Ⅱ　固定資産　*

第４　資 産 ・ 負 債

直近の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日となります。

法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合など、調査対象と
なった診療所分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象となった診療所分の金額
を記入してください。

診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コー
ルセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場合は、チェック欄“□”に“レ”
を書き込んでください。この場合、「第４　資産・負債」の記入の必要はありません。

資　産　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 Ⅰ　流動資産　*

２頁の「９　記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付した項目は記入を省略できます。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
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○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

 設備投資額（土地を含む）

第５　設備投資額

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。
個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月
３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結した場合には、当該設備の取得価額
（リース期間中のリース料総額）を「（うち）リース分」の欄に記入してください。ただし、固定資産に計上されている
ものに限ります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

設備投資額

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（うち）医療機器

（うち）リース分

（うち）調剤用機器

（うち）リース分

（うち）医療情報システム用機器

（うち）リース分

1

2

3

4

10

11

12

13

5

6

7

8

14

15

16

17

9 18
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お手数ですが、本調査票の複写を１部お取り置きください。

自由記載欄

医療経済実態調査（医療機関等調査）に対するご意見

　このたびは、「平成２９年医療経済実態調査（医療機関等調査）」
にご協力いただきありがとうございます。本調査の改善に役立てる
ため、本調査に関するご意見等ございましたら、以下にご記入くだ
さい。（任意提出）

調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。
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必ずご記入ください。

－ － ）

－ －

ご記入にあたり、公認会計士又は税理士に外部委託している場合に限りご記入ください。

－ － ）

□

※よい場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。

（宛名ラベル貼付位置）

Ｐ医

平成２９年

医 療 経 済 実 態 調 査
（保険薬局調査票）

（提出期限　平成２９年７月１４日）

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

e-mail ＠

公認会計士又は税理士　氏名

連絡先
電話番号

市外局番

連絡先

（内線

ＦＡＸ番号

※電子調査票をご利用できない場合のみ、本調査票をご利用ください。電子調査票のご利用につい
ては、別添の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。
　なお、ご記入いただきました内容をご確認させていただく可能性がございますので、ご記入後の
電子調査票又は本調査票は、必ず原本の複写を１部お取り置きください。

＜お問い合わせ先＞
　厚生労働省　医療経済実態調査事務局
　　フリーダイヤル　　　　 ０１２０－XXX－XXX
　　フリーダイヤルＦＡＸ 　０１２０－XXX－XXX
　　ホームページ　　　　  　https://www.XXXXXX/
　　受付時間　　　　　　　 ○○：○○～○○：○○

※費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが
困難な場合や、資産・負債、税金等を薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当
たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、上記までご相談ください。

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

（内線

e-mail ＠

直接の疑義照会の可否 疑義照会の必要がある場合は、直接連絡をとってよい。

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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 １　貴薬局の開設主体 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

　 　１　法人　　　　　　　　　　　　　　　２　個人

 ２　直近の２事業年（度） （個人立以外の保険薬局のみ記入してください。）

　平成２８年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　平成２９年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ３　貴薬局の活動状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　直近の２事業年（度）の間及び現在、活動している

２　直近の２事業年（度）の間に休止したことがある

３　現在、休止している

４　現在までに廃止している

※回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了となります。このまま本調査票をご返送ください。

 ４　同一法人の保険調剤を行っている店舗数（平成２９年５月３１日現在）

 ５ 保険調剤の状況

平成２８年３月末までに終了した事業年（度） 枚 ％

平成２９年３月末までに終了した事業年（度） 枚

 ６　調剤用備蓄医薬品品目数 （平成２９年５月３１日現在）

 薬価基準収載品目

（うち）後発医薬品品目数

第１　基本データ

処方せん枚数

平成 ～ 平成

店舗

後発医薬品の割合

※個人立の場合は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで
　 の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

平成 ～ 平成

※「後発医薬品の割合」は、調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量（薬価基準の規格単位ベース）のう
ち後発医薬品の占める割合（小数点第１位まで）を記入してください。

外用薬内用薬 注射薬

品目

品目

品目

品目

品目

品目

1

4

2

3

5

76

8

9

10

11

12

13

14
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 ７　調剤基本料等の状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号及び割合を記入してください。）

　１．調剤基本料１ ２．調剤基本料２ ３．調剤基本料３

　４．調剤基本料４ ５．調剤基本料５ ６．特別調剤基本料

特定の保険医療機関に係る処方せんによる調剤の割合（集中率） ％

 ８　立地状況 （平成２９年５月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

　１　診療所前（※） ２　中小病院（500床未満）前（※） ３　大病院（500床以上）前（※）

　４　病院敷地内 ５　診療所敷地内 ６　医療モール内

　７　上記以外

　１　主に近隣にある特定の病院の処方せんを応需している

　２　主に近隣にある特定の診療所の処方せんを応需している

　３　主に複数の特定の保険医療機関（医療モールも含む）の処方せんを応需している

　４　様々な保険医療機関からの処方せんを応需している

特定の保険医療機関との不動産の賃貸借関係 　１　あり　　　　　　　　２　なし

 ９　薬学管理等の状況 （平成２９年３月末までに終了した事業年（度）１年間の状況を記入してください。）

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数 回

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数 回

 10　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

1　税込　 ２　税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

立地

算定している
調剤基本料

処方せんの
応需状況

※医療機関の敷地と接している場所や医療機関の敷地から公道等を挟んだ場所など、特定の医療機関のまわりの場所をいう。

※特定の保険医療機関に係る処方せんによる調剤の割合（集中率）は、平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの期間
について、特定の保険医療機関に係る処方せんの受付回数を全ての処方せんの受付回数で除して得た値（小数点第１位まで）
を記入してください。

22

20

21

16

15

19

17

18
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○

○

○

○

 Ⅰ　収益

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　介護収益

□  保険薬局として介護保険事業を実施していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

第２　損　　益

介護収益合計

 ２　その他の介護収益

 １　居宅サービス収益

直近の２事業年（度）それぞれの収益及び費用の額を記入してください。
個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１
日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった薬局分のみを推計して記入してくださ
い。

費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが困難な場合や、税金
等を薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ありましたら、コー
ルセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

保険薬局として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。
この場合、「Ⅱ　介護収益」の記入の必要はありません。

 １　保険調剤収益（患者負担含む）

 ２　公害等調剤収益

収益合計

 ３　その他の薬局事業収益

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

科　　　目 金額（平成29年3月末までの事業年（度））金額（平成28年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
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 Ⅲ　費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

 Ⅳ　損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　税金

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人薬局については記入の必要はありません。

 Ⅵ　税引後の総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※ 個人薬局については記入の必要はありません。

金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 ３　委託費

 ２　医薬品等費

（うち）通勤手当

 １　給与費

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

（うち）法定福利費

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度））

（うち）控除対象外消費税等負担額　（※）

（うち）調剤用機器賃借料

 ５　その他の経費

金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

科　　　目 金額（平成28年3月末までの事業年（度）） 金額（平成29年3月末までの事業年（度））

 税引後の総損益差額 （損益差額－税金）

 ２　住民税

 １　法人税

 損益差額 （収益合計＋介護収益合計－費用合計）

 ３　事業税

科　　　目

（うち）調剤用機器減価償却費

（うち）建物減価償却費

 ４　減価償却費

（うち）設備機器賃借料

（うち）土地賃借料

費用合計のうち消費税課税対象費用

費用合計

15

18

19

20

21

22

23

25

26

30

33

34

35

36

37

28

29

38

40

41

43

44

16 31

27 42

45 46

53 54

47

48

50

51

49 52

17 32

24 39
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○

○

○

１　平成28年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　薬剤師 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

人月

２　平成29年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　薬剤師 人月

人月

　技能労務員・労務員 人月

　その他の職員 人月

人月

合　　　計 人月

第３　給　　与

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

職　　　種 延べ人員（人月） 給　　　料 賞　　　与

　管理薬剤師
（個人立の開設者本人を除く）

合　　　計

常　勤　職　員 （平成29年3月末までの事業年（度））

　管理薬剤師
（個人立の開設者本人を除く）

職　　　種 延べ人員（人月） 給　　　料 賞　　　与

直近の２事業年（度）における、調査対象となった薬局で直接業務に従事する常勤職員に対して支払った給
与の状況について、職種別に記入してください。
個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３
１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

各事業年（度）の「延べ人員（人月）」欄に記入する人月数は、各事業年（度）における月別給与支給人員の年
（度）間合計です。例えば、２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１２ヶ月）従事しており、もう１人が
半年間（６ヶ月）だけ従事していた場合には、「延べ従事人月」は１８人月となります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

常　勤　職　員 （平成28年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

- 5 - 41



○

○

○

○

□  個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない

※

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅳ　流動負債

 Ⅴ　固定負債

負　債　合　計

 Ⅲ　繰延資産

資　産　合　計

 負　債　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 Ⅱ　固定資産

第４　資 産 ・ 負 債

直近の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
個人薬局は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日となります。

法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合など、調査対象と
なった薬局分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象となった薬局分の金額を記
入してください。

薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセ
ンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場合は、チェック欄“□”に“レ”を書
き込んでください。この場合、「第４　資産・負債」の記入の必要はありません。

資　産　の　部

科　　　目 金額  （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成29年3月末までの事業年（度））

 Ⅰ　流動資産 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
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○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 設備投資額（土地を含む）

第５　設備投資額

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。
個人薬局は、平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで及び平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結した場合には、当該設備の取得価額
（リース期間中のリース料総額）を「（うち）リース分」の欄に記入してください。ただし、固定資産に計上されている

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

設備投資額

科　　　目 金額 （平成28年3月末までの事業年（度）） 金額  （平成29年3月末までの事業年（度））

 設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

（うち）医療機器

（うち）リース分

（うち）調剤用機器

（うち）リース分

（うち）医療情報システム用機器

（うち）リース分

1

2

3

4

10

11

12

13

5

6

7

8

14

15

16

17

9 18
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お手数ですが、本調査票の複写を１部お取り置きください。

自由記載欄

医療経済実態調査（医療機関等調査）に対するご意見

　このたびは、「平成２９年医療経済実態調査（医療機関等調査）」
にご協力いただきありがとうございます。本調査の改善に役立てる
ため、本調査に関するご意見等ございましたら、以下にご記入くだ
さい。（任意提出）

調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。

- 8 - 44

YHJNR
楕円



 

第 21回医療経済実態調査（医療機関等調査）記入要領（案） 

 
 
 

○病院調査票記入要領 ・・・・・・・・・・・・・ ２ページ 

 
 

○一般診療所調査票記入要領 ・・・・・・・・・ ２６ページ 

 
 

○歯科診療所調査票記入要領 ・・・・・・・・・ ４７ページ 

 
 

○保険薬局調査票記入要領 ・・・・・・・・・・ ６８ページ 

 
 
 
 
 
※赤字は主な修正箇所。網掛けは、調査項目の見直しに伴うものを

除く、有効回答率の向上を目的とした主な修正箇所。 

中 医 協 実－１－５ 

２ ９ ． １ ． １ １ 

1



 

 

平 成 ２ ９ 年  医 療 経 済 実 態 調 査 

病院調査票 記入要領 
 

 

 

 

 

 

 

 厚 生 労 働 省          

中央社会保険医療協議会 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

厚生労働省 医療経済実態調査事務局 

フリーダイヤル    ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

フリーダイヤルＦＡＸ ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

ホームページ      https://www.XXXXXX/ 

受付時間       ○○：○○～○○：○○ 

 

※ 医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を

記入することが困難な場合や、資産・負債、税金等を病院単位で算出するこ

とが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございまし

たら、上記までご相談ください。 
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医療経済実態調査（病院調査票） 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  病院における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備す

ることを目的とします。 

 

２ 調査の対象及び客体 

 (1) 調査の対象 

   社会保険による診療を行っている全国の病院を対象とします。ただし、開設者が医育機関

であるもの（特定機能病院及び歯科大学病院は除く。）、特定人のために開設されている閉

鎖的なもの、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院は除外します。 

 

 (2) 調査の客体 

   調査対象となる病院を､ＤＰＣ対象病院の指定の有無別、介護療養施設サービス事業実施の

有無別、病床数が２００床以上・未満別、院外処方の有無別、地域別､病院種別及び開設者

別に層化し､特定機能病院、歯科大学病院及びこども病院（小児総合医療施設）については

１／１、その他については１／３を無作為に抽出して客体を選定します。 

 

３ 調査の主体 

  厚生労働省中央社会保険医療協議会が実施します。 

 

４ 調査の時期 

  平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末までに終了した事業年

（度）の２期間について実施します。 

 

５ 調査票の内容 

 (1) 第１ 基本データ 

 (2) 第２ 損益 

 (3) 第３ 給与 

 (4) 第４ 資産・負債 

 (5) 第５ キャッシュ・フロー 

 (6) 第６ 設備投資額 

(7) 自由記載欄 

 

６ 調査の方法 

  医療機関の管理者が記入します。 

 

７ 調査票の提出期限 

  「電子調査票のご利用ガイド」をご覧いただき、平成２９年７月１４日までにホームページ

にて電子調査票を提出してください。電子調査票をご利用できない場合のみ、紙調査票をご利

用ください。 
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Ⅱ  調査についての注意事項 

 

１ 一般的事項 

(1) この調査は、統計法に基づき一般統計調査として承認されています。 

安心して調査に回答できるよう、調査関係者に対しては、調査で知り得た内容について秘

密を保護することが統計法第 41 条で規定されています。また、統計法第 39 条で調査票情報

を適正に管理すること、第 40 条で調査票情報を統計調査の目的以外に使用してはならないこ

とがそれぞれ規定されています。 

調査票は外部の人の目に触れないよう厳重に管理され、また調査票は集計して調査結果を

得るためだけに使われ、行政上の経営管理や税務調査のための資料として使用することは絶

対にありません。 

 

(2) この調査は、医療機関の経営に関する事項のみを調査するものです。したがって、医業と

家計とに共通的に利用されるものについては、両者を区分して医業に利用される部分をでき

るだけ正確に把握し、記入してください。 

また、看護師養成事業等の附属事業に関する収益及び費用は、「第２ 損益 Ⅰ 医業収

益 ４ その他の医業収益」及び「第２ 損益 Ⅲ 医業・介護費用 ５ 経費」に含めて

ください。 

 

(3) 法人全体で包括して経理を行っているような場合は、それぞれの面積、病床数、従事者数、

患者数などにより按分して、調査客体となった施設分のみ記入してください。 

 

(4) 病院として調査客体となったが、休・廃止した場合や診療所となった場合は、調査票１頁

の「第１ 基本データ ３ 貴院の活動状況」に該当する番号を記入して返送してください。 

 

２ 調査票の記入 

 (1) 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 (2) 金額は円単位で記入しますが、円未満の端数は四捨五入してください。 

 

 (3) 記入を誤ったときは、２本の横線を引いて抹消し、正しいものを記入してください。 

 

 (4) 合計欄がある場合は、必ず記入してください。 
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「第１  基本データ」の記入要領 （調査票１頁～２頁） 

 

○ 特に示してあるもののほかは、平成２９年５月３１日現在の事実について記入してください。 

 

１ 貴院の開設者 

    [調査票○1 欄] 

 

 貴院が該当する開設者の番号を記入してください。 

 

 １ 国    立 国、独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、

独立行政法人労働者健康安全機構、国立高度専門

医療研究センター、独立行政法人地域医療機能推

進機構のことです。 

 

 ２ 公    立 都道府県、市町村、地方独立行政法人のことです。 

 

 ３ 公    的 日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国

          民健康保険団体連合会のことです。 

 

 ４ 社会保険関係 健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその

連合会、国民健康保険組合のことです。 

 

 ５ 医 療 法 人        医療法第39条の規定にもとづく医療法人のこと

です。ただし、社会医療法人は含まれません。 

 

 ７ その他の法人 公益法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協、

会社、社会医療法人など１～６に該当しない法人

のことです。 

   

２ 直近の２事業年 

（度） 

    [調査票○2 ○3 欄] 

 

 

 平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末

までに終了した事業年（度）を記入してください。なお、今後、直近の

２事業年（度）とあるものについては、ここで記入した期間が対象にな

ります。 

 個人立病院については、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３

１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの

期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。 

   

３ 貴院の活動状況 

    [調査票○4 欄] 

 貴院が該当する活動状況の番号を記入してください。 

回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了とな

ります。このまま調査票をご返送ください。 

   

４ 貴院の開設者が保

有する施設の状況 

    [調査票○5 欄] 

 貴院の開設者が保有する施設（病院、診療所、介護保険施設等）の状

況について、該当する番号を記入してください。 

   

５ 病床の状況 

    [調査票○6 ～○23欄] 

 直近の２事業年（度）それぞれの末日時点で、医療法の規定に基づき

使用許可を受けている病床数を病床種別ごとに記入してください。 

個人立病院は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日

が直近の２事業年（度）の末日となります。 

   

６ 処方の状況 

    [調査票○24○25欄] 

 

 平成２９年５月１日から平成２９年５月３１日の期間内の処方せん

料の算定（院外処方）の回数及び処方料の算定（院内処方）の回数を記

入してください。 

   

７ 届け出ている在宅

療養支援病院の 

区分 

 平成２９年３月末までに終了した事業年（度）に、在宅療養支援病院

の施設基準に係る届出書を厚生局へ届出している場合は、届け出てい

る在宅療養支援病院の区分を記入してください。 

6
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    [調査票○26欄] 

   

８ 入院基本料等の 

状況 

    [調査票○27～○37欄] 

 貴院が直近の２事業年（度）において１～９それぞれで算定月数が最

も多い入院基本料の番号及び直近の２事業年（度）における当該入院基

本料の算定月数を記入してください。 

 なお、算定月数が最も多い入院基本料が複数ある場合は直近のものの

番号を記入してください。 

 

注１）一般病棟入院基本料について、「基本診療料の施設基準等及びそ

の届出に関する手続きの取扱いについて」（平成２８年３月４日保医

発０３０４第１号厚生労働省保険局医療課長・厚生労働省保険局歯科

医療管理官通知）の「別添３」の「別紙２」に掲げる医療を提供して

いるが医療資源の少ない地域に属する保険医療機関であって、一般病

棟において病棟ごとに違う区分の入院基本料を算定している場合は、

算定月数が最も多いか否かによらず「病棟ごと」を選択し、病棟ごと

に算定している月数を記入してください。 

 

注２）特定一般病棟入院料は、直近の１事業年（度）において算定月数

が最も多い入院料の番号及び直近の１事業年（度）における当該入院

料の算定月数を記入してください。 

 なお、算定月数が最も多い入院料が複数ある場合は直近のものの番

号を記入してください。 

   

９ 消費税の経理方式 

    [調査票○38欄] 

 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の経理処理

について、貴院が適用している経理方式の番号を記入してください。 

 

１ 税込・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分しないで経理する方式（消費税を納めていない免税事業者は全

てこの方式となります。） 

 

２ 税抜・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分して経理する方式 
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「第２  損益」の記入要領 （調査票３頁～５頁） 

 

 

○ 特に示してあるものの他は、直近の２事業年（度）の２期間に提供した医業及び介護に関連

するすべての収益（支払基金・国保連等に請求中の未収分を含む）と、これに対応するすべて

の費用（未払分を含む）を記入してください。 

  ただし、家計分は含めないでください。 

 

○ 個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１

日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 当該年（度）の損益計算書（収支決算書）の数字を基礎として記入してください。 

 

○ 法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった病院分のみを推計

して記入してください。 

 

○ また、医薬品費と診療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業年度分を調べる

ことが困難な場合は、直近１ヶ月分等の割合を調べて按分して記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

医薬品費＝医薬品費・診療材料費の総額× 
直近１ヶ月分等（※）の医薬品費 

直近１ヶ月分等（※）の医薬品費・診療材料費 

  

※直近１ヶ月分、直近３ヶ月分など、医薬品費と診療材料費の

割合を適切に反映していると思われる期間を調査して使用。 

 

○ 医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入すること

が困難な場合や、税金等を病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困

りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 医業収益 

    [調査票○1 ～○18欄] 

 

 

   

１  入院診療収益  

  

(１)保険診療収益 

  （患者負担含む） 

    [調査票○1 ○10欄] 

 

入院患者の医療に係る収益で、健康保険、国民健康保険等の医療保

険、後期高齢者医療制度及び生活保護法、精神保健福祉法、感染症法

等の公費負担医療に係る支払基金・国保連等に対する請求金額及び窓

口徴収金額の合計額を記入してください。 

  

(２)公害等診療収益 

[調査票○2 ○11欄] 

入院患者の医療に係る収益で、公害医療、労災保険、自動車損害賠

償責任保険などの金額を記入してください。 

  

(３)その他の診療 

収益 

[調査票○3 ○12欄] 

入院患者の医療に係る収益で、自費診療、特別メニューの食事など

（ただし、特別の療養環境収益に係るものは除く）の金額を記入して

ください。 

   

２ 特別の療養環境 

収益 

    [調査票○4 ○13欄] 

  入院患者の医療に係る収益で、特別室の特別料金徴収額を記入してく

ださい。 
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３ 外来診療収益  

  

(１)保険診療収益 

（患者負担含む） 

[調査票○5 ○14欄] 

外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、健康保険、国民健康

保険等の医療保険、後期高齢者医療制度及び生活保護法、精神保健福

祉法、感染症法等の公費負担医療に係る支払基金・国保連等に対する

請求金額及び窓口徴収金額の合計額を記入してください。 

  

(２)公害等診療収益 

[調査票○6 ○15欄] 

 外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、公害医療、労災保険、

自動車損害賠償責任保険などの合計額を記入してください。 

  

(３)その他の診療 

収益 

[調査票○7 ○16欄] 

 外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、自費診療などの金額

を記入してください。 

   

４  その他の医業収益 

    [調査票○8 ○17欄] 

  次の(1)～(4)までの収益の合計額を記入してください。 

 

(1) 保健予防活動収益 

    各種の健康診断、予防接種など集団的保健予防活動による収益 

 

(2) 医療相談収益 

    人間ドック、妊産婦保健指導など個別的保健予防活動による収益 

 

(3) 受託検査・施設利用収益 

    他の医療機関から検査の委託を受けた場合の検査収益及び医療設

備器械を他の医療機関の利用に供した場合の収益 

 

(4) その他の医業収益 

    文書料など上記の科目に属さない医業収益 

 

 保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅱ 介護収益 

    [調査票○19～○28欄] 

 病院として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄 

“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「Ⅱ 介護収益」

の記入の必要はありません。 

   

１ 施設サービス収益 

    [調査票○19○24欄] 

 施設サービスに係る収益（短期入所療養介護を除く）で、国保連等に

対する請求金額及び利用者からの徴収金額の合計額を記入してくださ

い。 

 また、特別な療養室料や、特別な食事料などの施設サービスに係る保

険外の利用料による収益についてもあわせて記入してください。 

   

２ 居宅サービス収益 

    [調査票○20○25欄] 

  居宅サービスに係る収益（短期入所療養介護を含む）で、国保連等に

対する請求金額及び利用者からの徴収金額の合計額を記入してくださ

い。 

  また、通常の事業実施地域を超える送迎費や時間超過分の費用などの

居宅サービスに係る保険外の利用料による収益についてもあわせて記

入してください。 

   

(うち)短期入所療養 

介護分 

    [調査票○21○26欄] 

 上記居宅サービス収益のうち、「短期入所療養介護」による収益の金

額を記入してください。 

   

３ その他の介護収益 

    [調査票○22○27欄] 

 文書料など上記の科目に属さない介護収益について記入してくださ

い。 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 
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Ⅲ 医業・介護費用 

    [調査票○29～○66欄] 

 「Ⅰ 医業収益」及び「Ⅱ 介護収益」に対応する費用の額を記入し

てください。 

   

１ 材料費 医薬品費と診療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業

年度分を調べることが困難な場合は、６頁を参照して按分してくださ

い。 

   

(１)医薬品費 

    [調査票○29○48欄] 

 

 

  費消した医薬品について、実際の購入価格によって計算した額を記入

してください。 

 医薬品費とは、投薬用薬品、注射用薬品（血液、血液製剤類を含む）、

試薬、造影剤、外用薬、歯科用薬剤の費消額をいいます。 

   

(２)診療材料費・医療 

消耗器具備品費 

    [調査票○30○49欄] 

 

 

 

(1) 診療材料費 

    カテーテル、縫合糸、酸素、ギプス粉、レントゲンフィルムなど１

回ごとに消費するものの費消額をいいます。 

  歯科材料費（歯科用金銀パラジウム合金、歯科用充填材料、歯科用

合着・接着材料など）も含めて記入してください。 

 

(2) 医療消耗器具備品費 

   診療、検査、看護、給食などの医療用の器械、器具等のうち、使用

を開始したものの費消額（払出額）をいいます。 

   

(３)給食用材料費 

   [調査票○31○50欄] 

  費消した患者給食のための食品について、実際の購入価格によって計

算した額を記入してください。 

   

２  給与費 

    [調査票○32○51欄] 

調査対象となった病院で直接業務に従事する役員・職員に対する、次

の（１）～（６）までの費用の合計額を記入してください。 

役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務してい

るなど、病院単位の給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、

当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・職員の

給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  役員Ａの調査対象病院分の給料等 ＝ 

   

  
役員Ａの給料等総額 × 

役員Ａの調査対象病院での勤務時間（※） 

  役員Ａの総勤務時間（※） 

   

  ※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

   

  (1) 給料 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する給

与額。 

給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 

個人立病院で、青色事業専従者に支給した給与も含めてください。 

また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支

給している場合には、その金額を含めてください。 

 

(2) 賞与 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する確
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定済みの賞与、期末手当等の一時金のうち、当該会計期間に係る部分

の金額。 

個人立病院で、青色事業専従者に支給した賞与についても、当該会

計期間に係る部分の金額を含めてください。 

 

(3) 賞与引当金繰入額 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する翌

会計期間に確定する賞与等の当該会計期間に係る部分の見積額。 

 

(4) 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金制度がある病院は、直近の２事業年（度）に退職給

付引当金として繰入れた額。（※退職給付引当金制度がない場合は

０） 

 

(5) 退職金支払額 

退職給付引当金制度がない病院は、直近の２事業年（度）に支給し

た退職金。（※退職給付引当金制度がある場合は０） 

 

(6) 法定福利費 

法令に基づいて支給した次の①～③までの費用。 

① 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

② 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

③ 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災

保険）の事業主負担額 

   

(うち)通勤手当 

[調査票○33○52欄] 

 通勤費用の現金支給、通勤用定期乗車券の現物支給の総額を記入して

ください。 

   

(うち)法定福利費 

[調査票○34○53欄] 

法令に基づいて支給した次の(1)～(3)までの費用の合計額について

記入してください。 

(1) 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(2) 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(3) 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災保

険）の事業主負担額 

   

３  委託費 

    [調査票○35○54欄] 

 検査、給食、寝具、洗濯、医療用廃棄物、歯科技工、医療事務、清掃、

経理、警備などの委託した業務の対価としての費用を記入してくださ

い。 

   

４ 設備関係費 

    [調査票○36○55欄] 

 支払った金額などを記入してください。 

 「設備関係費」に該当する費目は２０頁の「参考資料１」を参考にし、

その合計額を記入してください。 

   

(うち)減価償却費 

    [調査票○37○56欄] 

  建物、建物附属設備、医療用器械備品、車輌船舶などの減価償却費で、

直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)建物減価償却費

    [調査票○38○57欄] 

  建物の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)医療機器減価 

償却費 

  医療機器の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してくだ

さい。 
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    [調査票○39○58欄] 

   

(うち)設備機器賃借料 

    [調査票○40○59欄] 

  固定資産に計上を要しない設備、機器の使用料（リース料、レンタル

料）で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)医療機器賃借料 

    [調査票○41○60欄] 

  医療機器の使用料（リース料、レンタル料）で、直近の２事業年（度）

実績を記入してください。 

  

(うち)土地賃借料 

    [調査票○42○61欄] 

土地を賃借することにより所有者に対して支払う賃料を記入してく

ださい。 

   

５ 経費（光熱水費、

医業貸倒損失等） 

    [調査票○43○62欄] 

 支払又は費消した金額を記入してください。 

 「経費」に該当する費目は２１頁の「参考資料２」を参考にし、その

合計額を記入してください。 

  

６  その他の医業・ 

    介護費用 

    [調査票○44○63欄] 

  研究研修費（研究材料の費用、研究研修用図書の購入費、学会への参

加旅費など）、控除対象外消費税等負担額、本部費配賦額（本部費・本

部役員報酬に係る費用で病院の負担に属する額）を記入してください。 

  

(うち)控除対象外消

費税等負担額 

[調査票○45○64欄] 

 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。 

 直近の２事業年（度）において、税法上損金に算入している控除対象
外消費税額等（仕入税額控除ができない仮払消費税額（地方消費税含
む））の金額を記入してください。 

※法人全体の総額しか把握していない場合には、総額を消費税課税対象

費用額の割合で按分し、調査対象となった病院分の負担額を記入して

ください。 

この按分が不可能な場合は、医業・介護費用額、職員数などを用いて

計算してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  調査対象病院の控除対象外消費税等負担額 ＝ 

   

  法人全体の控除対象外 

消費税等負担額 
× 

調査対象病院の消費税課税対象費用額 

  法人全体の消費税課税対象費用額 

   

医業・介護費用合計の

うち消費税課税対象

費用 

[調査票○47○66欄] 

 医業・介護費用合計額のうち、消費税課税対象の費用の合計額を記

入してください。 

原則として、「材料費」＋「通勤手当」＋「委託費」＋「設備関係

費のうち消費税課税対象費用」＋「経費のうち消費税課税対象費用」

＋「その他の医業・介護費用のうち消費税課税対象費用」で計算した

金額となります。（医業・介護費用合計額から、２３頁の「参考資料

３」に記載の消費税非課税費用を除いた金額となります。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 

   

Ⅳ 損益差額 

   [調査票○67○68欄] 

  「医業収益合計（○9 ○18欄）」＋「介護収益合計（○23○28欄）」－「医業・

介護費用合計（○46○65欄）」で計算した金額と一致するか確認してくださ

い。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

   

Ⅴ その他の収益・そ

の他の費用 

    [調査票○69～○76欄] 

 

   

１ その他の収益 次の(1)及び(2)の収益等の合計額を記入してください。 
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    [調査票○69○73欄]  

(1) その他の収益 

受取利息及び配当金、有価証券売却益、患者外給食収益、日常生活

に必要となる費用の利用料、要介護認定のための主治医意見書の文書

料などによる収益。 

 

(2) 補助金・負担金等 

国、地方公共団体、系統機関などからの補助金・負担金等の交付金。

長期前受金戻入による収益についても含めてください。 

   

(うち)補助金・負担金

等のうち人件費

補助・運営費補

助 

    [調査票○70○74欄] 

 国、地方公共団体、系統機関などからの補助金・負担金等の交付金の

うち、交付目的が人件費補助・運営費補助に該当するものについて、直

近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)補助金・負担金

等のうち設備費

補助 

    [調査票○71○75欄] 

 国、地方公共団体、系統機関などからの補助金・負担金等の交付金の

うち、交付目的が設備費補助に該当するものについて、直近の２事業年

（度）実績を記入してください。 

 長期前受金戻入による収益も本欄に含めて記入してください。 

   

２ その他の費用 

    [調査票○72○76欄] 

金融機関等からの短期・長期を合わせた借入金などの支払利息、有価

証券売却損、患者外給食用材料費、医業外貸倒損失などの費用について、

直近２事業年（度）実績を記入してください。 

   

Ⅵ 特別利益・特別損

失 

    [調査票○77～○80欄] 

 

   

１ 特別利益 

    [調査票○77○79欄] 

固定資産売却益などの特別利益を記入してください。 

   

２ 特別損失 

    [調査票○78○80欄] 

固定資産売却損などの特別損失を記入してください。 

   

Ⅶ 総損益差額 

   [調査票○81○82欄] 

  「損益差額（○67○68欄）」＋「その他の収益（○69○73欄）」－「その他の

費用（○72○76欄）」＋「特別利益（○77○79欄）」－「特別損失（○78○80欄）」

で計算した金額と一致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

   

Ⅷ 税金 

[調査票○83～○88欄] 

 

 

 

  個人立病院については記入の必要はありません。 

法人全体の税金総額を利益（医業・介護収益－医業・介護費用）金額

の割合で按分し、調査対象となった病院分の負担額を記入してくださ

い。 

 この按分が不可能な場合は、医業収益額、職員数などを用いて計算し

てください。 

 

＜按分の計算例＞ 

  
調査対象病院の税金＝法人全体の税金× 

調査対象病院の利益 

  法人全体の利益 

   

１ 法人税 

[調査票○83○86欄] 

 

 個人立以外の病院は直近の２事業年（度）の法人税確定申告書の「法

人税額計」の金額のうち、調査対象となった病院分の負担額を記入して

ください。 

   

13



- 12 -

２ 住民税 

[調査票○84○87欄] 

 

 個人立以外の病院は直近の２事業年（度）の住民税確定申告書の「年

税額」（「法人税割額」＋「均等割額」）の金額のうち、調査対象とな

った病院分の負担額を記入してください。 

   

３ 事業税 

[調査票○85○88欄] 

 個人立以外の病院は直近の２事業年（度）の「事業税確定申告書」の

「合計事業税額」の金額のうち、調査対象となった病院分の負担額を記

入してください。 

※「Ⅲ 医業・介護費用」の「５ 経費」に含めたものについては、除

いて記入してください。 

   

Ⅸ 税引後の総損益 

差額 

   [調査票○89○90欄] 

  個人立病院については記入の必要はありません。 

  「総損益差額（○81○82欄）」－「税金（○83～○88欄）」で計算した金額と

一致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 
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「第３  給与」の記入要領 （調査票６頁～７頁） 

 

 

○ 直近の２事業年（度）における、調査対象となった病院で直接業務に従事する常勤職員に係

る給与状況などについて記入してください。 

個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１

日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 個人立病院で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、この調査票に含めて

記入してください。 

 

○ 役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務しているなど、病院単位の給

料等を把握していない役員・職員がいる場合は、当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益

額など、当該役員・職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してくださ

い。 

 

＜按分の計算例＞  

  

役員Ａの調査対象病院分の給料等 ＝  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象病院での勤務時間（※） 

役員Ａの総勤務時間等（※） 

  

※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等

ありましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 病院として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入し

てください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

常勤職員 

 

 常勤職員とは、その施設で定められた就業時間をすべて勤務する者を

いいます。 

   

常勤職員の給料・賞与 

  [調査票○1 ～○84欄] 

 

 

   

  延べ人員（人月） 

  [調査票○1 ～○14欄] 

  [調査票○43～○56欄] 

    

 直近の２事業年（度）に給与を支給した常勤職員の延べ人員（人月）

について、職種区分毎に延べ人月数を記入してください。 

 個人立病院で、青色事業専従者として給与を支給される者について

も、この欄に含めて記入してください。 

 例えば、ある職種に２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１

２ヶ月）従事しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事していた

場合には、当該職種の「延べ人員（人月）」は１８人月となります。 
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  給  料 

  [調査票○15～○28欄] 

  [調査票○57～○70欄] 

    

 

 

 

 

 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した現金給与額の職種区分毎

の総額を記入してください｡ 

 個人立病院で、青色事業専従者に支給した給与についても、この欄に

含めて記入してください。 

 給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手当、

夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として職員に

支給したすべてのものが含まれます。 

 また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支給

している場合には、その金額を含めてください。 

 なお、年俸制を適用されている者については、直近の２事業年（度）

の年俸と当該年（度）に支給した諸手当とを合算した額を記入してくだ

さい。 

  

  賞  与 

  [調査票○29～○42欄] 

  [調査票○71～○84欄] 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した賞与、期末手当等の一時

金の職種区分毎の総額を記入してください。 

 個人立病院で、青色事業専従者に支給した賞与についても、この欄に

含めて記入してください。 

   

  病院長 

 

 

 

  個人立病院の開設者でない病院長、個人立病院以外の病院長について

記入してください。 

 個人立病院の開設者である病院長は、「人員」、「給料」及び「賞与」

の欄に数字の「０」を必ず記入してください。 

   

  看護職員  保健師、助産師、看護師、准看護師をいいます。 

   

  看護補助職員 

 

 看護師、准看護師などの資格を持たない看護補助者（介護者）をいい

ます。 

  

  医療技術員 

 

 診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、理学療法士、作業療法士な

ど医療にかかわる専門技術員（歯科衛生士及び歯科技工士は除く）をい

います。 

   

事務職員 主として事務（総務、人事、財務、医事等）を担当している職員（医

師事務作業補助者（医療クラーク）、診療情報管理士を含む）をいい

ます。 

   

  技能労務員・労務

  員 

 電気、水道、ボイラー業務など上記に属さない技術員・補助員、労務

員をいいます。 

   

  役 員  医療法人立などで、調査対象となった病院で直接業務に従事する役員

（理事長、理事、監事）をいいます。 

使用人兼務役員については、他の職種の欄に記入してください。例え

ば、理事（長）兼病院長の場合は「病院長」、理事兼事務長の場合は「事

務職員」の欄に記入してください。 
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「第４  資産・負債」の記入要領 （調査票８頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの末日の貸借対照表の数字を基礎として記入してください。 

個人立病院は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）

の末日となります。 

 

○ 法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、病床数、従事者数

の割合など、調査対象となった病院分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分

し、調査対象となった病院分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

調査対象病院の資産・負債＝法人全体の資産・負債× 
調査対象病院の延べ面積等（※） 

法人全体の延べ面積等（※） 

  

※面積、病床数、従事者数の割合など、調査対象となった病院

分の実態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等

ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 病院として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分の資産・負債と介護保険分の

資産・負債との合計額を記入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

Ⅰ 流動資産 

   [調査票○1 ○5 欄] 

 

 

 現金及び預金、経常的な活動によって生じた未収金等の債権及びその

１年以内に回収可能な債権、売買目的有価証券等、医薬品、診療材料、

給食用材料、貯蔵品等のたな卸資産、前払費用で１年以内に費用となる

ものなどの総額を記入してください。 

   

Ⅱ 固定資産 

   [調査票○2 ○6 欄] 

 

 建物、構築物、医療用器械備品、その他の器械備品、車両及び船舶、

放射性同位元素、その他の有形固定資産、土地、建設仮勘定、借地権、

ソフトウェア、長期貸付金などの総額を記入してください。 

   

Ⅲ 繰延資産 

   [調査票○3 ○7 欄] 

 

 創業費（法人の設立登記までに支出した費用及び設立してから事業を

開始するまでの間に支出した開設準備のための費用）、企業債発行差金、

試験研究費などの総額を記入してください。 

   

Ⅳ 流動負債 

   [調査票○9 ○13欄] 

 経常的な活動によって生じた買掛金、支払手形等の債務及びその他期

間が１年以内に到来する債務などの総額を記入してください。 

   

Ⅴ 固定負債 

   [調査票○10○14欄] 

 

 

 

 

 

 

 地方債（企業債を含む）及び公庫、事業団、銀行などからの借入金並

びに一般会計、本支部、他会計からの借入金のうち期間が１年を超える

もの、その他経常的な活動以外の原因から生じた支払手形、未払金など

のうち、期間が１年を超えるもの、引当金のうち、退職給付引当金のよ

うに、通常１年を超えて使用される見込みのものなどの総額を記入して

ください。 

 なお、地方債による長期借入金を借入資本金として整理している場合

についても、この欄に含めて記入してください。 

 また、地方公営企業会計の新会計基準による補助金等は長期前受金と

して負債計上することになりますので、この欄に含めて記入してくださ

い。 

   

(うち)長期借入金  地方債（企業債を含む）及び公庫、事業団、銀行などからの借入金の
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[調査票○11○15欄] うち期間が１年を超えるものの総額を記入してください。 

 なお、地方債による長期借入金を借入資本金として整理している場合

についても、この欄に含めて記入してください。 
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「第５  キャッシュ・フロー」の記入要領 （調査票９頁） 

 

 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの数字を基礎としてください。 

個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１

日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 法人全体で包括してキャッシュ・フロー計算書が作成されているような場合には、収益額、

面積、病床数、従事者数の割合など、調査対象となった病院分の実態を最も適切に反映してい

ると思われる係数で按分し、調査対象となった病院分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

  

調査対象病院のキャッシュ・フロー ＝  

法人全体のキャッシュ・フロー× 
調査対象病院の医業・介護収益等（※） 

法人全体の収益等（※） 

  

※収益額、面積、病床数、従事者数の割合など、調査対象となった

病院分の実態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 病院単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等

ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 病院として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分との合計額を記

入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

 

 

Ⅰ「キャッシュ・フロ

ー計算書」を作成し

ている病院 

[調査票○1 ～○20欄] 

「キャッシュ・フロー計算書」を作成している病院は記入してくださ

い。 

  

１ 業務活動による 

キャッシュ・フロー 

[調査票○1 ○11欄] 

 医業損益計算の対象となった取引のほか、投資活動及び財務活動以外

の取引によるキャッシュ・フローの総額を記入してください。 

   

２ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 

[調査票○2 ○12欄] 

 固定資産の取得及び売却、施設設備補助金の受入による収入、現金同

等物に含まれない短期投資の取得及び売却等によるキャッシュ・フロー

の総額を記入してください。 

   

３ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 

[調査票○3 ○13欄] 

 資金の調達及び返済によるキャッシュ・フローの総額を記入してくだ

さい。 

   

(うち)短期借入れに 

よる収入 

[調査票○4 ○14欄] 

 短期借入による収入を記入してください。 

   

(うち)長期借入れに 

よる収入 

[調査票○5 ○15欄] 

 長期借入による収入を記入してください。 
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(うち)短期借入金の 

返済による支出 

[調査票○6 ○16欄] 

 短期借入金の返済による支出を記入してください。 

金額には必ず「－」（マイナス）を付してください。 

   

(うち)長期借入金の 

返済による支出 

[調査票○7 ○17欄] 

 長期借入金の返済による支出を記入してください。 

金額には必ず「－」（マイナス）を付してください。 

   

４ 現金等の増加額 

（又は減少額） 

[調査票○8 ○18欄] 

 １～３の合計を記入してください。 

   

５ 現金等の期首残高 

[調査票○9 ○19欄] 

 期首における現金等の残高を記入してください。 

   

６ 現金等の期末残高 

[調査票○10○20欄] 

 ４と５の合計を記入してください。 

 

  

Ⅱ「キャッシュ・フロ

ー計算書」を作成し

ていない病院 

[調査票○21～○28欄] 

 「キャッシュ・フロー計算書」を作成していない病院は下記の項目の

み記入してください。 

 個人立病院については、記入の必要はありません。 

  

１ 短期借入れによる

収入 

[調査票○21○25欄] 

 短期借入による収入を記入してください。 

   

２ 長期借入れによる

収入 

[調査票○22○26欄] 

 長期借入による収入を記入してください。 

   

３ 短期借入金の返済

による支出 

[調査票○23○27欄] 

短期借入金の返済による支出を記入してください。 

   

４ 長期借入金の返済

による支出 

[調査票○24○28欄] 

長期借入金の返済による支出を記入してください。 
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「第６  設備投資額」の記入要領 （調査票１０頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。 

個人立病院は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１

日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 病院として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入し

てください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

設備投資額 

[調査票○1 ～○18欄] 

 

  

設備投資額（土地を含

む） 

[調査票○1 ○10欄] 

 土地、建物、建物附属設備、医療用器械備品などの固定資産の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 

   

(うち)建物（建物附属

設備を含み、土

地を除く） 

[調査票○2 ○11欄] 

 

 診療棟、病棟、管理棟、職員宿舎など病院に属する建物（電気、空調、

冷暖房、昇降機、給排水など建物に附属する設備を含む）の取得価額（未

払額含む）を記入してください。ただし、土地は除きます。 

 

(うち)医療機器 

[調査票○3 ○12欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○4 ○13欄] 

 

 

 

 医療機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）

を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限りま

す。 

 

(うち)調剤用機器 

[調査票○5 ○14欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○6 ○15欄] 

 

 

 

 調剤用機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している調剤用機器の取得価額（リース期間中のリース料総

額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限

ります。 

 

(うち)医療情報シス

テム用機器 

[調査票○7 ○16欄] 

 

 

(うち)リース分 

[調査票○8 ○17欄] 

 

 

 

設備投資額のうち消

費税課税対象の投資

額 

[調査票○9 ○18欄] 

 レセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子カルテ、オーダリ

ングシステムなどの医療事務や診療を支援する医療情報システム用機

器（ソフトウェアを含む）の取得価額（未払額含む）を記入してくださ

い。 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療情報システム用機器の取得価額（リース期間中

のリース料総額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されて

いるものに限ります。 

 

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産のうち、消費税課税対

象となる資産にかかる取得価額（未払額含む）を記入してください。（消

費税関連項目について２３頁の「参考資料３」を参考にしてください。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 
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参考資料１ 

 

 

「設備関係費」について（調査票４頁） 

 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」のうち、「４ 設備関係費」に含まれる費目は、

次のとおりです。 

 

 

減価償却費 

 

設備機器賃借料 

 

土地賃借料 

 

建物賃借料 

 

 

修繕費 

 

 

 

固定資産税等 

 

 

器機保守料 

 

器機設備保険料 

 

 

車両関係費 

 

 建物、建物附属設備、医療用器械備品、車輌船舶などの減価償却費 

 

 設備、機器の使用料（リース料、レンタル料） 

 

 土地を賃借することにより所有者に対して支払う賃料 

 

 建物、構築物（門、へいなど）を賃借することにより所有者に対して

払う賃料 

 

 有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、原状回復に要し

た通常の修繕のための費用。（固定資産の耐用年数の延長又は当該資産

の率、能力などを高めるような改良に要する費用は含まれません。） 

 

 固定資産税、都市計画税等の固定資産の保有に係る租税公課。ただし、

車両関係費に該当するものを除く。 

 

 器機の保守契約に係る費用 

 

 施設設備に係る火災保険料等の費用。ただし、車両関係費に該当する

ものは除く。 

 

 救急車、検診車、巡回用自動車、乗用車、船舶などの燃料、車両検査、

自動車損害賠償責任保険、自動車税等の費用 
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参考資料２ 

 

 

「経費」について（調査票４頁） 

 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」のうち、「５ 経費」に含まれる費目は、次のと

おりです。 

 

福利厚生費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旅費交通費 

 

職員被服費 

 

 

通 信 費 

 

広告宣伝費 

 

 

消 耗 品 費      

 

 

 

消耗器具備品費 

 

 

会 議 費 

 

光 熱 水 費      

 

 

保 険 料 

 

 

 

交 際 費 

 

諸 会 費 

 

租 税 公 課      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のために

要する法定外福利費 

 

(1) 看護宿舎、食堂、売店など福利施設を利用する場合における事業主

負担額 

 

(2) 診療、健康診断などを行った場合の減免額、その他衛生、保健、慰

安、修養、教育訓練などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際

して一定の基準により支給される金品などの現物給与 

 

  業務のための出張旅費。ただし、研究、研修のための旅費を除く。 

 

  従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診察衣、作業衣などの購入、

洗濯等の費用 

 

  電信電話料、インターネット接続料、郵便料金など通信のための費用 

 

機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費

用 

 

  カルテ、検査伝票、会計伝票など医療用・事務用の用紙、帳簿、電球、

洗剤など１年以内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するも

のは除く。 

 

  事務用その他の器械、器具のうち、固定資産の計上基準額に満たない

もの、又は１年以内に消費するもの 

 

運営諸会議など院内管理のための会議の費用 

 

  電気料、ガス料、水道料、石炭、重油、プロパンガスなどの費用。 

 ただし、車両関係費（２０頁参照）に該当するものは除く。 

 

生命保険料、病院賠償責任保険料など保険契約に基づく費用。 

 ただし、福利厚生費（上記参照）、器機設備保険料（２０頁参照）及

び車両関係費（２０頁参照）に該当するものを除く。 

 

  接待費及び慶弔など交際に要する費用 

 

  各種任意団体に対する会費、分担金などの費用 

 

(1) 事業税、消費税、印紙税、登録免許税などの租税で原則として税法

上損金に算入されるもの。 

 ただし、固定資産税等（２０頁参照）及び車両関係費（２０頁参照）

に該当するものを除く。 
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医業貸倒損失 

 

 

貸倒引当金繰入額 

 

 

雑   費 

 

 

 

(2) 社団、財団、町会などに対する公共的な性格をもつ会費（医師会費

など）、賦課金 

 

 医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で補填されない部分の金

額 

 

 当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もられる

部分の金額 

 

寄付金など上記の科目に属さない費用 
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参考資料３ 

 

 

消費税関連項目について 

 

 

○ 以下の表は、費用の科目ごとに、一般的に消費税非課税となるものを記載しております。 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」、「第６ 設備投資額」のうち、消費税関連項目

の記入の際の参考としてください。 

 

科目 消費税非課税となるもの 

第２ 損益 

「Ⅲ 医業・介護費用」に

含まれるもの 

 

給与費 

 

減価償却費 

 

 

土地賃借料 

 

固定資産税等 

 

器機設備保険料 

 

車両関係費 

 

福利厚生費 

 

旅費交通費 

 

通信費 

 

広告宣伝費 

 

保険料 

 

交際費 

 

租税公課 

 

医業貸倒損失 

 

貸倒引当金繰入額 

 

雑費 

 

研究費・研修費 

 

 

第６ 設備投資額 

 

 

 

 

給料、賞与、退職金、法定福利費（通勤手当は課税） 

 

すべて非課税 

（減価償却資産の購入代金は、購入時に一括して課税） 

 

すべて非課税 

 

固定資産税、都市計画税等の租税公課 

 

すべて非課税 

 

自動車損害賠償責任保険料、自動車税 

 

慶弔費、団体生命保険料 

 

海外渡航費、滞在費 

 

国際通信、国際郵便料金 

 

プリペイドカード等の購入費 

 

すべて非課税 

 

慶弔費、餞別などの現金支出、商品券・ビール券等の購入費 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

行政手数料、寄付金 

 

医師等に支給する研究助成金（一種の特別手当として給与等に該

当する場合） 

 

 土地の取得額 
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平 成 ２ ９ 年  医 療 経 済 実 態 調 査 

一般診療所調査票 記入要領 
 

 

 

 

 厚 生 労 働 省          

中央社会保険医療協議会 

 

全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の

税務申告において青色申告を行った個人立の診療所については、当該年の

青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入するこ

とにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提出することができ

ます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考

として集計されますので、できる限り全項目の記入をお願いします。詳細

は３頁をご覧ください。 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

厚生労働省 医療経済実態調査事務局 

フリーダイヤル    ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

フリーダイヤルＦＡＸ ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

ホームページ      https://www.XXXXXX/ 

受付時間       ○○：○○～○○：○○ 

 

※ 医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を

記入することが困難な場合や、資産・負債、税金等を診療所単位で算出する

ことが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございま

したら、上記までご相談ください。 
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  医療経済実態調査（一般診療所調査票） 

 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  一般診療所における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を

整備することを目的とします。 

 

２ 調査の対象及び客体 

 (1) 調査の対象 

   社会保険による診療を行っている全国の一般診療所を対象とします。ただし、特定人のた

めに開設されている閉鎖的なもの、刑務所、船内等に設置される一般診療所は除外します。 

   また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所等も除外します。 

 

 (2) 調査の客体 

   調査対象となる一般診療所を、入院患者の有無別、主たる診療科別、介護療養施設サービ

ス事業の有無別、院外処方の有無別、地域別に層化し、それぞれ無作為に１／２０を抽出し

て客体を選定します。 

 

３ 調査の主体 

  厚生労働省中央社会保険医療協議会が実施します。 

 

４ 調査の時期 

  平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末までに終了した事業年

（度）の２期間について実施します。 

 

５ 調査票の内容 

 (1) 第１ 基本データ 

 (2) 第２ 損益 

 (3) 第３ 給与 

 (4) 第４ 資産・負債 

 (5) 第５ 設備投資額 

(6) 自由記載欄 

 

６ 調査の方法 

  医療機関の管理者が記入します。 

 

７ 調査票の提出期限 

  「電子調査票のご利用ガイド」をご覧いただき、平成２９年７月１４日までにホームページ

にて電子調査票を提出してください。電子調査票をご利用できない場合のみ、紙調査票をご利

用ください。 
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Ⅱ 調査についての注意事項 

 

１ 一般的事項 

 (1)  この調査は、統計法に基づき一般統計調査として承認されています。 

安心して調査に回答できるよう、調査関係者に対しては、調査で知り得た内容について秘

密を保護することが統計法第 41 条で規定されています。また、統計法第 39 条で調査票情報

を適正に管理すること、第 40 条で調査票情報を統計調査の目的以外に使用してはならない

ことがそれぞれ規定されています。 

調査票は外部の人の目に触れないよう厳重に管理され、また調査票は集計して調査結果を

得るためだけに使われ、行政上の経営管理や税務調査のための資料として使用することは絶

対にありません。 

 

 (2) この調査は、医療機関の経営に関する事項のみを調査するものです。したがって、医業と

家計とに共通的に利用されるものについては、両者を区分して医業に利用される部分をでき

るだけ正確に把握し、記入してください。 

 

 (3) 法人全体で包括して経理を行っているような場合には、それぞれの面積、病床数、従事者

数、患者数などにより按分して、調査客体となった施設分のみ記入してください。 

 

 (4) 一般診療所として調査客体となったが、休・廃止した場合は、調査票１頁の「第１ 基本

データ ３ 貴院の活動状況」に該当する番号を記入して返送してください。 

 

 (5) 全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の税務申告において

青色申告を行った個人立の診療所については、当該年の青色申告決算書及び付表等の税務申

告上の数字を基礎として記入することにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提

出することができます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考

として集計されますので、できる限り全項目の記入をお願いします。 

記入項目の一部省略の有無について、調査票２頁の「第１ 基本データ 10 記入項目

の一部省略の有無」に該当する番号を記入してください。 

記入を省略できるのは、調査票３、４、８頁の「*」を付した項目です。 

 

２  調査票の記入 

 (1) 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 (2) 金額は円単位で記入しますが、円未満の端数は四捨五入してください。 

 

 (3) 記入を誤ったときは、２本の横線を引いて抹消し、正しいものを記入してください。 

 

 (4) 合計欄がある場合は、必ず記入してください。 
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「第１  基本データ」の記入要領 （調査票１頁～２頁） 

 

○ 特に示してあるもののほかは、平成２９年５月３１日現在の事実について記入してください。 

 

１ 貴院の開設者 

    [調査票○1 欄] 

貴院が該当する開設者の番号を記入してください。 

  

２ 直近の２事業年 

（度） 

    [調査票○2 ○3 欄] 

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末

までに終了した事業年（度）を記入してください。なお、今後、直近の

２事業年（度）とあるものについては、ここで記入した期間が対象にな

ります。 

個人立診療所については、平成２７年１月１日から平成２７年１２月

３１日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日まで

の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。 

  

３ 貴院の活動状況 

    [調査票○4 欄] 

 貴院が該当する活動状況の番号を記入してください。 

回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了とな

ります。このまま調査票をご返送ください。 

  

４ 貴院の開設者が保

有する施設の状況 

    [調査票○5 欄] 

 貴院の開設者が保有する施設（病院、診療所、介護保険施設等）の状

況について、該当する番号を記入してください。 

   

５ 主たる診療科目 

    [調査票○6 欄] 

 主たる診療科目について、以下の番号を記入してください。該当する

診療科目がない場合は、読み替えが可能な最も近い診療科目を記入して

ください。 

 ただし、麻酔科については、麻酔科の広告許可を受けている者のいる

施設に限ります。 

 なお、主たる診療科目の考え方の優先順位は、①科目別患者数が多い

もの、②院長又は常勤医師（非常勤医師のみのときは管理医師）の主た

る専門科目、③院長が主たる診療科目として判断するものとします。 

 （診療科目）   

01 内科 

04 消化器内科(胃腸内科) 

07 神経内科 

10 皮膚科 

13 感染症内科 

16 心療内科 

19 循環器外科(心臓・血管外科)  

22 消化器外科(胃腸外科)  

25 脳神経外科 

28 美容外科 

31 小児外科 

34 婦人科 

37 麻酔科 

40 救急科 

02 呼吸器内科 

05 腎臓内科 

08 糖尿病内科(代謝内科) 

11 アレルギー科 

14 小児科 

17 外科 

20 乳腺外科 

23 泌尿器科 

26 整形外科 

29 眼科 

32 産婦人科 

35 リハビリテーション科 

38 病理診断科 

03 循環器内科 

06 人工透析内科（人工透析外科） 

09 血液内科 

12 リウマチ科 

15 精神科 

18 呼吸器外科 

21 気管食道外科 

24 肛門外科 

27 形成外科 

30 耳鼻いんこう科 

33 産科 

36 放射線科 

39 臨床検査科 

   

６ 病床の状況 

[調査票○7 ○8 欄] 

  直近の２事業年（度）それぞれの末日時点で、医療法の規定に基づき

使用許可を受けている病床数を記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１

日が直近の２事業年（度）の末日となります。 

   

７ 処方の状況 

    [調査票○9 ○10欄] 

  平成２９年５月１日から平成２９年５月３１日の期間内の処方せん

料の算定（院外処方）の回数及び処方料の算定（院内処方）の回数を記
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 入してください。 

   

８ 届け出ている在宅

療養支援診療所の

区分 

    [調査票○11欄] 

 平成２９年３月末までに終了した事業年（度）に、在宅療養支援診療

所の施設基準に係る届出書を厚生局へ届出している場合は、届け出て

いる在宅療養支援診療所の区分を記入してください。 

  

９ 消費税の経理方式 

    [調査票○12欄] 

 

 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の経理処理

について、貴院が適用している経理方式の番号を記入してください。 

 

１ 税込・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分しないで経理する方式（消費税を納めていない免税事業者は全

てこの方式となります。） 

 

２ 税抜・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分して経理する方式 

   

10 記入項目の一部省

略の有無 

    [調査票○13欄] 

 

全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年

の税務申告において青色申告を行った個人立の一般診療所については、

当該年の青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として

記入することにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提出す

ることができます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したも

のとは別に参考として集計されますので、できる限り全項目の記入をお

願いします。 

調査票の記入項目を一部省略する場合には、該当する番号を記入し

てください。 

記入を省略できるのは、調査票３、４、８頁の「*」を付した項目

です。 
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「第２  損益」の記入要領 （調査票３頁～５頁） 

 

○ 特に示してあるものの他は、直近の２事業年（度）の２期間に提供した医業及び介護に関連

するすべての収益（支払基金・国保連等に請求中の未収分を含む）と、これに対応するすべて

の費用（未払分を含む）を記入してください。 

  ただし、家計分は含めないでください。 

 

○ 個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 当該年（度）の損益計算書（収支決算書）の数字を基礎として記入してください。「第１ 基

本データ 10 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合は、平成２７年及び平成２

８年の所得税青色申告決算書、付表、その他税務申告用の帳簿等の数字を基礎として記入して

ください。 

 

○ 法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった診療所分のみを推

計して記入してください。 

 

○ また、医薬品費と診療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業年度分を調べる

ことが困難な場合は、直近１ヶ月分等の割合を調べて按分して記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

医薬品費＝医薬品費・診療材料費の総額× 
直近１ヶ月分等（※）の医薬品費 

直近１ヶ月分等（※）の医薬品費・診療材料費 

  

※直近１ヶ月分、直近３ヶ月分など、医薬品費と診療材料費の

割合を適切に反映していると思われる期間を調査して使用。 

 

○ 医薬品費と診療材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入すること

が困難な場合や、税金等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお

困りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談くださ

い。 

 

○ 「第１ 基本データ 10 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付し

た項目は記入を省略できます。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

Ⅰ 医業収益 

    [調査票○1 ～○16欄] 

 

 

   

１ 入院診療収益 

    [調査票○1 ～○3 欄] 

    [調査票○9 ～○11欄] 

 

 

 

   

(１)保険診療収益 

   (患者負担含む) 

    [調査票○1 ○9 欄] 

 

 入院患者の医療に係る収益で、健康保険、国民健康保険等の医療保険、

後期高齢者医療制度及び生活保護法、精神保健福祉法、感染症法等の公

費負担医療に係る支払基金・国保連等に対する請求金額及び窓口徴収金

額の合計額を記入してください。 

   

(２)公害等診療収益 

    [調査票○2 ○10欄] 

 入院患者の医療に係る収益で、公害医療、労災保険、自動車損害賠償

責任保険などの金額を記入してください。 

   

(３)その他の診療収益  入院患者の医療に係る収益で、自費診療、特別メニューの食事、特別

* 

* 
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    [調査票○3 ○11欄] の療養環境収益（特別室の特別料金徴収額）などの金額を記入してくだ

さい。 

   

２ 外来診療収益 

    [調査票○4 ～○6 欄] 

    [調査票○12～○14欄] 

 

 

 

   

(１)保険診療収益 

    (患者負担含む) 

    [調査票○4 ○12欄] 

 

 外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、健康保険、国民健康保

険等の医療保険、後期高齢者医療制度及び生活保護法、精神保健福祉法、

感染症法等の公費負担医療に係る支払基金・国保連等に対する請求金額

及び窓口徴収金額の合計額を記入してください。 

   

(２)公害等診療収益 

    [調査票○5 ○13欄] 

 外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、公害医療、労災保険、

自動車損害賠償責任保険などの金額を記入してください。 

   

(３)その他の診療収益 

    [調査票○6 ○14欄] 

 外来（往診を含む）患者の医療に係る収益で、自費診療などの金額を

記入してください。 

   

３ その他の医業収益 

    [調査票○7 ○15欄] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の(1)～(3)までの収益の合計額を記入してください。 

 

(1) 学校医・産業医・当番医の手当、健康診断、予防接種、各種検診等 

の公衆衛生・地域医療活動などによる収益 

 

(2) 医師会病院からの還付金、受託検査収益、臨時に他の医療機関を手

伝って得た診療受託料、生命保険の審査料、文書料（診断書料）、各

種手数料などによる収益 

 

(3) その他の収益 

 ① 有価証券売却益、患者外給食収益、日常生活に必要となる費用の 

  利用料、要介護認定のための主治医意見書の文書料などによる収益 

 

 ② 受取利息、配当金、補助金（直近の２事業年（度）において国、

地方公共団体、その他から経常的費用の支出に充てるために交付さ

れたもの）、退職給付引当金、徴収不能引当金などの諸引当金の戻

入額などによる収益 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅱ 介護収益 

    [調査票○17～○26欄] 

診療所として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄 

“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「Ⅱ 介護収益」

の記入の必要はありません。 

   

１ 施設サービス収益 

    [調査票○17○22欄] 

 

 

 

 施設サービスに係る収益（短期入所療養介護を除く）で、国保連等に

対する請求金額及び利用者からの徴収金額の合計額を記入してくださ

い。 

 また、特別な療養室料や、特別な食事料などの施設サービスに係る保

険外の利用料による収益についてもあわせて記入してください。 

   

２ 居宅サービス収益 

    [調査票○18○23欄] 

 

 

 

 

  居宅サービスに係る収益（短期入所療養介護を含む）で、国保連等に

対する請求金額及び利用者からの徴収金額の合計額を記入してくださ

い。 

 また、通常の事業実施地域を超える送迎費や時間超過分の費用などの

居宅サービスに係る保険外の利用料による収益についてもあわせて記

入してください。 

   

* 

* 

* 

* 

* 

* 
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(うち)短期入所療養 

介護分 

    [調査票○19○24欄] 

 上記居宅サービス収益のうち、「短期入所療養介護」による収益の金

額を記入してください。 

 

   

３ その他の介護収益 

    [調査票○20○25欄] 

 

 文書料など上記の科目に属さない介護収益について記入してくださ

い。 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅲ 医業・介護費用 

    [調査票○27～○60欄] 

 「Ⅰ 医業収益」及び「Ⅱ 介護収益」に対応する費用の額を記入し

てください。 

   

１  給与費 

    [調査票○27○44欄] 

調査対象となった診療所で直接業務に従事する役員・職員に対する、

次の（１）～（６）までの費用の合計額を記入してください。 

役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務してい

るなど、診療所単位の給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、

当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・職員の

給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  役員Ａの調査対象診療所分の給料等 ＝ 

   

  
役員Ａの給料等総額× 

役員Ａの調査対象診療所での勤務時間（※） 

  役員Ａの総勤務時間（※） 

   

  ※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

   

 (1) 給料 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する給

与額。 

給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 

個人立診療所で、青色事業専従者に支給した給与も含めてくださ

い。 

また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支

給している場合には、その金額を含めてください。 

 

(2) 賞与 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する確

定済みの賞与、期末手当等の一時金のうち、当該会計期間に係る部分

の金額。 

個人立診療所で、青色事業専従者に支給した賞与についても、当該

会計期間に係る部分の金額を含めてください。 

 

(3) 賞与引当金繰入額 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する翌

会計期間に確定する賞与等の当該会計期間に係る部分の見積額。 

 

(4) 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金制度がある診療所は、直近の２事業年（度）に退職

給付引当金として繰入れた額。（※退職給付引当金制度がない場合は

０） 

 

* 
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(5) 退職金支払額 

退職給付引当金制度がない診療所は、直近の２事業年（度）に支給

した退職金。（※退職給付引当金制度がある場合は０） 

 

(6) 法定福利費 

法令に基づいて支給した次の①～③までの費用の合計額。 

 

① 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

② 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

③ 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災

保険）の事業主負担額 

   

(うち)通勤手当 

[調査票○28○45欄] 

 通勤費用の現金支給、通勤用定期乗車券の現物支給の総額を記入して

ください。 

   

(うち)法定福利費 

[調査票○29○46欄] 

法令に基づいて支給した次の(1)～(3)までの費用の合計額について

記入してください。 

(1) 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(2) 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(3) 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災保

険）の事業主負担額 

   

２ 医薬品費 

    [調査票○30○47欄] 

 

 費消した医薬品について、実際の購入価格によって計算した額を記入

してください。 

 医薬品費とは、投薬用薬品、外用薬、注射用薬品（血液、血液製剤類

を含む）、試薬、造影剤などの費消額をいいます。 

 貴院の経営実態に応じ、下記のとおり算出して下さい。 

 

※医薬品費と診療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業

年度分を調べることが困難な場合は、６頁を参照して按分してくださ

い。 

 

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、「医薬品費」を

独立科目として表示している場合 

  直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の金額 

 

(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の医薬品購入額 

   

３ 診療材料費・医療

消耗器具備品費 

    [調査票○31○48欄] 

 

  費消した以下の材料について、実際の購入価格によって計算した額を

記入してください。 

 

※医薬品費と診療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業

年度分を調べることが困難な場合は、６頁を参照して按分してくださ

い。 

 

(1) 診療材料費 

    カテーテル、縫合糸、酸素、ギプス粉、レントゲンフィルムなど１

回ごとに消費するものの費消額 

 

(2) 医療消耗器具備品費 
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    診療、検査、看護、給食などの医療用の器械、器具等のうち、使用

を開始したものの費消額（払出額） 

 

なお、貴院の経営実態に応じ、下記のとおり算出して下さい。 

 

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、上記「診療材

料費」等を独立科目として表示している場合 

  直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の金額 

 

(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の「診療材料費」等購入額 

  

４ 給食用材料費 

   [調査票○32○49欄] 

  費消した患者給食のための食品について、実際の購入価格によって計

算した額を記入してください。 

  

５ 委託費 

    [調査票○33○50欄] 

 検査、給食、医療用廃棄物、医療事務、寝具、洗濯、清掃、経理、警

備、各種器械保守などの委託した業務の対価としての費用を記入してく

ださい。 

   

６ 減価償却費 

   ［調査票○34～○36欄] 

   ［調査票○51～○53欄] 

 税務申告などのために作成した直近の２事業年（度）の損益計算書（収

支決算書）の額を記入してください。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)建物減価償却費 

    [調査票○35○52欄] 

  建物の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)医療機器減価 

償却費 

    [調査票○36○53欄] 

  医療機器の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してくだ

さい。 

損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

７ その他の医業・介

護費用 

    [調査票○37～○41欄] 

    [調査票○54～○58欄] 

 支払又は費消した金額を記入してください。 

 「その他の医業・介護費用」に該当する費目は、１７頁の「参考資料

１」を参考にし、その合計額を記入してください。 

 

   

(うち)土地賃借料 

    [調査票○38○55欄] 

土地賃借料の金額を記入してください。 

  

(うち)設備機器賃借料 

    [調査票○39○56欄] 

  固定資産に計上を要しない設備、機器の使用料（リース料、レンタル

料）で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)医療機器賃借料 

    [調査票○40○57欄] 

  医療機器の使用料（リース料、レンタル料）で、直近の２事業年（度）

実績を記入してください。 

  

(うち)控除対象外消

費税等負担額 

[調査票○41○58欄] 

 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。 

 直近の２事業年（度）において、税法上損金に算入している控除対象
外消費税額等（仕入税額控除ができない仮払消費税額（地方消費税含
む））の金額を記入してください。 

※法人全体の総額しか把握していない場合には、総額を消費税課税対象

* 

* 
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費用額の割合で按分し、調査対象となった診療所分の負担額を記入し

てください。 

この按分が不可能な場合は、医業・介護費用額、職員数などを用いて

計算してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  調査対象診療所の控除対象外消費税等負担額 ＝ 

   

  法人全体の控除対象外

消費税等負担額 
× 

調査対象診療所の消費税課税対象費用額 

  法人全体の消費税課税対象費用額 

   

医業・介護費用合計の

うち消費税課税対象

費用 

[調査票○43○60欄] 

 医業・介護費用合計額のうち、消費税課税対象の費用の合計額を記

入してください。 

原則として、「通勤手当」＋「医薬品費」＋「材料費」＋「給食用

材料費」＋「委託費」＋「その他の医業・介護費用のうち消費税課税

対象費用」で計算した金額となります。（医業・介護費用合計額から、

１９頁の「参考資料２」に記載の消費税非課税費用を除いた金額とな

ります。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 

  

Ⅳ 損益差額 

    [調査票○61○62欄] 

  「医業収益合計（○8 ○16欄）」＋「介護収益合計（○21○26欄）」－「医業・

介護費用合計（○42○59欄）」で計算した金額と一致するか確認してくださ

い。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

  

Ⅴ 税金 

[調査票○63～○68欄] 

 

 

 

  個人立診療所については記入の必要はありません。 

法人全体の税金総額を利益（医業・介護収益－医業・介護費用）金額

の割合で按分し、調査対象となった診療所分の負担額を記入してくださ

い。 

 この按分が不可能な場合は、医業収益額、職員数などを用いて計算し

てください。 

 

＜按分の計算例＞ 

  
調査対象診療所の税金＝法人全体の税金× 

調査対象診療所の利益 

  法人全体の利益 

   

１ 法人税 

[調査票○63○66欄] 

 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の法人税確定申告書の「法

人税額計」の金額のうち、調査対象となった診療所分の負担額を記入し

てください。 

  

２ 住民税 

[調査票○64○67欄] 

 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の住民税確定申告書の「年

税額」（「法人税割額」＋「均等割額」）の金額のうち、調査対象とな

った診療所分の負担額を記入してください。 

   

３ 事業税 

[調査票○65○68欄] 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の「事業税確定申告書」

の「合計事業税額」の金額のうち、調査対象となった診療所分の負担額

を記入してください。 

※「Ⅲ 医業・介護費用」の「７ その他の医業・介護費用」に含めた

ものについては、除いて記入してください。 

   

Ⅵ 税引後の総損益 

差額 

   [調査票○69○70欄] 

  個人立診療所については記入の必要はありません。 

  「損益差額（○61○62欄）」－「税金（○63～○68欄）」で計算した金額と一

致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 
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「第３  給与」の記入要領 （調査票６頁） 

 

 

○ 直近の２事業年（度）における、調査対象となった診療所で直接業務に従事する常勤職員に

係る給与状況などについて記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 個人立診療所で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、この調査票に含め

て記入してください。 

 

○ 役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務しているなど、診療所単位の

給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収

益額など、当該役員・職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してくだ

さい。 

 

＜按分の計算例＞  

  

役員Ａの調査対象診療所分の給料等 ＝  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象診療所での勤務時間（※） 

役員Ａの総勤務時間等（※） 

  

※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点

等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入

してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

常勤職員 

 

  常勤職員とは、その施設で定められた就業時間をすべて勤務する者を

いいます。 

   

常勤職員の給料・賞与 

  [調査票○1 ～○72欄] 

 

 

   

 延べ人員（人月） 

  [調査票○1 ～○12欄] 

  [調査票○37～○48欄] 

    

 直近の２事業年（度）に給与を支給した常勤職員の延べ人員（人月）

について、職種区分毎に延べ人月数を記入してください。 

 個人立診療所で、青色事業専従者として給与を支給される者について

も、この欄に含めて記入してください。 

 例えば、ある職種に２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１

２ヶ月）従事しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事していた

場合には、当該職種の「延べ人員（人月）」は１８人月となります。 

   

 給  料 

  [調査票○13～○24欄] 

  [調査票○49～○60欄] 

    

 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した現金給与額の職種区分毎

の総額を記入してください｡ 

 個人立診療所で、青色事業専従者に支給した給与についても、この欄

に含めて記入してください。 

 給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手当、

夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として職員に
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支給したすべてのものが含まれます。 

 また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支給

している場合には、その金額を含めてください。 

 なお、年俸制を適用されている者については、直近の２事業年（度）

の年俸と当該年（度）に支給した諸手当とを合算した額を記入してくだ

さい。 

  

 賞  与 

  [調査票○25～○36欄] 

    [調査票○61～○72欄] 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した賞与、期末手当等の一時

金の職種区分毎の総額を記入してください。 

 個人立診療所で、青色事業専従者に支給した賞与についても、この欄

に含めて記入してください。 

   

院 長 

 

 

 

   

個人立診療所の開設者でない院長、個人立診療所以外の院長について

記入してください。 

 個人立診療所の開設者である院長は、「人員」、「給料」及び「賞与」

の欄に数字の「０」を必ず記入してください。 

   

 看護職員 

 

 看護補助職員 

  

  保健師、助産師、看護師、准看護師をいいます。 

 

  看護師、准看護師などの資格を持たない看護補助者（介護者）をいい

ます。 

 

 医療技術員 

 

 

  診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、理学療法士、作業療法士、

歯科技工士など医療にかかわる専門技術員をいいます。 

   

事務職員 主として事務（総務、人事、財務、医事等）を担当している職員（医

師事務作業補助者（医療クラーク）、診療情報管理士を含む）をいい

ます。 

  

 技能労務員・労務員   電気、水道、ボイラー業務など上記に属さない技術員・補助員、労務

員をいいます。 

   

 役 員 

 

 

 

  医療法人立などで、調査対象となった診療所で直接業務に従事する役

員（理事長、理事、監事）をいいます。 

  使用人兼務役員については、他の職種の欄に記入してください。例え

ば、理事（長）兼院長の場合は「院長」、理事兼事務長の場合は「事務

職員」の欄に記入してください。 
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「第４  資産・負債」の記入要領  （調査票８頁） 

 

○ 個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していな

い場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「第４ 資産・負

債」の記入の必要はありません。 

 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの末日の貸借対照表の数字を基礎として記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年

（度）の末日となります。 

 

○ 法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合な

ど、調査対象となった診療所分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調

査対象となった診療所分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

 調査対象診療所の資産・負債＝法人全体の資産・負債× 
調査対象診療所の延べ面積等（※） 

法人全体の延べ面積等（※） 

  

※面積、従事者数の割合など、調査対象となった診療所分の

実態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点

等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分の資産・負債と介護保険分

の資産・負債との合計額を記入してください。 

 

○ 「第１ 基本データ 10 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付し

た項目は記入を省略できます。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 流動資産 

   [調査票○1 ○5 欄] 

 

 

 現金及び預金、経常的な活動によって生じた未収金等の債権及びその

１年以内に回収可能な債権、売買目的有価証券等、医薬品、診療材料、

給食用材料、貯蔵品等のたな卸資産、前払費用で１年以内に費用となる

ものなどの総額を記入してください。 

   

Ⅱ 固定資産 

   [調査票○2 ○6 欄] 

 

 建物、構築物、医療用器械備品、その他の器械備品、車両及び船舶、

放射性同位元素、その他の有形固定資産、土地、建設仮勘定、借地権、

ソフトウェア、長期貸付金などの総額を記入してください。 

   

Ⅲ 繰延資産 

   [調査票○3 ○7 欄] 

 

 創業費（法人の設立登記までに支出した費用及び設立してから事業を

開始するまでの間に支出した開設準備のための費用）、企業債発行差金、

試験研究費などの総額を記入してください。 

  

   資産合計 

   [調査票○4 ○8 欄] 

 「Ⅰ 流動資産」（○1 ○5 欄） 、「Ⅱ 固定資産」（○2 ○6 欄）、「Ⅲ 

繰延資産」（○3 ○7 欄）の合計を記入してください。 

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を

税務署に提出した場合は、当該「貸借対照表（資産負債調）」の資産の

部の数字にもとづき記入してください。 

   

Ⅳ 流動負債  経常的な活動によって生じた買掛金、支払手形等の債務及びその他期

* 

* 

* 

* 
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   [調査票○9 ○12欄] 間が１年以内に到来する債務などの総額を記入してください。 

   

Ⅴ 固定負債 

   [調査票○10○13欄] 

 

 

 

 

 地方債（企業債を含む）及び公庫、事業団、銀行などからの借入金並

びに一般会計、本支部、他会計からの借入金のうち期間が１年を超える

もの、その他経常的な活動以外の原因から生じた支払手形、未払金など

のうち、期間が１年を超えるもの、引当金のうち、退職給付引当金のよ

うに、通常１年を超えて使用される見込みのものなどの総額を記入して

ください。 

  

   負債合計 

   [調査票○11○14欄] 

「Ⅳ 流動負債」（○9 ○12欄） 、「Ⅴ 固定負債」（○10○13欄）の合計

を記入してください。 

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を

税務署に提出した場合は、当該「貸借対照表（資産負債調）」の負債の

部の数字にもとづき記入してください。 

* 
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「第５  設備投資額」の記入要領 （調査票９頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入

してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

設備投資額 

[調査票○1 ～○18欄] 

 

   

設備投資額（土地を含

む） 

[調査票○1 ○10欄] 

 土地、建物、建物附属設備、医療用器械備品などの固定資産の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 

   

(うち)建物（建物附属

設備を含み、土

地を除く） 

[調査票○2 ○11欄] 

 

(うち)医療機器 

[調査票○3 ○12欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○4 ○13欄] 

 

 

 

(うち)調剤用機器 

[調査票○5 ○14欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○6 ○15欄] 

 

 

 

(うち)医療情報シス

テム用機器 

[調査票○7 ○16欄] 

 

 

(うち)リース分 

[調査票○8 ○17欄] 

 

 

 

設備投資額のうち消

費税課税対象の投資

額 

[調査票○9 ○18欄] 

 診療棟、病棟、管理棟、職員宿舎など診療所に属する建物（電気、空

調、冷暖房、昇降機、給排水など建物に附属する設備を含む）の取得価

額（未払額含む）を記入してください。ただし、土地は除きます。 

 

 医療機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

  

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）

を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限りま

す。 

 

 調剤用機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している調剤用機器の取得価額（リース期間中のリース料総

額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限

ります。 

 

 レセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子カルテ、オーダリ

ングシステムなどの医療事務や診療を支援する医療情報システム用機

器（ソフトウェアを含む）の取得価額（未払額含む）を記入してくださ

い。 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療情報システム用機器の取得価額（リース期間中

のリース料総額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されて

いるものに限ります。 

 

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産のうち、消費税課税対

象となる資産にかかる取得価額（未払額含む）を記入してください。（消

費税関連項目について１９頁の「参考資料２」を参考にしてください。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 
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参考資料１ 

 

 

「その他の医業・介護費用」について（調査票４頁） 

 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」において「７ その他の医業・介護費用」に含ま

れる費目は次のとおりです。 

 

○ これら費目で、発生主義の原則に基づき、直近の２事業年（度）に支払（未払分を含む）又

は費消した金額の合計額を記入してください。 

 

 
福利厚生費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅費交通費 
 
職員被服費 
 
通 信 費 
 
広告宣伝費 
 
 
消 耗 品 費      
 
 
 
消耗器具備品費 
 
 
 
車 両 費 
 
会 議 費 
 
光 熱 水 費      
 
修 繕 費 
 
 
 
賃 借 料 
 
 
 
土地賃借料 
 
建物賃借料 
 
医療機器賃借料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のために
要する法定外福利費 
       
(1) 看護宿舎、食堂、売店など福利施設を利用する場合における事業主

負担額 
       
(2) 診療、健康診断などを行った場合の減免額、その他衛生、保健、慰

安、修養、教育訓練などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際
して一定の基準により支給される金品などの現物給与 

 
 業務のための出張旅費。ただし、研究、研修のための旅費を除く。 
 
  従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診療衣、作業衣などの費用 
 
  電信料、電話料、郵便料金など通信のための費用 
 
 機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費
用 
 
  カルテ、検査伝票、会計伝票など医療用・事務用の用紙、帳簿、電球、
洗剤など１年以内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するも
のは除く。 
       
  事務用のスケール、計算機など減価償却を必要としないもので１年を
超えて使用できるものの費消額。ただし、医療消耗器具備品費に属する
ものを除く。 
       
  乗用車、救急車、巡回用自動車、船舶などの燃料、車両検査などの費用 
       
  運営諸会議など院内管理のための会議の費用 
       
  電気料、ガス料、水道料、石油、プロパンガスなどの費用 
       
  有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、原状回復に要し
た通常の修繕のための費用。（固定資産の耐用年数の延長又は当該資産
の能率、能力などを高めるような改良に要する費用は含まれません。） 
       
  設備、器械の使用料などの費用（リース料・レンタル料）。 
 ただし、土地賃借料、建物賃借料及び医療機器賃借料に属するものを
除く。 
  
  土地の賃借料 
       
  建物、部屋の賃借料 
       
  医療機器の賃借料 
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損害保険料 
 
 
交 際 費 
 
諸 会 費 
 
租 税 公 課      
 
 
 
 
 
医業貸倒損失 
 
 
貸倒引当金繰入
額 
 
研究費・研修費 
 
 
本部費配賦額 
 
 
支 払 利 息      
 
有価証券売却損 
 
患者外給食用材
料費 
 
診療費減免額 
 
医業外貸倒損失 
 
 
貸倒引当金医業
外繰入額 
 
固定資産売却損 
 
固定資産除却損 
 
災害損失 
 
雑   費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  火災保険料、医師賠償責任保険料、自動車損害賠償責任保険料などの
費用 
       
  接待費及び慶弔など交際に要する費用 
       
  各種任意団体に対する会費、分担金などの費用 
       
(1) 固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、登録免許税など 

の租税で、原則として税法上損金に算入されるもの 
       
(2) 社団、財団、町会などに対する公共的な性格をもつ会費（医師会費 

など）、賦課金 
       
 医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で補填されない部分の金
額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もられ
る部分の金額 
   

研究材料の費用、研究・研修用図書の購入費、学会への参加旅費など
の費用 

 
法人立の場合など、本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配

賦された本部の費用 
       
  短期借入金、長期借入金の支払利息 
 
 売買目的で所有する有価証券を売却した場合の売却損 
 
 従業員等患者以外に提供した食事に対する材料費。ただし、給食業務
を委託している場合には、患者外給食委託費とする。 
 
 患者に無料又は低額な料金で診療を行う場合の割引額など 
 
 医業未収金以外の債権の回収不能額のうち、貸倒引当金で補填されな
い部分の金額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金以外の債権の発生額のうち、回収
不能と見積もられる部分の金額 
 
 固定資産の売却価額がその帳簿額に不足する差額 
 
  固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用 
 
 火災、出水等の災害に係る廃棄損と復旧に関する支出の合計額 
 

寄付金など上記の科目に属さない費用など  
 

 

44



- 19 -

参考資料２ 

 

 

消費税関連項目について 

 

 

○ 以下の表は、費用の科目ごとに、一般的に消費税非課税となるものを記載しております。 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」、「第５ 設備投資額」のうち、消費税関連項目

の記入の際の参考としてください。 

 

科目 消費税非課税となるもの 

第２ 損益 

「Ⅲ 医業・介護費用」に

含まれるもの 

 

給与費 

 

減価償却費 

 

 

土地賃借料 

 

固定資産税等 

 

機器設備保険料 

 

車両関係費 

 

福利厚生費 

 

旅費交通費 

 

通信費 

 

広告宣伝費 

 

保険料 

 

交際費 

 

租税公課 

 

医業貸倒損失 

 

貸倒引当金繰入額 

 

研究費・研修費 

 

 

支払利息、有価証券売却

損、医業外貸倒損失、貸

倒引当金医業外繰入額 

 

 

 

 

 

給料、賞与、退職金、法定福利費（通勤手当は課税） 

 

すべて非課税 

（減価償却資産の購入代金は、購入時に一括して課税） 

 

すべて非課税 

 

固定資産税、都市計画税等の租税公課 

 

すべて非課税 

 

自動車損害賠償責任保険料、自動車税 

 

慶弔費、団体生命保険料 

 

海外渡航費、滞在費 

 

国際通信、国際郵便料金 

 

プリペイドカード等の購入費 

 

すべて非課税 

 

慶弔費、餞別などの現金支出、商品券・ビール券等の購入費 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

医師等に支給する研究助成金（一種の特別手当として給与等に該

当する場合） 

 

すべて非課税 
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診療費減免額 

 

固定資産売却損、固定資

産除却損、災害損失 

 

 雑費 

 

 

第５ 設備投資額 

保険診療に関する免除額 

 

すべて非課税 

 

 

行政手数料、寄付金 

 

 

土地の取得額 
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平 成 ２ ９ 年  医 療 経 済 実 態 調 査 

歯科診療所調査票 記入要領 
 

 

 

 

 厚 生 労 働 省          

中央社会保険医療協議会 

 

全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の

税務申告において青色申告を行った個人立の診療所については、当該年の

青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入するこ

とにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提出することができ

ます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考

として集計されますので、できる限り全項目の記入をお願いします。詳細

は３頁をご覧ください。 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

厚生労働省 医療経済実態調査事務局 

フリーダイヤル    ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

フリーダイヤルＦＡＸ ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

ホームページ      https://www.XXXXXX/ 

受付時間       ○○：○○～○○：○○ 

 

※ 医薬品費と歯科材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を

記入することが困難な場合や、資産・負債、税金等を診療所単位で算出する

ことが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございま

したら、上記までご相談ください。 
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参考資料１ 「その他の医業・介護費用」について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

参考資料２ 消費税関連項目について ・・・・・ １９ 
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  医療経済実態調査（歯科診療所調査票） 

 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  歯科診療所における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を

整備することを目的とします。 

 

２ 調査の対象及び客体 

 (1) 調査の対象 

   社会保険による診療を行っている全国の歯科診療所を対象とします。ただし、特定人のた

めに開設されている閉鎖的なもの、船内に設置される歯科診療所、夜間歯科診療所等は除外

します。 

 

 (2) 調査の客体 

   調査対象となる歯科診療所を、院外処方の有無、地域別及び常勤の歯科医師数別に層化し、

それぞれ無作為に１／５０を抽出して客体を選定します。 

 

３ 調査の主体 

  厚生労働省中央社会保険医療協議会が実施します。 

 

４ 調査の時期 

  平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末までに終了した事業年（

度）の２期間について実施します。 

 

５ 調査票の内容 

 (1) 第１ 基本データ 

 (2) 第２ 損益 

 (3) 第３ 給与 

 (4) 第４ 資産・負債 

 (5) 第５ 設備投資額 

(6) 自由記載欄 

 

６ 調査の方法 

  医療機関の管理者が記入します。 

 

７ 調査票の提出期限 

  「電子調査票のご利用ガイド」をご覧いただき、平成２９年７月１４日までにホームページ

にて電子調査票を提出してください。電子調査票をご利用できない場合のみ、紙調査票をご利

用ください。 
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Ⅱ 調査についての注意事項 

 

１ 一般的事項 

 (1)  この調査は、統計法に基づき一般統計調査として承認されています。 

安心して調査に回答できるよう、調査関係者に対しては、調査で知り得た内容について秘

密を保護することが統計法第 41 条で規定されています。また、統計法第 39 条で調査票情報

を適正に管理すること、第 40 条で調査票情報を統計調査の目的以外に使用してはならない

ことがそれぞれ規定されています。 

調査票は外部の人の目に触れないよう厳重に管理され、また調査票は集計して調査結果を

得るためだけに使われ、行政上の経営管理や税務調査のための資料として使用することは絶

対にありません。 

 

 (2) この調査は、医療機関の経営に関する事項のみを調査するものです。したがって、医業と

家計とに共通的に利用されるものについては、両者を区分して医業に利用される部分をでき

るだけ正確に把握し、記入してください。 

 

 (3)  法人全体で包括して経理を行っているような場合には、それぞれの面積、従事者数、患者

数などにより按分して、調査客体となった施設分のみ記入してください。 

 

 (4) 歯科診療所として調査客体となったが、休・廃止した場合は、調査票１頁の「第１ 基本

データ ３ 貴院の活動状況」に該当する番号を記入して返送してください。 

 

 (5) 全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年の税務申告において

青色申告を行った個人立の診療所については、当該年の青色申告決算書及び付表等の税務申

告上の数字を基礎として記入することにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提

出することができます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものとは別に参考

として集計されますので、できる限り全項目の記入をお願いします。 

記入項目の一部省略の有無について、調査票２頁の「第１ 基本データ ９ 記入項目

の一部省略の有無」に該当する番号を記入してください。 

記入を省略できるのは、調査票３、４、８頁の「*」を付した項目です。 

 

２ 調査票の記入 

 (1) 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 (2) 金額は円単位で記入しますが、円未満の端数は四捨五入してください。 

 

 (3) 記入を誤ったときは、２本の横線を引いて抹消し、正しいものを記入してください。 

 

 (4) 合計欄がある場合は、必ず記入してください。 
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「第１  基本データ」の記入要領 （調査票１頁～２頁） 

 

○ 特に示してあるもののほかは、平成２９年５月３１日現在の事実について記入してください。 

 

１ 貴院の開設者 

    [調査票○1 欄] 

貴院が該当する開設者の番号を記入してください。 

  

２ 直近の２事業年 

（度） 

    [調査票○2 ○3 欄] 

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末

までに終了した事業年（度）を記入してください。なお、今後、直近の

２事業年（度）とあるものについては、ここで記入した期間が対象にな

ります。 

個人立診療所については、平成２７年１月１日から平成２７年１２月

３１日日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１まで

の期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。 

  

３ 貴院の活動状況 

    [調査票○4 欄] 

 貴院が該当する活動状況の番号を記入してください。 

回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了とな

ります。このまま調査票をご返送ください。 

   

４ 貴院の開設者が保

有する施設の状況 

    [調査票○5 欄] 

 貴院の開設者が保有する施設（病院、診療所、介護保険施設等）の状

況について、該当する番号を記入してください。 

   

５ ユニット数 

[調査票○6 ○7 欄] 

  直近の２事業年（度）それぞれの末日時点で設置されているユニット

数を記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１

日が直近の２事業年（度）の末日となります。 

   

６ 処方の状況 

    [調査票○8 ○9 欄] 

 

  平成２９年５月１日から５月３１日の期間内の処方せん料の算定（院

外処方）の回数及び処方料の算定（院内処方）の回数を記入してくださ

い。 

   

７ 在宅療養支援歯科

診療所の施設基準

の届出 

     [調査票○10欄] 

 平成２９年３月末までに終了した事業年（度）に、在宅療養支援歯科

診療所の施設基準に係る届出書を厚生局への届出の有無を記入して

ください。 

  

８ 消費税の経理方式 

     [調査票○11欄] 

 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の経理処理

について、貴院が適用している経理方式の番号を記入してください。 

 

１ 税込・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分しないで経理する方式（消費税を納めていない免税事業者は全

てこの方式となります。） 

 

２ 税抜・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分して経理する方式 

   

９ 記入項目の一部省

略の有無 

     [調査票○12欄] 

 全項目にご記入いただくのが原則ですが、平成２７年及び平成２８年

の税務申告において青色申告を行った個人立の診療所については、当該

年の青色申告決算書及び付表等の税務申告上の数字を基礎として記入

することにより、調査票の記入項目を一部省略する形式にて提出するこ

とができます。ただし、本形式による回答は、全項目に記入したものと

は別に参考として集計されますので、できる限り全項目の記入をお願い

します。 
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調査票の記入項目を一部省略する場合には、該当する番号を記入し

てください。 

記入を省略できるのは、調査票３、４、８頁の「*」を付した項目

です。 

52



- 6 -

「第２  損益」の記入要領 （調査票３頁～５頁） 

 

 

○ 特に示してあるものの他は、直近の２事業年（度）の２期間に提供した医業及び介護に関連

するすべての収益（支払基金・国保連等に請求中の未収分を含む）と、これに対応するすべて

の費用（未払分を含む）を記入してください。 

  ただし、家計分は含めないでください。 

 

○ 個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 当該年（度）の損益計算書（収支決算書）の数字を基礎として記入してください。「第１ 基

本データ ９ 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合は、平成２８年及び平成２

７年の所得税青色申告決算書、付表、その他税務申告用の帳簿等の数字を基礎として記入して

ください。 

 

○ 法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、当該診療所分のみを推計して記入し

てください。 

 

○ また、医薬品費と歯科材料費を区分しておらず、改めて直近２事業年度分を調べることが困

難な場合は、直近１ヶ月分等の割合を調べて按分して記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

医薬品費＝医薬品費・歯科材料費の総額× 
直近１ヶ月分等（※）の医薬品費 

直近１ヶ月分等（※）の医薬品費・歯科材料費 

  

※直近１ヶ月分、直近３ヶ月分など、医薬品費と歯科材料費の

割合を適切に反映していると思われる期間を調査して使用。 

 

○ 医薬品費と歯科材料費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入すること

が困難な場合や、税金等を診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお

困りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談くださ

い。 

 

○ 「第１ 基本データ ９ 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付し

た項目は記入を省略できます。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 医業収益 

    [調査票○1 ～○10欄] 

 

 

   

１ 保険診療収益 

   （患者負担含む） 

    [調査票○1 ○6 欄] 

 

 健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度及び生活

保護法、精神保健福祉法、感染症法等の公費負担医療に係る支払基金・

国保連等に対する請求金額及び窓口徴収金額の合計額を記入してくだ

さい。 

   

２ 労災等診療収益 

    [調査票○2 ○7 欄] 

 労災保険、自動車損害賠償責任保険などの金額を記入してください。 

 

   

３ その他の診療収益 

    [調査票○3 ○8 欄] 

 自費診療、社保・国保・公費による前歯の歯冠修復及び金属床総義歯

における差額収益などの金額を記入してください。 

   

* 

* 

* 
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４ その他の医業収益 

    [調査票○4 ○9 欄] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の(1)～(3)までの収益の合計額を記入してください。 

 

(1) 学校医・産業医・当番医の手当、健康診断、各種検診等の公衆衛生

・地域医療活動などによる収益 

 

(2) 臨時に他の医療機関を手伝って得た診療受託料、文書料（診断書料）、

各種手数料などによる収益 

 

(3) その他の収益 

 ① 有価証券売却益などによる収益 

 

 ② 受取利息、配当金、補助金（直近の２事業年（度）において国、

地方公共団体、その他から経常的費用の支出に充てるために交付さ

れたもの）、退職給付引当金、徴収不能引当金などの諸引当金の戻

入額などによる収益 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅱ 介護収益 

    [調査○11～○16欄] 

診療所として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄“

□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「Ⅱ 介護収益」の

記入の必要はありません。 

   

１ 居宅サービス収益 

    [調査票○11○14欄] 

  居宅サービスに係る収益で、国保連等に対する請求金額及び利用者か

らの徴収金額の合計額を記入してください。 

   

２ その他の介護収益 

    [調査票○12○15欄] 

 

 上記の科目に属さない介護収益について記入してください。 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅲ 医業・介護費用 

    [調査票○17～○48欄] 

 「Ⅰ 医業収益」及び「Ⅱ 介護収益」に対応する費用の額を記入し

てください。 

   

１  給与費 

    [調査票○17○33欄] 

調査対象となった診療所で直接業務に従事する役員・職員に対する、

次の（１）～（６）までの費用の合計額を記入してください。 

役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務してい

るなど、診療所単位の給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、

当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・職員の

給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  役員Ａの調査対象診療所分の給料等 ＝ 

   

  
役員Ａの給料等総額× 

役員Ａの調査対象診療所での勤務時間（※） 

  役員Ａの総勤務時間（※） 

   

  ※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

   

 (1) 給料 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する給

与額。 

給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 

* 

* 
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個人立診療所で、青色事業専従者に支給した給与も含めてくださ

い。 

また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支

給している場合には、その金額を含めてください。 

 

(2) 賞与 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する確

定済みの賞与、期末手当等の一時金のうち、当該会計期間に係る部分

の金額。 

個人立診療所で、青色事業専従者に支給した賞与についても、当該

会計期間に係る部分の金額を含めてください。 

 

(3) 賞与引当金繰入額 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する翌

会計期間に確定する賞与等の当該会計期間に係る部分の見積額。 

 

(4) 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金制度がある診療所は、直近の２事業年（度）に退職

給付引当金として繰入れた額。（※退職給付引当金制度がない場合は

０） 

 

(5) 退職金支払額 

退職給付引当金制度がない診療所は、直近の２事業年（度）に支給

した退職金。（※退職給付引当金制度がある場合は０） 

 

(6) 法定福利費 

法令に基づいて支給した次の①～③までの費用の合計額。 

 

① 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

② 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

③ 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災

保険）の事業主負担額 

   

(うち)通勤手当 

[調査票○18○34欄] 

 通勤費用の現金支給、通勤用定期乗車券の現物支給の総額を記入して

ください。 

   

(うち)法定福利費 

[調査票○19○35欄] 

法令に基づいて支給した次の(1)～(3)までの費用の合計額について

記入してください。 

(1) 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(2) 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(3) 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災保

険）の事業主負担額 

   

２ 医薬品費 

    [調査票○20○36欄] 

 費消した医薬品について、実際の購入価格によって計算した額を記入

してください。 

 医薬品費とは、投薬用薬品、外用薬、歯科用薬品、注射用薬品、試薬、

造影剤などの費消額をいいます。 

 貴院の経営実態に応じ、下記のとおり算出して下さい。 

 

※医薬品費と歯科材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業

年度分を調べることが困難な場合は、６頁を参照して按分してくださ
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い。 

   

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、「医薬品費」を

独立科目として表示している場合 

  直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の金額 

  

(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の医薬品購入額 

   

３ 歯科材料費 

    [調査票○21○37欄] 

  費消した以下の材料について、実際の購入価格によって計算した額を

記入してください。 

 

※医薬品費と歯科材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業

年度分を調べることが困難な場合は、６頁を参照して按分してくださ

い。 

 

(1) 歯科材料費 

  歯科用金銀パラジウム合金、歯科用充填材料、歯科用合着・接着材 

料などの費消額 

 

(2) 診療材料費 

    レントゲンフィルム、酸素、印象材、石膏など１回ごとに消費する 

ものの費消額 

 

(3) 医療消耗器具備品費 

    注射針・筒、バー、鉗子類などの診療用具で使用を開始したものの 

費消額（払出額） 

 

  なお、貴院の経営実態に応じ、下記のとおり算出して下さい。  

 

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、上記「歯科材

料費」等を独立科目として表示している場合 

  直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の金額 

 

(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の「歯科材料費」等購入額 

   

４ 委託費 

    [調査票○22○38欄] 

 歯科技工、医療用廃棄物、医療事務、清掃、経理、各種器械保守など

の委託した業務の対価としての費用を記入してください。 

   

５ 減価償却費 

   ［調査票○23～○25欄] 

   ［調査票○39～○41欄] 

 税務申告などのために作成した直近の２事業年（度）の損益計算書（

収支決算書）の額を記入してください。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)建物減価償却費 

    [調査票○24○40欄] 

  建物の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)医療機器減価償 

      却費 

    [調査票○25○41欄] 

  医療機器の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してくだ

さい。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の２事業年（度）

実績がわからない診療所は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

* 

* 
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に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

６ その他の医業・ 

  介護費用 

   [調査票○26～○30欄] 

   [調査票○42～○46欄] 

 支払又は費消した金額を記入してください。 

 「その他の医業・介護費用」に該当する費目は、１７頁の「参考資料

１」を参考にし、その合計額を記入してください。 

   

(うち)土地賃借料 

    [調査票○27○43欄] 

土地賃借料の金額を記入してください。 

  

(うち)設備機器賃借料 

    [調査票○28○44欄] 

  固定資産に計上を要しない設備、機器の使用料（リース料、レンタル

料）で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)医療機器賃借料 

    [調査票○29○45欄] 

  医療機器の使用料（リース料、レンタル料）で、直近の２事業年（度）

実績を記入してください。 

   

(うち)控除対象外消

費税等負担額 

[調査票○30○46欄] 

 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。 

 直近の２事業年（度）において、税法上損金に算入している控除対象
外消費税額等（仕入税額控除ができない仮払消費税額（地方消費税含
む））の金額を記入してください。 

※法人全体の総額しか把握していない場合には、総額を消費税課税対象

費用額の割合で按分し、調査対象となった診療所分の負担額を記入し

てください。 

この按分が不可能な場合は、医業・介護費用額、職員数などを用いて

計算してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  調査対象診療所の控除対象外消費税等負担額 ＝ 

   

  法人全体の控除対象外

消費税等負担額 
× 

調査対象診療所の消費税課税対象費用額 

  法人全体の消費税課税対象費用額 

   

医業・介護費用合計の

うち消費税課税対象費

用 

[調査票○32○48欄] 

 医業・介護費用合計額のうち、消費税課税対象の費用の合計額を記入

してください。 

原則として、「通勤手当」＋「医薬品費」＋「歯科材料費」＋「委託

費」＋「その他の医業・介護費用のうち消費税課税対象費用」で計算し

た金額となります。（医業・介護費用合計額から、１９頁の「参考資料

２」に記載の消費税非課税費用を除いた金額となります。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 

  

Ⅳ 損益差額 

    [調査票○49○50欄] 

  「医業収益合計（○5 ○10欄）」＋「介護収益合計（○13○16欄）」－「医業

・介護費用合計（○31○47欄）」で計算した金額と一致するか確認してくだ

さい。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

   

Ⅴ 税金 

[調査票○51～○56欄] 

 

 

個人立診療所については記入の必要はありません。 

法人全体の税金総額を利益（医業・介護収益－医業・介護費用）金額

の割合で按分し、調査対象となった診療所分の負担額を記入してくださ

い。 

 この按分が不可能な場合は、医業収益額、職員数などを用いて計算し

てください。 
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＜按分の計算例＞ 

  
調査対象診療所の税金＝法人全体の税金× 

調査対象診療所の利益 

  法人全体の利益 

   

１ 法人税 

[調査票○51○54欄] 

 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の法人税確定申告書の「

法人税額計」の金額のうち、調査対象となった診療所分の負担額を記入

してください。 

   

２ 住民税 

[調査票○52○55欄] 

 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の住民税確定申告書の「

年税額」（「法人税割額」＋「均等割額」）の金額のうち、調査対象と

なった診療所分の負担額を記入してください。 

   

３ 事業税 

[調査票○53○56欄] 

 個人立以外の診療所は直近の２事業年（度）の「事業税確定申告書」

の「合計事業税額」の金額のうち、調査対象となった診療所分の負担額

を記入してください。 

※「Ⅲ 医業・介護費用」の「６ その他の医業・介護費用」に含めた

ものについては、除いて記入してください。 

   

Ⅵ 税引後の総損益 

差額 

    [調査票○57○58欄] 

  個人立診療所については記入の必要はありません。 

  「損益差額（○49○50欄）」－「税金（○51～○56欄）」で計算した金額と一

致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 
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「第３  給与」の記入要領 （調査票６頁） 

 

 

○ 直近の２事業年（度）における、調査対象となった診療所で直接業務に従事する常勤職員に

係る給与状況などについて記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 個人立診療所で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、この調査票に含め

て記入してください。 

 

○ 役員・職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に勤務しているなど、診療所単位の

給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収

益額など、当該役員・職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してくだ

さい。 

 

＜按分の計算例＞  

  

役員Ａの調査対象診療所分の給料等 ＝  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象診療所での勤務時間（※） 

役員Ａの総勤務時間等（※） 

  

※当該役員・職員の勤務時間、医業・介護収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点

等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入

してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

常勤職員 

 

  常勤職員とは、その施設で定められた就業時間をすべて勤務する者を

いいます。 

   

常勤職員の給料・賞与 

  [調査票○1 ～○60欄] 

 

 

   

 延べ人員（人月） 

  [調査票○1 ～○10欄] 

  [調査票○31～○40欄] 

    

 直近の２事業年（度）に給与を支給した常勤職員の延べ人員（人月）

について、職種区分毎に延べ人月数を記入してください。 

 個人立診療所で、青色事業専従者として給与を支給される者について

も、この欄に含めて記入してください。 

 例えば、ある職種に２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（

１２ヶ月）従事しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事してい

た場合には、当該職種の「延べ人員（人月）」は１８人月となります。 

   

 給  料 

  [調査票○11～○20欄] 

  [調査票○41～○50欄] 

    

 

 

  直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した現金給与額の職種区分毎

の総額を記入してください｡ 

 個人立診療所で、青色事業専従者に支給した給与についても、この欄

に含めて記入してください。 

 給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手当、

夜勤手当、危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として職員に
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支給したすべてのものが含まれます。 

  また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支給

している場合には、その金額を含めてください。 

  なお、年俸制を適用されている者については、直近の２事業年（度）

の年俸と当該年（度）に支給した諸手当とを合算した額を記入してくだ

さい。 

  

  賞  与 

  [調査票○21～○30欄] 

  [調査票○51～○60欄] 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した賞与、期末手当等の一時

金の職種区分毎の総額を記入してください。 

 個人立診療所で、青色事業専従者に支給した賞与についても、この欄

に含めて記入してください。 

 

 院 長 

 

 

 

  個人立診療所の開設者でない院長、個人立診療所以外の院長について

記入してください。 

 個人立診療所の開設者である院長は、「人員」、「給料」及び「賞与」

の欄に数字の「０」を必ず記入してください。 

  

事務職員 主として事務（総務、人事、財務、医事等）を担当している職員（

医師事務作業補助者（医療クラーク）、診療情報管理士を含む）をい

います。 

  

 技能労務員・労務員   電気、水道、ボイラー業務などの技術員・補助員、労務員をいいます。 

   

 役 員 

 

 

 

  医療法人立などで、調査対象となった診療所で直接業務に従事する役

員（理事長、理事、監事）をいいます。 

  使用人兼務役員については、他の職種の欄に記入してください。例え

ば、理事（長）兼院長の場合は「院長」、理事兼事務長の場合は「事務

職員」の欄に記入してください。 
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「第４  資産・負債」の記入要領  （調査票８頁） 

 

 

○ 個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していな

い場合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「第４ 資産・負

債」の記入の必要はありません。 

 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの末日の貸借対照表の数字を基礎として記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（

度）の末日となります。 

 

○ 法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合な

ど、調査対象となった診療所分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調

査対象となった診療所分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

調査対象診療所の資産・負債＝法人全体の資産・負債× 
調査対象診療所の延べ面積等（※） 

法人全体の延べ面積等（※） 

  

※面積、従事者数の割合など、調査対象となった診療所分の

実態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 診療所単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点

等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分の資産・負債と介護保険分

の資産・負債との合計額を記入してください。 

 

○ 「第１ 基本データ ９ 記入項目の一部省略の有無」の回答が「２」の場合、「*」を付し

た項目は記入を省略できます。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 流動資産 

   [調査票○1 ○5 欄] 

 

 

 現金及び預金、経常的な活動によって生じた未収金等の債権及びその

１年以内に回収可能な債権、売買目的有価証券等、医薬品、診療材料、

給食用材料、貯蔵品等のたな卸資産、前払費用で１年以内に費用となる

ものなどの総額を記入してください。 

   

Ⅱ 固定資産 

   [調査票○2 ○6 欄] 

 

 建物、構築物、医療用器械備品、その他の器械備品、車両及び船舶、

放射性同位元素、その他の有形固定資産、土地、建設仮勘定、借地権、

ソフトウェア、長期貸付金などの総額を記入してください。 

   

Ⅲ 繰延資産 

   [調査票○3 ○7 欄] 

 

 創業費（法人の設立登記までに支出した費用及び設立してから事業を

開始するまでの間に支出した開設準備のための費用）、企業債発行差金、

試験研究費などの総額を記入してください。 

   

   資産合計 

   [調査票○4 ○8 欄] 

 「Ⅰ 流動資産」（○1 ○5 欄） 、「Ⅱ 固定資産」（○2 ○6 欄）、「Ⅲ 

繰延資産」（○3 ○7 欄）の合計を記入してください。 

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を

税務署に提出した場合は、当該「貸借対照表（資産負債調）」の資産の

部の数字にもとづき記入してください。 

   

Ⅳ 流動負債  経常的な活動によって生じた買掛金、支払手形等の債務及びその他期

* 

* 

* 

* 
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   [調査票○9 ○12欄] 間が１年以内に到来する債務などの総額を記入してください。 

   

Ⅴ 固定負債 

   [調査票○10○13欄] 

 

 

 長期借入金、その他経常的な活動以外の原因から生じた支払手形、未

払金などのうち、期間が１年を超えるもの、引当金のうち、退職給付引

当金のように、通常１年を超えて使用される見込みのものなどの総額を

記入してください。 

 

   負債合計 

   [調査票○11○14欄] 

「Ⅳ 流動負債」（○9 ○12欄） 、「Ⅴ 固定負債」（○10○13欄）の合計

を記入してください。 

個人立診療所であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を

税務署に提出した場合は、当該「貸借対照表（資産負債調）」の負債の

部の数字にもとづき記入してください。 

* 
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「第５  設備投資額」の記入要領 （調査票９頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。 

個人立診療所は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月

１日から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 診療所として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入

してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

設備投資額 

[調査票○1 ～○18欄] 

 

  

設備投資額（土地を含

む） 

[調査票○1 ○10欄] 

 土地、建物、建物附属設備、医療用器械備品などの固定資産の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 

   

(うち)建物（建物附属

設備を含み、土

地を除く） 

[調査票○2 ○11欄] 

 

(うち)医療機器 

[調査票○3 ○12欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○4 ○13欄] 

 

 

 

(うち)調剤用機器 

[調査票○5 ○14欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○6 ○15欄] 

 

 

 

(うち)医療情報シス

テム用機器 

[調査票○7 ○16欄] 

 

 

(うち)リース分 

[調査票○8 ○17欄] 

 

 

 

設備投資額のうち消

費税課税対象の投資

額 

[調査票○9 ○18欄] 

 

 診療棟など診療所に属する建物（電気、空調、冷暖房、昇降機、給排

水など建物に附属する設備を含む）の取得価額（未払額含む）を記入し

てください。ただし、土地は除きます。 

 

 

 医療機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）

を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限りま

す。 

 

 調剤用機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している調剤用機器の取得価額（リース期間中のリース料総

額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限

ります。 

 

 レセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子カルテ、オーダリ

ングシステムなどの医療事務や診療を支援する医療情報システム用機

器（ソフトウェアを含む）の取得価額（未払額含む）を記入してくださ

い。 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療情報システム用機器の取得価額（リース期間中

のリース料総額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されて

いるものに限ります。 

 

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産のうち、消費税課税対

象となる資産にかかる取得価額（未払額含む）を記入してください。（

消費税関連項目について１９頁の「参考資料２」を参考にしてくださ

い。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 
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参考資料１ 

 

 

「その他の医業・介護費用」について（調査票４頁） 

 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」において「６ その他の医業・介護費用」に含ま

れる費目は次のとおりです。 

 

○ これら費目で、発生主義の原則に基づき、直近の２事業年（度）に支払（未払分を含む）又

は費消した金額の合計額を記入してください。 

 

福利厚生費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅費交通費 
 
職員被服費 
 
通 信 費 
 
広告宣伝費 
 
 
消 耗 品 費      
 
 
 
消耗器具備品費 
 
 
 
車 両 費 
 
会 議 費 
 
光 熱 水 費      
 
修 繕 費 
 
 
 
賃 借 料 
 
 
 
土地賃借料 
 
建物賃借料 
 
医療機器賃借料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のために
要する法定外福利費 
       
(1) 看護宿舎、食堂、売店など福利施設を利用する場合における事業主

負担額 
       
(2) 診療、健康診断などを行った場合の減免額、その他衛生、保健、慰

安、修養、教育訓練などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際
して一定の基準により支給される金品などの現物給与 

 
 業務のための出張旅費。ただし、研究、研修のための旅費を除く。 
 
  従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診療衣、作業衣などの費用 
 
  電信料、電話料、郵便料金など通信のための費用 
 
 機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費
用 
 
  カルテ、検査伝票、会計伝票など医療用・事務用の用紙、帳簿、電球、
洗剤など１年以内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するも
のは除く。 
 
  事務用のスケール、計算機など減価償却を必要としないもので１年を
超えて使用できるものの費消額。ただし、医療消耗器具備品費に属する
ものを除く。 
 
  乗用車、救急車、巡回用自動車、船舶などの燃料、車両検査などの費用 
 
  運営諸会議など院内管理のための会議の費用 
 
  電気料、ガス料、水道料、石油、プロパンガスなどの費用 
 
  有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、原状回復に要し
た通常の修繕のための費用。（固定資産の耐用年数の延長又は当該資産
の能率、能力などを高めるような改良に要する費用は含まれません。） 
 
  設備、器械の使用料などの費用（リース料・レンタル料）。 
 ただし、土地賃借料、建物賃借料及び医療機器賃借料に属するものを
除く。 
 
  土地の賃借料 
 
  建物、部屋の賃借料 
 
  医療機器の賃借料 
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損害保険料 
 
 
交 際 費 
 
諸 会 費 
 
租 税 公 課      
 
 
 
 
 
医業貸倒損失 
 
 
貸倒引当金繰入
額 
 
研究費・研修費 
 
 
本部費配賦額 
 
 
支 払 利 息      
 
有価証券売却損 
 
患者外給食用材
料費 
 
診療費減免額 
 
医業外貸倒損失 
 
 
貸倒引当金医業
外繰入額 
 
固定資産売却損 
 
固定資産除却損 
 
災害損失 
 
雑   費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  火災保険料、歯科医師賠償責任保険料、自動車損害賠償責任保険料な
どの費用 
 
  接待費及び慶弔など交際に要する費用 
 
  各種任意団体に対する会費、分担金などの費用 
 
(1) 固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、登録免許税など

の租税で、原則として税法上損金に算入されるもの 
 
(2) 社団、財団、町会などに対する公共的な性格をもつ会費（歯科医師

会費など）、賦課金 
 
  医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で補填されない部分の金
額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もられ
る部分の金額 
 

研究材料の費用、研究・研修用図書の購入費、学会への参加旅費など
の費用 
 
 法人立の場合など、本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配
賦された本部の費用 
 
  短期借入金、長期借入金の支払利息 
 
 売買目的で所有する有価証券を売却した場合の売却損 
 
 従業員等患者以外に提供した食事に対する材料費。ただし、給食業務
を委託している場合には、患者外給食委託費とする。 
 
 患者に無料又は低額な料金で診療を行う場合の割引額など 
 
 医業未収金以外の債権の回収不能額のうち、貸倒引当金で補填されな
い部分の金額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金以外の債権の発生額のうち、回収
不能と見積もられる部分の金額 
 
 固定資産の売却価額がその帳簿額に不足する差額 
       
  固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用 
 
 火災、出水等の災害に係る廃棄損と復旧に関する支出の合計額 
 
  寄付金など上記の科目に属さない費用など 
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参考資料２ 

 

 

消費税関連項目について 

 

 

○ 以下の表は、費用の科目ごとに、一般的に消費税非課税となるものを記載しております。 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 医業・介護費用」、「第５ 設備投資額」のうち、消費税関連項目

の記入の際の参考としてください。 

 

科目 消費税非課税となるもの 

第２ 損益 

「Ⅲ 医業・介護費用」に

含まれるもの 

 

給与費 

 

減価償却費 

 

 

土地賃借料 

 

固定資産税等 

 

機器設備保険料 

 

車両関係費 

 

福利厚生費 

 

旅費交通費 

 

通信費 

 

広告宣伝費 

 

保険料 

 

交際費 

 

租税公課 

 

医業貸倒損失 

 

貸倒引当金繰入額 

 

研究費・研修費 

 

 

支払利息、有価証券売却

損、医業外貸倒損失、貸

倒引当金医業外繰入額 

 

 

 

 

 

給料、賞与、退職金、法定福利費（通勤手当は課税） 

 

すべて非課税 

（減価償却資産の購入代金は、購入時に一括して課税） 

 

すべて非課税 

 

固定資産税、都市計画税等の租税公課 

 

すべて非課税 

 

自動車損害賠償責任保険料、自動車税 

 

慶弔費、団体生命保険料 

 

海外渡航費、滞在費 

 

国際通信、国際郵便料金 

 

プリペイドカード等の購入費 

 

すべて非課税 

 

慶弔費、餞別などの現金支出、商品券・ビール券等の購入費 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

歯科医師等に支給する研究助成金（一種の特別手当として給与等

に該当する場合） 

 

すべて非課税 
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診療費減免額 

 

固定資産売却損、固定資

産除却損、災害損失 

 

 雑費 

 

 

第５ 設備投資額 

保険診療に関する免除額 

 

すべて非課税 

 

 

行政手数料、寄付金 

 

 

土地の取得額 
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平 成 ２ ９ 年  医 療 経 済 実 態 調 査 

保険薬局調査票 記入要領 
 

 

 

 

 

 

 

 厚 生 労 働 省          

中央社会保険医療協議会 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

厚生労働省 医療経済実態調査事務局 

フリーダイヤル    ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

フリーダイヤルＦＡＸ ０１２０－ＸＸＸ－ＸＸＸ 

ホームページ      https://www.XXXXXX/ 

受付時間       ○○：○○～○○：○○ 

 

※ 費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を

記入することが困難な場合や、資産・負債、税金等を薬局単位で算出するこ

とが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございまし

たら、上記までご相談ください。 
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医療経済実態調査（保険薬局調査票） 

 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整

備することを目的とします。 

 

２ 調査の対象及び客体 

 (1) 調査の対象 

   保険調剤を行っている全国の保険薬局のうち、１か月の調剤報酬明細書の取扱件数が 

３００件以上の薬局を対象とします。 

 

 (2) 調査の客体 

   調査対象となる保険薬局を、地域別及び開設者別に層化し、それぞれ無作為に１／２５を

抽出して客体を選定します。 

 

３ 調査の主体 

  厚生労働省中央社会保険医療協議会が実施します。 

 

４ 調査の時期 

  平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末までに終了した事業年（

度）の２期間について実施します。 

 

５ 調査票の内容 

 (1) 第１ 基本データ 

 (2) 第２ 損益 

 (3) 第３ 給与 

 (4) 第４ 資産・負債 

 (5) 第５ 設備投資額 

(6) 自由記載欄 

 

６ 調査の方法 

  保険薬局の管理者が記入します。 

 

７ 調査票の提出期限 

  「電子調査票のご利用ガイド」をご覧いただき、平成２９年７月１４日までにホームページ

にて電子調査票を提出してください。電子調査票をご利用できない場合のみ、紙調査票をご利

用ください。 
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Ⅱ 調査についての注意事項 

 

１ 一般的事項 

 (1)  この調査は、統計法に基づき一般統計調査として承認されています。 

安心して調査に回答できるよう、調査関係者に対しては、調査で知り得た内容について秘

密を保護することが統計法第 41 条で規定されています。また、統計法第 39 条で調査票情報

を適正に管理すること、第 40 条で調査票情報を統計調査の目的以外に使用してはならない

ことがそれぞれ規定されています。 

調査票は外部の人の目に触れないよう厳重に管理され、また調査票は集計して調査結果を

得るためだけに使われ、行政上の経営管理や税務調査のための資料として使用することは絶

対にありません。 

 

 (2) この調査は、薬局の経営に関する事項のみを調査するものです。したがって、薬局と家計

とに共通的に利用されるものについては、両者を区分して薬局に利用される部分をできるだ

け正確に把握し、記入してください。 

 

 (3)  法人全体で包括して経理を行っているような場合には、それぞれの面積、収入、従事者数

などにより按分して、調査客体となった施設分のみ記入してください。 

 

 (4) 保険薬局として調査客体となったが、休・廃止した場合は、調査票１頁の「第１ 基本デ

ータ ３ 貴薬局の活動状況」に該当する番号を記入して返送してください。 

 

２ 調査票の記入 

 (1) 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 (2) 金額は円単位で記入しますが、円未満の端数は四捨五入してください。 

 

 (3) 記入を誤ったときは、２本の横線を引いて抹消し、正しいものを記入してください。 

 

 (4) 合計欄がある場合は、必ず記入してください。 

 

 

71



- 4 -

「第１ 基本データ」の記入要領 （調査票１頁～２頁） 

 

○ 特に示してあるもののほかは、平成２９年５月３１日現在の事実について記入してください。 

 

１ 貴薬局の開設主体 

    [調査票○1 欄] 

貴薬局が該当する開設主体の番号を記入してください。 

  

２ 直近の２事業年 

（度） 

    [調査票○2 ○3 欄] 

平成２８年３月末までに終了した事業年（度）及び平成２９年３月末

までに終了した事業年（度）を記入してください。なお、今後、直近の

２事業年（度）とあるものについては、ここで記入した期間が対象にな

ります。 

個人薬局については、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１

日まで及び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの期

間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。 

  

３ 貴薬局の活動状況 

    [調査票○4 欄] 

 貴薬局が該当する活動状況の番号を記入してください。 

回答が「２」、「３」、「４」の場合は、ここで本調査は終了とな

ります。このまま調査票をご返送ください。 

   

４ 同一法人の保険調

剤を行っている店

舗数 

  [調査票○5 欄] 

 個人薬局については、記入の必要はありません。法人立の保険薬局の

み記入してください。 

 同一法人が、調査対象となった保険薬局の他に保険薬局を開設してい

る場合は、その店舗数を記入してください。ただし、保険調剤を行って

いる店舗に限ります。また、フランチャイズ店舗は除きます。 

※ホールディングス形態の場合も、ホールディングス全体の店舗数では

なく同一法人単位の店舗数を記入してください。 

  

５ 保険調剤の状況 

  [調査票○6 ～○8 欄] 

 

   

  処方せん枚数 

  [調査票○6 ○8 欄] 

調剤した処方せんの枚数について、平成２９年３月末までに終了した

直近の２事業年（度）の実績を記入してください。 

 個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及

び平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までが直近の２事

業年（度）となります。 

   

  調剤した後発医薬

品のある先発医薬

品及び後発医薬品

の数量（薬価基準

の規格単位ベー

ス）のうち後発医

薬品の割合 

  [調査票○7 欄] 

 調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量（薬価基

準の規格単位ベース）のうち、後発医薬品の占める割合について、平成

２９年３月末までに終了した直近の１事業年（度）の実績を記入してく

ださい。 

個人薬局は、平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までが

直近の１事業年（度）となります。 

 

後発医薬品の割合＝ 
調剤した後発医薬品の数量（薬価基準の規格単位ベース） 

×100 調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量 

（薬価基準の規格単位ベース） 

 

 （注）小数点第２位を四捨五入してください。 

   

６ 調剤用備蓄医薬品

品目数（薬価基準

収載品目） 

  [調査票○9 ～○14欄] 

 平成２９年５月３１日現在において備蓄している調剤用医薬品（内用

薬､外用薬、注射薬）の品目数及びそのうちの後発医薬品品目数を記入

してください。 

 

   

７ 調剤基本料等の状  
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況 

  [調査票○15○16欄] 

  

算定している調剤

基本料 

[調査票○15欄] 

算定している調剤基本料の番号を記入してください。 

  

特定の保険医療機

関に係る処方せん

による調剤の割

合（集中率） 

[調査票○16欄] 

平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの期間について、

特定の保険医療機関に係る処方せんの受付回数を全ての処方せんの受

付回数で除して得た値を記入してください。 

（注）小数点第２位を四捨五入してください。 

  

８ 立地状況 

[調査票○17～○19欄] 

 

  

立地 

[調査票○17欄] 

貴薬局の立地として最も近いものの番号を記入してください。「前」

とは、医療機関の敷地と接している場所や医療機関の敷地から公道等を

挟んだ場所など、特定の医療機関のまわりの場所をいいます。 

  

処方せんの応需状

況 

[調査票○18欄] 

貴薬局の処方せんの応需状況として最も近いものの番号を記入して

ください。「近隣」には同一敷地内も含まれます。 

  

特定の保険医療機

関との不動産の賃

貸借関係 

[調査票○19欄] 

特定の保険医療機関との不動産の賃貸借関係の有無（調剤基本料の根

拠）について、該当する番号を記入してください。 

  

９ 薬学管理等の状況 

  [調査票○20○21欄] 

 

平成２９年３月末までに終了した事業年（度）の１年間の在宅患者訪

問薬剤管理指導料の算定回数及び居宅療養管理指導費（介護保険）の算

定回数を記入してください。 

個人薬局の場合は、平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日

までの１年間の保険調剤の状況について記入してください。 

   

10 消費税の経理方式 

  [調査票○22欄] 

 

 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の経理処理

について、貴薬局が適用している経理方式の番号を記入してください。 

 

１ 税込・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分しないで経理する方式（消費税を納めていない免税事業者は全

てこの方式となります。） 

 

２ 税抜・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額とを

区分して経理する方式 

 

73



- 6 -

「第２  損益」の記入要領 （調査票３頁～４頁） 

 

 

○ 特に示してあるものの他は、直近の２事業年（度）の２期間に提供した薬局事業に関連する

すべての収益（支払基金・国保連等に請求中の未収分を含む）と、これに対応するすべての費

用（未払分を含む）を記入してください。 

  ただし、家計分は含めないでください。 

 

○ 個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日

から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 当該年（度）の損益計算書（収支決算書）の数字を基礎として記入してください。 

 

○ 法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、当該薬局分のみを推計して記入して

ください。 

 

○ 費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入すること

が困難な場合や、税金等を薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困

りの点・ご不明な点等ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 収益 

    [調査票○1 ～○8 欄] 

 

 

   

１ 保険調剤収益 

   （患者負担含む） 

    [調査票○1 ○5 欄] 

 

 健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度及び生活

保護法、精神保健福祉法、感染症法等の公費負担医療に係る支払基金・

国保連等に対する請求金額及び窓口徴収金額の合計額を記入してくだ

さい。 

   

２ 公害等調剤収益 

    [調査票○2 ○6 欄] 

 公害医療、労災保険、自動車損害賠償責任保険などの金額を記入して

ください。 

   

３ その他の薬局事業

収益 

  [調査票○3 ○7 欄] 

 

 

 

 自費診療による調剤収益、一般用医薬品、煙草、化粧品、雑貨等の販

売収益などの金額を記入してください。 

 また、受取利息、配当金、退職給付引当金、徴収不能引当金などの諸

引当金の戻入額などの金額も、この欄に含めて記入してください。 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅱ 介護収益 

    [調査票○9 ～○14欄] 

 保険薬局として介護保険事業を実施していない場合は、チェック欄 

“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「Ⅱ 介護収益」

の記入の必要はありません。 

   

１ 居宅サービス収益 

    [調査票○9 ○12欄] 

  居宅サービスに係る収益で、国保連等に対する請求金額及び利用者か

らの徴収金額の合計額を記入してください。 

   

２ その他の介護収益 

    [調査票○10○13欄] 

 

 上記の科目に属さない介護収益について記入してください。 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

   

Ⅲ 費用 

    [調査票○15～○44欄] 

 「Ⅰ 収益」及び「Ⅱ 介護収益」に対応する費用の額を記入してく

ださい。 
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１  給与費 

    [調査票○15○30欄] 

調査対象となった薬局で直接業務に従事する役員・職員に対する、次

の（１）～（６）までの費用の合計額を記入してください。 

役員・職員が同一法人の保有する複数の薬局等に勤務しているなど、

薬局単位の給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、当該役員

・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員の給料等を最も適切に

反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  役員Ａの調査対象薬局分の給料等 ＝ 

   

  
役員Ａの給料等総額 × 

役員Ａの調査対象薬局での勤務時間（※） 

  役員Ａの総勤務時間（※） 

   

  ※当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員の

給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

   

 (1) 給料 
直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する給

与額。 

給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 

個人薬局で、青色事業専従者に支給した給与も含めてください。 

また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支

給している場合には、その金額を含めてください。 

 

(2) 賞与 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する確

定済みの賞与、期末手当等の一時金のうち、当該会計期間に係る部分

の金額。 

個人薬局で、青色事業専従者に支給した賞与についても、当該会計

期間に係る部分の金額を含めてください。 

 

(3) 賞与引当金繰入額 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する翌

会計期間に確定する賞与等の当該会計期間に係る部分の見積額。 

 

(4) 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金制度がある薬局は、直近の２事業年（度）に退職給

付引当金として繰入れた額。（※退職給付引当金制度がない場合は

０） 

 

(5) 退職金支払額 

退職給付引当金制度がない薬局は、直近の２事業年（度）に支給し

た退職金。（※退職給付引当金制度がある場合は０） 

 

(6) 法定福利費 

法令に基づいて支給した次の①～③までの費用の合計額。 

 

① 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

② 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金

保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

75



- 8 -

③ 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災

保険）の事業主負担額 

   

(うち)通勤手当 

[調査票○16○31欄] 

 通勤費用の現金支給、通勤用定期乗車券の現物支給の総額を記入して

ください。 

  

(うち)法定福利費 

[調査票○17○32欄] 

法令に基づいて支給した次の(1)～(3)までの費用の合計額について

記入してください。 

(1) 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(2) 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、年金保

険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(3) 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災保

険）の事業主負担額 

   

２ 医薬品等費 

    [調査票○18○33欄] 

  費消した医薬品、材料等について、実際の購入価格によって計算した

額を記入してください。 

 医薬品等費とは、調剤用医薬品、一般用医薬品、材料費、その他品目（

煙草、化粧品、雑貨等）の費消額をいいます。 

 貴薬局の経営実態に応じ、下記のとおり算出してください。 

 

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、「医薬品等費」

又は「調剤用医薬品費」を独立科目として表示している場合 

  直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の額 

 

(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の購入額 

  

３ 委託費 

[調査票○19○34欄] 

  委託した業務の対価としての費用を記入してください。 

   

    

４ 減価償却費 

   ［調査票○20～○22欄] 

   ［調査票○35～○37欄] 

 

 税務申告などのために作成した直近の２事業年（度）の損益計算書（

収支決算書）の額を記入してください。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）

実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)建物減価償却費 

    [調査票○21○36欄] 

  建物の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）

実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)調剤用機器減価

償却費 

    [調査票○22○37欄] 

  調剤用機器の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してく

ださい。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）

実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

５ その他の経費 

    [調査票○23～○27欄] 

    [調査票○38～○42欄] 

 支払又は費消した金額を記入してください。 

 「その他の経費」に該当する費目は、１５頁の「参考資料１」を参考

にし、その合計額を記入してください。 

   

(うち)土地賃借料 

    [調査票○24○39欄] 

土地賃借料の金額を記入してください。 
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(うち)設備機器賃借料 

    [調査票○25○40欄] 

  固定資産に計上を要しない設備、機器の使用料（リース料、レンタル

料）で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)調剤用機器賃借

料 

    [調査票○26○41欄] 

  調剤用機器の使用料（リース料、レンタル料）で、直近の２事業年（

度）実績を記入してください。 

   

(うち)控除対象外消

費税等負担額 

[調査票○27○42欄] 

 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。 

 直近の２事業年（度）において、税法上損金に算入している控除対象
外消費税額等（仕入税額控除ができない仮払消費税額（地方消費税含
む））の金額を記入してください。 

※法人全体の総額しか把握していない場合には、総額を消費税課税対象

費用額の割合で按分し、調査対象となった薬局分の負担額を記入して

ください。 

この按分が不可能な場合は、費用額、職員数などを用いて計算してく

ださい。 

 

＜按分の計算例＞ 

   

  調査対象薬局の控除対象外消費税等負担額 ＝ 

   

  法人全体の控除対象外

消費税等負担額 
× 

調査対象薬局の消費税課税対象費用額 

  法人全体の消費税課税対象費用額 

  

費用合計のうち消費税

課税対象費用 

[調査票○29○44欄] 

 費用合計額のうち、消費税課税対象の費用の合計額を記入してくださ

い。 

原則として、「通勤手当」＋「医薬品等費」＋「委託費」＋「その他

の経費のうち消費税課税対象費用」で計算した金額となります。（費用

合計額から、１７頁の「参考資料２」に記載の消費税非課税費用を除い

た金額となります。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 

  

Ⅳ 損益差額 

   [調査票○45○46欄] 

  「収益合計（○4 ○8 欄）」＋「介護収益合計（○11○14欄）」－「費用合計（

○28○43欄）」で計算した金額と一致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

  

Ⅴ 税金 

[調査票○47～○52欄] 

 

 

 

  個人薬局については記入の必要はありません。 

法人全体の税金総額を利益（収益・介護収益－費用）金額の割合で按

分し、調査対象となった薬局分の負担額を記入してください。 

 この按分が不可能な場合は、収益額、職員数などを用いて計算してく

ださい。 

 

＜按分の計算例＞ 

  
調査対象薬局の税金＝法人全体の税金× 

調査対象薬局の利益 

  法人全体の利益 

   

１ 法人税 

[調査票○47○50欄] 

 

 個人薬局以外の薬局は直近の２事業年（度）の法人税確定申告書の「

法人税額計」の金額のうち、調査対象となった薬局分の負担額を記入し

てください。 

  

２ 住民税 

[調査票○48○51欄] 

 

 個人薬局以外の薬局は直近の２事業年（度）の住民税確定申告書の「

年税額」（「法人税割額」＋「均等割額」）の金額のうち、調査対象と

なった薬局分の負担額を記入してください。 

   

３ 事業税  個人薬局以外の診療所は直近の２事業年（度）の「事業税確定申告書」
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[調査票○49○52欄] の「合計事業税額」の金額のうち、調査対象となった薬局分の負担額を

記入してください。 

※「Ⅲ 費用」の「５ その他の経費」に含めたものについては、除い

て記入してください。 

   

Ⅵ 税引後の総損益 

差額 

   [調査票○53○54欄] 

  個人薬局については記入の必要はありません。 

  「損益差額（○45○46欄）」－「税金（○47～○52欄）」で計算した金額と一

致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 
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「第３  給与」の記入要領 （調査票５頁） 

 

 

○ 直近の２事業年（度）における、調査対象となった薬局で直接業務に従事する常勤職員に係

る給与状況などについて記入してください。 

個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日

から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 個人薬局で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、この調査票に含めて記

入してください。 

 

○ 役員・職員が同一法人の保有する複数の薬局等に勤務しているなど、薬局単位の給料等を把

握していない役員・職員がいる場合は、当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・

職員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞  

  

役員Ａの調査対象薬局分の給料等 ＝  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象薬局での勤務時間（※） 

役員Ａの総勤務時間等（※） 

  

※当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員の

給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等

ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記

入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

常勤職員   常勤職員とは、その施設で定められた就業時間をすべて勤務する者を

いいます。 

   

常勤職員の給料・賞与 

  [調査票○1 ～○42欄] 

 

 

   

  延べ人員（人月） 

  [調査票○1 ～○7 欄] 

  [調査票○22～○28欄] 

 

 直近の２事業年（度）に給与を支給した常勤職員の延べ人員（人月）

について、職種区分毎に延べ人月数を記入してください。 

 個人薬局で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、

この欄に含めて記入してください。 

 例えば、ある職種に２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（

１２ヶ月）従事しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事してい

た場合には、当該職種の「延べ人員（人月）」は１８人月となります。 

   

  給  料 

  [調査票○8 ～○14欄] 

  [調査票○29～○35欄] 

 

 

 

 

  直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した現金給与額の職種区分毎

の総額を記入してください｡ 

 個人薬局で、青色事業専従者に支給した給与についても、この欄に含

めて記入してください。 

 給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手当、

夜勤手当、危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として職員に

支給したすべてのものが含まれます。 
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  また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支給

している場合には、その金額を含めてください。 

  なお、年俸制を適用されている者については、直近の２事業年（度）

の年俸と当該年（度）に支給した諸手当とを合算した額を記入してくだ

さい。 

  

  賞  与 

  [調査票○15～○21欄] 

  [調査票○36～○42欄] 

 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した賞与、期末手当等の一時

金の職種区分毎の総額を記入してください。 

 個人薬局で、青色事業専従者に支給した賞与についても、この欄に含

めて記入してください。 

  

  管理薬剤師 

 

 

 

  個人薬局の開設者でない管理薬剤師、個人薬局以外の管理薬剤師につ

いて記入してください。 

 個人薬局の開設者である管理薬剤師は、「人員」、「給料」及び「賞

与」の欄に数字の「０」を必ず記入してください。 

   

事務職員 主として事務（総務、人事、財務、調剤事務等）を担当している職

員をいいます。 

  

  技能労務員・労務 

  員 

  電気、水道、ボイラー業務など上記に属さない技術員・補助員、労務

員をいいます。 

   

  役 員 

 

 

 

  法人立などで、調査対象となった薬局で直接業務に従事する役員（理

事長、理事、監事）をいいます。 

  使用人兼務役員については、他の職種の欄に記入してください。例え

ば、理事（長）兼管理薬剤師の場合は「管理薬剤師」、理事兼事務長の

場合は「事務職員」の欄に記入してください。 
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「第４  資産・負債」の記入要領  （調査票６頁） 

 

 

○ 個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場

合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「第４ 資産・負債」

の記入の必要はありません。 

 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの末日の貸借対照表の数字を基礎として記入してください。 

個人薬局は、平成２７年１２月３１日及び平成２８年１２月３１日が直近の２事業年（度）

の末日となります。 

 

○ 法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合な

ど、調査対象となった薬局分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査

対象となった薬局分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

調査対象薬局の資産・負債＝法人全体の資産・負債× 
調査対象薬局の延べ面積等（※） 

法人全体の延べ面積等（※） 

  

※面積、従事者数の割合など、調査対象となった薬局分の

実態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等

ございましたら、コールセンター（0120-XXX-XXX）にご相談ください。 

 

○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分の資産・負債と介護保険

分の資産・負債との合計額を記入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

Ⅰ 流動資産 

[調査票○1 ○5 欄] 

 

 

 現金及び預金、経常的な活動によって生じた未収金等の債権及びその

１年以内に回収可能な債権、売買目的有価証券等、医薬品、診療材料、

給食用材料、貯蔵品等のたな卸資産、前払費用で１年以内に費用となる

もの等の総額を記入してください。 

   

Ⅱ 固定資産 

[調査票○2 ○6 欄] 

 

 建物、構築物、調剤用器械備品、その他の器械備品、車両及び船舶、

放射性同位元素、その他の有形固定資産、土地、建設仮勘定、借地権、

ソフトウェア、長期貸付金などの総額を記入してください。 

   

Ⅲ 繰延資産 

[調査票○3 ○7 欄] 

 

 創業費（法人の設立登記までに支出した費用及び設立してから事業を

開始するまでの間に支出した開設準備のための費用）、企業債発行差金、

試験研究費などの総額を記入してください。 

   

Ⅳ 流動負債 

[調査票○9 ○12欄] 

 経常的な活動によって生じた買掛金、支払手形等の債務及びその他期

間が１年以内に到来する債務などの総額を記入してください。 

   

Ⅴ 固定負債 

[調査票○10○13欄] 

 

 

 長期借入金、その他経常的な活動以外の原因から生じた支払手形、未

払金などのうち、期間が１年を超えるもの、引当金のうち、退職給付引

当金のように、通常１年を超えて使用される見込みのものなどの総額を

記入してください。 
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「第５  設備投資額」の記入要領 （調査票７頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。 

個人薬局は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで及び平成２８年１月１日

から平成２８年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記

入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 

設備投資額 

[調査票○1 ～○18欄] 

 

  

設備投資額（土地を含

む） 

[調査票○1 ○10欄] 

 土地、建物、建物附属設備、医療用器械備品などの固定資産の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 

   

(うち)建物（建物附属

設備を含み、土

地を除く） 

[調査票○2 ○11欄] 

 

(うち)医療機器 

[調査票○3 ○12欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○4 ○13欄] 

 

 

 

(うち)調剤用機器 

[調査票○5 ○14欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○6 ○15欄] 

 

 

 

(うち)医療情報シス

テム用機器 

[調査票○7 ○16欄] 

 

(うち)リース分 

[調査票○8 ○17欄] 

 

 

 

設備投資額のうち消

費税課税対象の投資

額 

[調査票○9 ○18欄] 

 

 薬局用建物（電気、空調、冷暖房、昇降機、給排水など建物に附属す

る設備を含む）の取得価額（未払額含む）を記入してください。ただし、

土地は除きます。 

 

 

 医療機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）

を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限りま

す。 

 

 調剤用機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している調剤用機器の取得価額（リース期間中のリース料総

額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限

ります。 

 

 レセプト作成用コンピュータ（レセコン）などの調剤事務や調剤を

支援する医療情報システム用機器（ソフトウェアを含む）の取得価額（

未払額含む）を記入してください。 

 

 上記の金額のうち、直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締

結し、保有している医療情報システム用機器の取得価額（リース期間中

のリース料総額）を記入してください。ただし、固定資産に計上されて

いるものに限ります。 

 

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産のうち、消費税課税対

象となる資産にかかる取得価額（未払額含む）を記入してください。（

消費税関連項目について１７頁の「参考資料２」を参考にしてくださ

い。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 
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参考資料１ 

 

 

「その他の経費」について（調査票４頁） 

 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」において「５ その他の経費」に含まれる費目は次のとおり

です。 

 

○ これら費目で、発生主義の原則に基づき、直近の２事業年（度）に支払（未払分を含む）又

は費消した金額の合計額を記入してください。 

 

福利厚生費 

 

 

 

旅費交通費 

 

職員被服費 

 

通 信 費 

 

広告宣伝費 
 
消 耗 品 費      

 

 

消耗器具備品費 

 

 

車 両 費 

 

会 議 費 

 

光 熱 水 費 

 

修 繕 費 

 

 

 
賃  借  料 
 
 
 
土地賃借料 
 
建物賃借料 
 
設備器械賃借料 
 
損害保険料 

 

 

交 際 費 

 

諸 会 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のために

要する法定外福利費（教育訓練などに要する費用、団体生命保険料及び

慶弔に際し一定の基準により支給される金品などの現物給与）  

 

  業務のための出張旅費。ただし、研究、研修のための旅費を除く。 

 

  従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、作業衣などの費用 

 

  電信料、電話料、郵便料金など通信のための費用 

 

  機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費用 
 
  会計伝票など薬局用・事務用の用紙、帳簿、電球、洗剤など１年以内

に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するものは除く。 

 

  事務用のスケール、計算機など減価償却を必要としないもので１年を

超えて使用できるものの費消額。 

 

  業務用乗用車、船舶などの燃料、車両検査などの費用 

 

  運営諸会議など局内管理のための会議の費用 

 

 電気料、ガス料、水道料、石油、プロパンガスなどの費用 

 

  有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、原状回復に要し

た通常の修繕のための費用。（固定資産の耐用年数の延長又は当該資産

の能率、能力などを高めるような改良に要する費用は含まれません。） 

 
  設備、器械の使用料などの費用（リース料、レンタル料） 
  ただし、土地賃借料、建物賃借料及び設備器械賃借料に属するものを

除く。 
 
 土地の賃借料 
 
  建物、部屋の賃借料 
 
  調剤用機器を含む設備器械の賃借料 
 
  火災保険料、薬剤師賠償責任保険料、自動車損害賠償責任保険料など

の費用 

 

  接待費及び慶弔など交際に要する費用 

 

  各種任意団体に対する会費、分担金などの費用 
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租 税 公 課      

 

 

 

 

 
医業貸倒損失 
 
 
貸倒引当金繰入
額 
 

研究費・研修費 

 

 

本部費配賦額 

 

 

利子割引料 

 

 
有価証券売却損 
 
患者外給食用材
料費 
 
調剤費減免額 
 
医業外貸倒損失 
 
 
貸倒引当金医業
外繰入額 
 
固定資産売却損 
 
固定資産除却損 
 
災害損失 
 
雑   費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

(1) 固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、登録免許税など 

の租税で、原則として税法上損金に算入されるもの 

 

(2) 社団、財団、町会などに対する公共的な性格をもつ会費（薬剤師会 

費など）、賦課金 

 
 医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で補填されない部分の金
額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もられ
る部分の金額 
 

研究材料の費用、研究・研修用図書の購入費、学会への参加旅費など

の費用 

 

 法人立の場合など、本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配賦

された本部の費用 

 

 銀行その他金融機関からの借入金に対する利息、他の会社からの借入

金の利息、受取手形の割引料など 

 
売買目的で所有する有価証券を売却した場合の売却損 

 
 従業員等患者以外に提供した食事に対する材料費。ただし、給食業務
を委託している場合には、患者外給食委託費とする。 
 
 患者に無料又は低額な料金で診療を行う場合の割引額など 
 
 医業未収金以外の債権の回収不能額のうち、貸倒引当金で補填されな
い部分の金額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金以外の債権の発生額のうち、回収
不能と見積もられる部分の金額 
 
 固定資産の売却価額がその帳簿額に不足する差額 
 
  固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用 
 
 火災、出水等の災害に係る廃棄損と復旧に関する支出の合計額 
 

寄付金など上記の科目に属さない費用など 
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参考資料２ 

 

 

消費税関連項目について 

 

 

○ 以下の表は、費用の科目ごとに、一般的に消費税非課税となるものを記載しております。 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」、「第５ 設備投資額」のうち、消費税関連項目の記入の際

の参考としてください。 

 

 

科目 消費税非課税となるもの 

第２ 損益 

「Ⅲ 費用」に含まれるも

の 

 

給与費 

 

減価償却費 

 

 

土地賃借料 

 

固定資産税等 

 

機器設備保険料 

 

車両関係費 

 

福利厚生費 

 

旅費交通費 

 

通信費 

 

広告宣伝費 

 

保険料 

 

交際費 

 

租税公課 

 

医業貸倒損失 

 

貸倒引当金繰入額 

 

 

研究・研修費 

 

 

利子割引料、有価証券売

却損、医業外貸倒損失、

 

 

 

 

給料、賞与、退職金、法定福利費（通勤手当は課税） 

 

すべて非課税 

（減価償却資産の購入代金は、購入時に一括して課税） 

 

すべて非課税 

 

固定資産税、都市計画税等の租税公課 

 

すべて非課税 

 

自動車損害賠償責任保険料、自動車税 

 

慶弔費、団体生命保険料 

 

海外渡航費、滞在費 

 

国際通信、国際郵便料金 

 

プリペイドカード等の購入費 

 

すべて非課税 

 

慶弔費、餞別などの現金支出、商品券・ビール券等の購入費 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

 

薬剤師等に支給する研究助成金（一種の特別手当として給与等に

該当する場合） 

 

すべて非課税 

 

85



- 18 -

貸倒引当金医業外繰入額 

 

調剤費減免額 

 

固定資産売却損、固定資

産除却損、災害損失 

 

 雑費 

 

 

第５ 設備投資額 

 

 

保険調剤に関する免除額 

 

すべて非課税 

 

 

行政手数料、寄付金 

 

 

土地の取得額 
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（案） 

                              平成 29 年 5月 

 

開 設 者                            

            様 

管 理 者 

 

「第 21回 医療経済実態調査（医療機関等調査）」へのご協力のお願い 

 

 

謹啓 時下益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。 

 保険医療行政の運営につきましては、日頃から格別のご尽力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

 さて、当中央社会保険医療協議会は、厚生労働大臣の諮問に応じて審議・答申な

どを行っております。 

 このたび、当協議会では、「第 21 回医療経済実態調査（医療機関等調査）」を

実施することといたしました。 

 この調査は、病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局における医業経営の実

態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的として

２年に１度行っております。また、平成 31年 10月に消費税率の引上げが予定され

ており、今回の調査でも前回（第 20 回）調査と同様に、費用に含まれる医療機関

等の消費税負担の状況を把握することとしております。 

 今回の調査に当たっては、調査対象●●（箇所数）施設を無作為に抽出いたしま

した。 

 

 ご回答は、原則全ての調査項目についてお願い申し上げます。ただし、平成 27

年及び平成 28 年の税務申告において青色申告を行った個人立一般診療所・個人立

歯科診療所については、特別に調査項目を一部省略する形式にて回答いただくこと

も可能です。 

 

 なお、この調査業務・集計業務は●●●●に委託しています。 

 また、この調査は統計法に基づき一般統計調査として承認されており、調査報告

の秘密は保持され、調査票は集計して調査結果を得るためだけに使われます。 

 この調査の内容に関するご質問は、厚生労働省の医療経済実態調査事務局にご連

絡いただきたく存じます。 

 

中  医  協  実－１－６ 

２ ９ ． １ ． １ １ 
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 厚生労働省としましては、今後も社会保険診療報酬の充実に努めてまいりますの

で、ご多忙の折、大変恐縮に存じますが、調査の趣旨をご理解の上、ご協力賜りま

すようお願い申し上げます。 

                                  敬具 

 

                      中央社会保険医療協議会 

                        会 長  田 辺 国 昭 

 

                      厚生労働省保険局 

                        局 長  鈴 木 康 裕 

  

 

 

  この調査の結果は、社会保険診療報酬改定についての議論のための重要な基礎資

料として活用されますので、施設の規模や開設主体にかかわらず、わが国の医療経

営の実態がありのままに反映される必要があります。 

  皆さま方のご回答が今後の診療報酬の“あるべき姿”へ向けた出発点となります。

日々の診療などでお忙しいとは存じますが、ぜひとも、ご協力賜りますようお願い

申し上げます。 

 

 



1 

 

 

 

第２１回医療経済実態調査（保険者調査）の実施案 

 

 

第２１回医療経済実態調査（保険者調査）については、以下の基本的な考え方に沿

って行うこととする。 

 

１．調査の対象 

平成２８年度末における全国健康保険協会管掌健康保険、組合管掌健康保険、船

員保険、共済組合、国民健康保険及び後期高齢者医療制度の各保険者等を調査対象

とする。 

 

 

２．調査の時期 

平成２９年６月 

 

 

３．調査の種類及び調査事項 

  調査の種類及び調査事項は次のとおりとする。 

（１）決算事業状況に関する調査 

   被保険者数、保険給付等に関する状況、決算収支状況及び財産の状況等につ

いて調査する。 

（２）土地及び直営保養所・保健会館に関する調査 

    土地に関する施設の種類、面積、帳簿価格等及び直営保養所・保健会館に関

する施設の種類、建物の状況、利用状況等について調査する。 

 

 

４．調査の方法 

（１）上記３の（１）については、平成２７，２８年度分の各保険者等の事業報告、

決算報告及び財務諸表等から調査する。 

（２）上記３の（２）については、組合管掌健康保険及び共済組合の各保険者が平

成２８年度末現在で調査票を作成し、提出する。 

 

 

５．提出期限 

平成２９年８月３１日 

 

中医協 実－２－１ 

２ ９ ． １ ． １ １ 



第２１回 医療経済実態調査（保険者調査）要綱（案） 

 
１．調査の目的 

 医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保険診療報酬に関する基礎資

料を整備することを目的とする。 

 

２．調査の対象 

平成２８年度末における全国健康保険協会管掌健康保険、組合管掌健康保険、船

員保険、共済組合、国民健康保険及び後期高齢者医療制度の各保険者等を調査対象

とする。 

 

３．調査主体 

  中央社会保険医療協議会 

 

４．調査の時期 

平成２９年６月 

 

５．調査の種類及び調査事項 

  調査の種類及び調査事項は次のとおりとする。 

（１）決算事業状況に関する調査 

    被保険者数、保険給付等に関する状況、決算収支状況及び財産の状況等につ

いて調査する。（別紙１参照） 

（２）土地及び直営保養所・保健会館に関する調査 

    土地に関する施設の種類、面積、帳簿価格等及び直営保養所・保健会館に関

する施設の種類、建物の状況、利用状況等について調査する。（別紙２参照） 

 

６．調査の方法 

（１）上記５の（１）については、平成２７，２８年度分の各保険者等の事業報告、

決算報告及び財務諸表等から調査する。 

（２）上記５の（２）については、組合管掌健康保険及び共済組合の各保険者が平

成２８年度末現在で調査票を作成し、提出する。 

 

７．提出期限 

平成２９年８月３１日 
 

８．結果の公表 

この調査の集計結果は、中央社会保険医療協議会の議を経て、速やかに公表する。 

中医協 実－２－２ 

２ ９ ． １ ． １ １ 
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別紙１ 

保険者調査（決算事業状況に関する調査）の調査事項  

 全 国 健 康 保 険 協 会 健 康 保 険 組 合 船  員  保  険 共  済  組  合 国 民 健 康 保 険 後  期  高  齢  者  医  療 

調 

 

 

    

査 

 

 

  

事 

 

 

  

項 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均

年齢 

（２） 平均標準報酬月

額及び標準賞与

額 

 

２．保険給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

    （平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

(平成 27、28 年度） 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均 

年齢  

（２） 平均標準報酬月 

額及び標準賞与 

額  

 

２．保険給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

  （平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

(平成 27、28 年度） 

 

 

 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均

年齢 

（２） 平均標準報酬月

額及び標準賞与

額 

 

２．保険給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

     （平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料率及びその負 

担割合 

(平成 27、28 年度） 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 組合員数、被扶 

養者数及び平均 

年齢 

（２） 平均標準報酬月 

額及び標準賞与 

額 

 

２．短期給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

（平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

（平成 27、28 年度） 

 

 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 被保険者数及び

平均年齢 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

     （平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料額 

     （平成 27、28 年度） 

１．適用状況 

（平成 27、28 年度末） 

（１） 被保険者数及び

平均年齢 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（平成 27、28 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

３．収入支出決算額 

     （平成 27、28 年度） 

 

 

４．保険料額 

     （平成 27、28 年度） 

注：調査事項には経常収支以外の積立金等の異動に係るものを含む。 
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別紙２

保　険　者　調　査　票　（案）
（ 平 成 28年 度 末 現 在 ）

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会

保 険 者 名

１　土 地 に 関 す る 事 項 
固 定 資 産 税 評 価 評 価

施   設   の   種   類 名          称 所   在   地 地     目 面        積 取得年月日 取  得  価  格 帳  簿  価  格 時 価 評 価 額 備考
評     価     額 方 法 年 月

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡    千 円 千 円 千 円 千 円  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡     
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

医 療 経 済 実 態 調 査

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

統計法に基づく国

の統計調査です。

調査票情報の秘密

の保護に万全を期

します。
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保　険　者　調　査　票　（案）

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会

保 険 者 名

２　直営保養所・保健会館に関する事項 

施   設   の   種   類 名         称 所         在         地 建     物     の     状     況 平  成  2 8  年  度  の  状  況 備    考

建  築  面  積 延  べ  面  積 帳  簿  価  格 利  用  者  数 総   収   入 総   支   出

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

1 直 営 保 養 所 道 区

2 保 健 会 館 府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

医 療 経 済 実 態 調 査

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館
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平 成 29 年 度  

 

医療経済実態調査（保険者調査）  

記  入   要   領（案） 

 

（ 健 康 保 険 組 合 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央社会保険医療協議会 
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－1－ 

 

Ⅰ   調  査  の  概  要 

 

１  調査の目的 

    この調査は、医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とします。 

２  調査の主体 

    この調査は、中央社会保険医療協議会が行います。 

３  調査対象 

    平成 29 年 3 月 31 日現在の健康保険組合を調査対象とします。 

４  調査の種類及び調査事項 

    調査の種類及び調査事項は、次のとおりとします。 

 (1)  土地に関する調査（平成 28 年度末現在） 

      保険者調査票（１ 土地に関する事項）の調査事項 

 (2)  直営保養所・保健会館に関する調査（平成 28 年度） 

      保険者調査票（２ 直営保養所・保健会館に関する事項）の調査事項 

５  調査の方法 

    中央社会保険医療協議会は、健康保険組合に調査票を配布し、健康保

険組合は関係書類に基づき調査票を紙または Excel ファイル（ファイル

名は「K2017××××××××.xls」（××××××××は保険者番号）

としてください）にて作成します。 

６  調査票の提出期限 

    健康保険組合は、作成した調査票を平成 29 年 8 月 31 日（必着）まで

に中央社会保険医療協議会（〒100-**** 東京都千代田区霞が関 1-2-2  

厚生労働省保険局調査課内）に、紙媒体の調査票は郵送により、Excel

ファイルの調査票は電子政府の総合窓口(e-Gov)の電子申請システムに

より提出してください。 
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－2－ 

Ⅱ    記  入  要  領 

 

１  共通事項 

調査票の点線による区切りのある欄の数字の記入は、区切りごとに１

字を記入し、必ず右詰めで記入して下さい（左側の余白には「0」を記入

する必要はありません）。 

 
保 険 者 名  健康保険組合の設立後健康保険組合連合会から振り

出された組合コード（５桁）の番号を記入し、その後

に当該健康保険組合の名称を記入して下さい。  
 

 

２  個別事項 

 (1)  土地に関する調査 

ア  この調査票には、平成 29 年 3 月 31 日現在で健康保険組合が所有

（借地などは含まれません。）する土地について記入して下さい。

また、事業主や他の健康保険組合などとの共同所有の場合は、持分

のみ記入して下さい。平成 29 年 3 月 31 日までに売却した場合は記

入する必要は有りません。 

イ  健康保険組合が土地を所有しない場合は、その旨を記入欄のいず

れかに「所有なし」と記入し提出して下さい。 

 
施  設  の  種  類  健康保険組合の所有する土地に建設されている施設

について、下記に該当するものは、該当する数字を○

で囲んで下さい。  
１  病院・診療所   ２ 老人保健施設  

３  直営保養所    ４  体育館・体育施設 

５ 保健会館     ６ 施設なし 

所  在  地  所在地は、市区町村名まで記入して下さい。 
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－3－ 

 

地 目 ／ 面 積  固定資産台帳（課税台帳）又は財産目録などの記載

に基づき平成 29 年 3 月 31 日現在で記入して下さい。 

取 得 年 月 日  該当する元号の数字を○で囲み、年月日を記入して

下さい。 

 帳  簿  価  額  固定資産台帳又は財産目録に記載されている平成 29

年 3 月 31 日現在の価額を記入して下さい。 

固 定 資 産 税  市区町村の土地課税台帳に記載されている価額を記 

評  価  額 入して下さい。 

なお、直営医療機関等非課税の取り扱いを受けてい

る土地については、市区町村へ照会すると近隣類似の

土地の価額が承知できますので、その価額を参考にし

て記入して下さい。 

時 価 評 価 額  １  平成 28 年度中に取得したものは取得価額を、２                       

平成 28 年度中に不動産鑑定士等の専門知識を有する

者の評価を受けた場合はその評価額を、３  近隣類似

の地価公示法による標準値の１平方メートル当たり価

額により再評価できる場合(※)はその価額を、記入し

て下さい。 

（※）評価例：時価評価額＝評価物件の公示価額、ま

たは時価評価額＝評価物件の路線価×

近隣類似の土地の公示価格÷近隣類似

の土地の路線価、等  
          なお、公示価格は市町村役場、路線価は税務署で確

認することが出来ます。  
 評 価 方 法  上記時価評価額の該当する番号を○で囲んで下さい。 
 評 価 年 月  該当する元号の数字を○で囲み、年月を記入して下

さい。 
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－4－ 

 (2)  直営保養所・保健会館に関する調査 

    ア  この調査票には、平成 29 年 3 月 31 日現在における健康保険組合

の所有する（借家などは含まれません。）直営保養所・保健会館に

ついて記入して下さい。 

    イ  健康保険組合が直営保養所・保健会館を所有しない場合は、その

旨を記入欄のいずれかに「所有なし」と記入し提出して下さい。 

 

 

建 物 の 状 況  固定資産台帳又は財産目録に記載されている平成 29

年 3 月 31 日現在の建築面積（いわゆる建ぺい）、延べ

面積（いわゆる延坪）及び帳簿価格について記入して

下さい。 

平成 28 年度の状況  平成 28 年度の決算書又は関係帳簿により、年間利用 

         者延人数、総収入額、総支出額を記入して下さい。 
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平 成 29 年 度  

 

医療経済実態調査（保険者調査）  

記  入   要   領（案） 

 

（ 共 済 組 合 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央社会保険医療協議会 
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－1－ 

 

Ⅰ   調  査  の  概  要 

 

１  調査の目的 

    この調査は、医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とします。 

２  調査の主体 

    この調査は、中央社会保険医療協議会が行います。 

３  調査対象 

    平成 29 年 3 月 31 日現在の共済組合を調査対象とします。 

４  調査の種類及び調査事項 

    調査の種類及び調査事項は、次のとおりとします。 

 (1)  土地に関する調査（平成 28 年度末現在） 

      保険者調査票（１ 土地に関する事項）の調査事項 

 (2)  直営保養所・保健会館に関する調査（平成 28 年度） 

      保険者調査票（２ 直営保養所・保健会館に関する事項）の調査事項 

５  調査の方法 

    中央社会保険医療協議会は、共済組合に調査票を配布し、共済組合は

関係書類に基づき調査票を作成します。 

６  調査票の提出期限 

    共済組合は、作成した調査票を平成 29 年 8 月 31 日（必着）までに中

央社会保険医療協議会（〒100-**** 東京都千代田区霞が関 1-2-2  厚生

労働省保険局調査課内）に提出して下さい。 
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－2－ 

Ⅱ    記  入  要  領 

 

１  共通事項 

 (1)  調査票の点線による区切りのある欄の数字の記入は、区切りごとに

１字を記入し、必ず右詰めで記入して下さい（左側の余白には「0」を

記入する必要はありません）。 

 (2)  保険者名は、共済組合の名称を記入して下さい。 

 

２  個別事項 

 (1)  土地に関する調査 

    ア  この調査票には、平成 29 年 3 月 31 日現在で共済組合が所有（借

地などは含まれません。）する土地について記入して下さい。また、

共同所有の場合は、持分のみ記入して下さい。平成 29 年 3 月 31 日

までに売却した場合は記入する必要は有りません。 

    イ  共済組合が土地を所有しない場合は、その旨を記入欄のいずれか

に「所有なし」と記入し提出して下さい。 

 
施  設  の  種  類  共済組合の所有する土地に建設されている施設につ

いて、下記に該当するものは、該当する数字を○で囲

んで下さい。  
１  病院・診療所   ２ 老人保健施設  

３  直営保養所    ４  体育館・体育施設 

５ 保健会館     ６ 施設なし 

所  在  地  所在地は、市区町村名まで記入して下さい。 

地 目 ／ 面 積  固定資産台帳（課税台帳）又は財産目録などの記載

に基づき平成 29 年 3 月 31 日現在で記入して下さい。 

取 得 年 月 日  該当する元号の数字を○で囲み、年月日を記入して

下さい。 

 帳  簿  価  額  固定資産台帳又は財産目録に記載されている平成 29

年 3 月 31 日現在の価額を記入して下さい。 
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－3－ 

固 定 資 産 税  市区町村の土地課税台帳に記載されている価額を記 

評  価  額 入して下さい。 

なお、直営医療機関等非課税の取り扱いを受けてい

る土地については、市区町村へ照会すると近隣類似の

土地の価額が承知できますので、その価額を参考にし

て記入して下さい。 

時 価 評 価 額  １  平成 28 年度中に取得したものは取得価額を、２                       

平成 28 年度中に不動産鑑定士等の専門知識を有する

者の評価を受けた場合はその評価額を、３  近隣類似

の地価公示法による標準値の１平方メートル当たり価

額により再評価できる場合(※)はその価額を、記入し

て下さい。 

（※）評価例：時価評価額＝評価物件の公示価額、ま

たは時価評価額＝評価物件の路線価×

近隣類似の土地の公示価格÷近隣類似

の土地の路線価、等  
          なお、公示価格は市町村役場、路線価格は税務署で

確認することが出来ます。  
 評 価 方 法  上記時価評価額の該当する番号を○で囲んで下さい。 
 評 価 年 月  該当する元号の数字を○で囲み、年月を記入して下

さい。 

 

 

 (2)  直営保養所・保健会館に関する調査 

    ア  この調査票には、平成 29 年 3 月 31 日現在における共済組合の所

有する（借家などは含まれません。）直営保養所・保健会館につい

て記入して下さい。 

    イ  共済組合が直営保養所・保健会館を所有しない場合は、その旨を

記入欄のいずれかに「所有なし」と記入し提出して下さい。 
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－4－ 

 

建 物 の 状 況  固定資産台帳又は財産目録に記載されている平成

29 年 3 月 31 日現在の建築面積（いわゆる建ぺい）、

延べ面積（いわゆる延坪）及び帳簿価格について記入

して下さい。 

平成 28 年度の状況  平成 28 年度の決算書又は関係帳簿により、年間利用 

         者延人数、総収入額、総支出額を記入して下さい（年

度途中に共済組合の再編が行われた場合には、施設毎

に再編前後の状況を合算したものを記入して下さい）。 
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